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はしがき

研究の目的・目標

本研究は、ノルウェーにおいて 1994/95 学年度から始められた高等学校教育課程の改革、及び 97/98 学年度か

ら始められた義務教育についての修業年限 1 年延長(就学 1 年早期化)及び教育課程の改革の概括的把握を目的と

して、次の諸点を解明することを研究期間内の目標として科学研究費助成を申請し交付を受け、研究を始めた。

① 94年、97年両改革を通じるノルウェーの学校教育改革の理念、特に共通教育理念

②高等学校希望者全入制の下での多様な高等学校の学科・教育課程の制度と実態

③選抜試験によらない高校の学科・学校選択と、中学校による指導、教育行政機関による調整の仕組み

④中学校、高校の自然科学、社会科、算数・数学及び英語の諸科目における共通教育内容の質・水準

⑤中学校卒業時の全国中学校一斉共通学科試験(ノルウェー語、数学、英語〉の実態

⑥父母代表参加・中等学校生徒代表参加、教職員代表参加を伴う学校運営の制度・実態

⑦環境教育、異文化学習、キリスト教・市民道徳教育等、同国に特徴的な教育の内容・方法

⑧プロジェクト学習・課題学習の大幅導入、学級外の学習グループの多用等の教育方法の実態

⑨高等学校教育と連携した職業実習(見習い)の制度・方法とその具体例

⑩高等学校中退者を公的機関でフォロー・アップする制度の実態

成果と残した課題

省みれば、本研究の目的は、94 年後期中等教育改革、97 年初等教育及び前期中等教育改革途上にあったノル

ウェーの初等中等教育を比較教育学的に概括することであった。この点から言えば、本報告書によってノルウェ

ーという国の、以前にはわが国で殆ど知られていなかった初等中等教育制度の概況は格段に明らかにすることが

できた思う。それがこの研究の成果である。

もっとも、字義どおりの目的に照らすと、「94 年教育改革、97 年教育改革」の基本的解明はできていない。両

改革以前のノルウェーの初等中等教育の概括そのものができていないのであるから、それを基準にして改革を評

価することはできないのである。そのような評価は、ノルウェー自身による評価も踏まえなければならないが、

それ以上に、文化や心性の差異を超えてノルウェーの教育を理解することが先決課題と思われる。過去に遡及す

るノルウェー教育の研究は、遥かな今後の課題と言わざるを得ない。

具体的な目標に関しては、上記の当初目標のうち①、②、③、⑥、⑧は、本報告書によって概ね明らかにした。

⑤に関しては、部厚な試験問題集を入手したが、ノルウェー語読解の困難を考えると、試験問題評価という部

分的問題よりは、④、⑦の方がより基本的、本質的課題であると思われる。⑩についても県教育部が用いている

中退生徒把握書類の形式はもらったが、それ以上に高校教育の内容程度と方法の全般的把握が課題と考える。

④、⑦に関しては、本報告書の(三〉で部分的に明らかにした。

⑨に関しては、企業における具体例の実態把握のための聞き取り・見学は実現していない。また、比較教育的

評価をするためには、我が国の職業教育の実態把握が重要であり、なお多くの準備研究を要することが判った。

次の研究課題

結局、④及び⑦の本格解明並びに⑨が基本的に残した研究課題である。このうち④、⑦の本格的解明に取り組

むべく、平成 14-17年度、「ノルウェーの初等中等教育課程の原則と方針、実態に関する比較教育学的調査研究」

という題目の下に、下記の解明を目標とするとする科研費助成を申請した。

(1)宗教・道徳教育、数学、社会科、理科、英語・外国語等に関する普通教育科目及び教科合同的総合的なテー

マ学習・プロジェクト学習を主とし、その他の教科等も含めた教科書・教育内容の概括的実態と特色。

(2)社会科と連携しての学級・生徒会活動、学校の管理運営への生徒代表参加等、参加型民主主義教育の実態。

(3)国の定める教育課程、その下での地方自治体と学校における自治的裁量、学校の管理運営への生徒・親の代

表参加を枠組みとして成立している学校の教育課程ないし授業計画の編成と運用の原則と方針、実態
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本報告書の内容

(一)は、 2001年11月18日、日本教育制度学会において「ノルウェーの初等中等教育・学校管朝腹」の題

目で発表した要点の同学会紀要への投稿を膨らませたものである。その分、凝集性は薄れたが、より豊かな事例

を紹介しておきたいという意図による。 (二)は学会誌に掲載されたもの、 (三)~(五)は学会発表の要旨とその際

配付した資料である。 (六)はともかく状況を踏まえるための最小限の素材である。 (七)、 (八)は科研費受給に至

る予備的研究調査時期のものであるが、本研究の-環を成すものとして再録した。特に(七)に抄訳した「基礎学

校、後期中等教育及び成人教育のための教育計画　一般篇」は、 94年、 97年の教育改革の理念を述べたもので

あり、一般教育・共通内容教育を重視した、まさに教育改革理念と言うふさわしい香り高いものである。

惑想、謝意と研究推進

人々は総じて素朴で心暖かいが国家としては戦略に長けている、というのが私が知り得たノルウェーという国

とその人々の印象である。その教育研究の過程は、知る喜びに満ちている。

現地訪問の援助をして下さったEivind Landeさん、 Andersen福田雅子さん、最初のノルウェー訪問に同行し

てくれた京都府立大学の宮嶋邦夫さんをはじめ、親切に説明や資料提供し、見学の機会を与えて下さったノルウ

ェーの多くの方々、事務に当たって下さった本学の職員の方々、学界の知己友人など、多くの方々の好意と援助

にあらためて感謝の思いを深くし、御礼申し上げる。

それを踏まえ、この冊子のまとめを一つのステップとして、さらにノルウェー教育研究を進めたい、

研究組織

研究代表者:北川邦一(大手前大学社会文化学部教授)

(単独研究)
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ノルウェーの初等中等教育と教育行政
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ノルウェーの初等中等教育と教育行政

本稿は、はじめにノルウェーという国の概要と特徴を略述した後、初等中等教育の学校

制度、行政制度に重点を置いて、この国の学校教育の概要と特徴を概説する。

はじめに　-ノルウェーという国とその特徴-

ノルウェーは、スカンジナビア半島の北西半分に位置する国土約38万5000請、人口約

450万人( 2002年現在)の国である。半島南東のスウェーデンと隣接し、北部はフィンラ

ンド、ロシアと国境を接している。国土の北部約2/自ま北極圏に含まれている。海を隔て

て南にデンマーク、南西にイギリスがある。国民の大部分は、デンマーク、スウェーデン

と共通するノルマン人の子孫でこれら3国は言語も近似している。ノルウェーは、 8世紀

以降のヴァイキング時代を経て1060年頃までには一つの王国を形成したとされている。

1397年以降は、デンマークを盟主としスウェーデンを含む3国同君連合の下で事実上デ

ンマークに支配された。スウェーデンは1523年に独立した。 1813年のナポレオンの敗北

に伴い、ノルウェーはデンマークの支配を離れスウェーデンとの同君連合に組み込まれた

が、その変動期にデンマーク王の甥Kristen Frederikの下で1814年5月17日、エイズヴオ

ルに議会が招集され、ノルウェーが自由な憲法、国民代表、政府及び徴税権を有する独立

国の地位を有することを定めたノルウェー王国基本法Kongeriget Norges Grundlovが制定さ

れた。その後修正は行なわれているが、これがノルウェーの現行憲法とされ、 5月17　日

は国の祝日とされている。その後、ノルウェーは19世紀後半の海運業等の発展を背景に

外交権を含む国家としての独立要求を強め、 1905年、一方的な独立宣言によって戦火を

交えずスウェーデンから独立した(注1)。ノルウェーの産業は、伝統的には海運・水産了

捕鯨、造船、林業・パルプ・紙工業であり、山岳の豊富な水力が金属工業や化学工業のエ

ネルギーを供給し、産業労働者の増加とともに全国労働連合が成立し(1899年)、全国経

営連名が設立された(注2)。

宗教は、 1000年頃に入ってきたとされるキリスト教の伝統が強い。宗教改革の流れの

中でデンマーク王クリスチャン3世(在位1534-59)の支配下でルーテル新教が導入された

と見られる(注3)。 「福音主義ルーテル派宗教に関しては、憲法で宗教の自由を認めると

と　もに(第　2条第1項)、伝統的なキリ　スト教「福音主義ルーテル派は　Den

evangelisk-1uthersk Religionは国教であり続ける」と定めている(同条2項)。ノルウェー国教

会の牧師も公務員であり、 2001年現在、ノルウェー国教以外の人は、国の統計では総計

28万人余にすぎない(注4)。後述の「教育法」もキリスト教的な民主主義と寛容の精神を

喜劇　一
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育てることを教育目的として掲げている(§ 1-2)。

政治的には、第一次大戦後から社会民主主義政党である労働党(略号A。以下、各政党

の日本語での党名はノルウェー大使館の用語による。)の影響が強い。同党は、数年間、

コミンテルンに参加していたが1923年にこれと決別し、 27年には先に党を去っていた社

.会民主主義グループと再統合したo労働党は1928年には第一党となって第1回労働党内

閣を組閣し(安定政権は35-40年)、 40-45年の挙国連立期の後、 1945年から61年までは過

半数、国政選挙では常に最大票を得、第二次大戦後から現在までの期間の合計約3/4は政

権に与ってきた(注5)。

外交的には、ノルウェーは、スウェーデンからの独立後、中立政策を維持してきた。し

かし、a1940年4月にナチス・ドイツの急襲を受けて国土は5年間、占領支配された。戦

後、ノルウェーは東西の「架け橋政策brobyggingspolitikk」の理念の下に「スカンティナヴ

イア同盟構想」を追求したが、 49年1月の同構想の挫折の後、同年4月NATO条約に署

名、条約は同年8月発効した。東西対立の時代、ノルウェーは北端部でソ連と国境を接す

る前線となったが、その枠内では、 NATO合同演習時を除き、自国が攻撃の脅威を受けな

い限り、外国軍隊も基地もおかず核兵器の導入も行なわないという政策を、少なくとも建

前上、堅持した。他方でノルウェーは、 1953年、各国議員代表からなる北欧会議Nordisk

R紬(外務省訳では北欧理事会)を設立し、デンマ・一ク、スウェーデン、アイスランド、フ

ィンランド(56年加盟)との間で北欧諸国間の地域協力を追求してきている(注6)。

現在のノルウェーは、先進工業国であって、若干の指標を示せば、 1999年の1人当た

り　GNP32880米ドル(日本32230、米国30600)、同年の平均余命78(日本80、米国77)、

90-99年の一人当たりGNPの年間平均増加率3.4%(日本1.1%、米国2.2%)である(注7)。

北海の油田もあってヨーロッパでも例外的に景気が良くて高校や大学卒業生の就職難の心

配はないという。資本主義国であり急速な私企業化の兆しも察せられるが、後述の労働党

の長年の影響もあって病院は公営しかない(少なくとも)など多分に「社会主義」的であり、

選挙の投票日にはアルコール販売を禁止しているなど、気まじめな国民性と思われる。北

方の先住遊牧民族サーメ(国内に約7万000人)の権利を尊重していること、高福祉、積極

的異文化対応・難民支援、子どもオンブズマン制度創設、女性の政治行政参画制度の発達、

国連での「特続可能な開発」理念の先導、パレスチナ問題「オスロ合意」 (注8)の仲介、

EU加盟を求める国民投票での2度の否決等にもノルウェーの独自性ないし特色が見られ

る。

現在の政治では、前述の労働党は、近年勢力漸減傾向にあり、 97年　9月の選挙では

35%の最大得票は得たものの連立政権を組織できず下野した。キリスト教民衆党KrFのヒ

ェル・マンネ・ボンデヴイツク氏を首相とし、 Krf.保守党H、民主党V、中央党Spを与

党とする少数連立政権となったが環境問題で政策が対立し、 2000年3月から労働党中心

の政権となった。 2001年9月の選挙で労働党は得票率24.2 %で最大得票党ではあるが、
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キリスト教民主党KrfのKje11 Magne Bondevikボンティヴィック氏を再び首相とし、今度は

Sp(5.6 %)が参加しないKrF(得票率12.5 %)、 H(21.2%)、 V(3,9 %) 3政党の少数連立連立

政権となってた(注9)。極右政治勢力が無いに等しいこと、かつてのソ連寄りの共産党

NKP及び中国共産党と親密な赤色選挙同盟Rv、極右政党が殆ど国政に影響力を有しない

こと、 1973年に発足して公共企業の私企業化・規制緩和に積極的な進歩党叫力浪速に伸

びており、今回14・7%第3党の地位を得たこと、労働党のNATO政策党に批判的な左派

社会党SVも今回は伸びて12・4%になっていることが現在のノルウェーの政党の勢力分布

である。

仁一)学校教育の概要(注10)

(1)義務教育

義務教育は基礎学校gmmskoleで行なわれ、 97年改革で始期が1年早められ原則6歳か

らの10年間の課程である。教育課程は、第1-4学年smaskole(第1-4学年)、 m。11。m(5_7年)、

ungdom(8-10年)の三つの段階trirmetに大別されており、殆どの場合、前2段階は小学校

bameskole、最後段階は中学校ungdomsskoleで行なわれており、構成科目は日本に類似して

いるものが多い。比較して特徴事項を挙げると、 ①第l学年から英語教育が行なわれてい

る、 ② 「キリスト教知識・宗教・道徳」科目が各学年週2時限ありノルウェー国教のルー

テル派福音主義キリスト教知識教育を主としているが「温欒」やコーランの内容など他宗

教宗派の内容にまで踏み込んだ異文化理解教育も行なっている、 ③教科統合・横断的なテ

ーマ学習・プロジェクト学習を重視し第l学年では授業時数の約80%、漸減して中学校

段階で約20%の時数を充てている、 ④数学は「科学であり、芸術であり、技術であり、言

語であり、かつ道具である」、数学教育は「創造力を用い」 「美的側面の経験へと招待する」

としている、 ⑤理科の代わりに「自然及び環境」科目が置かれている、 ⑥生徒会活動を含

む学級活動の時間が時間割りに組み込まれている(ノルウェーで初等、中等教育を通じて

使われているeleveを本稿では「生徒」としておく)、 ⑦国が定める教育課程の基準で、コ

ムーネ及び学校の教育課程編成の自由が「50%くらい」認められていることなどである。

(2)後期中等教育

後期中等教育は、義務教育終了後、志願者全員に3年間(障害者は5年間)の全日制の教

育を受ける権利が保障されている。志願者は、高等学校第l学年に設けたれている基礎コ

ースgrunnkurs(略称GK。 2000/01学年度では15種類設置。 )の中、希望3コースのいずれ

か1つとその上の上級コースvideregaendekurs(略称VK)で学ぶことができる。 15の基礎コ

ースの中、一般・経済行政、音楽舞踊演劇、体育の3コースは、概ね進学、他の12コー

-3-

〈　6　〉



ス(電気、保健福祉、ホテル及び食料、造形美術、自然利用、建築、建築関連技術、機械、

化学及び化学工程、木工、会場及びサービス、メディア及びコミュニケーション)は概ね

職業資格取得に繋がっており、進学、職業コースとも進級毎に細分化し、職業コースは職

業資格に応じて最終的には約200コースに分化している。後期中等教育は基本的には高等

学校で行なわれるが、過半の職業コースの上級第2段階VK Ⅱ (後期中等教育の第3年度

以降)は職業実習oppIzBringと理論学習を含めて企業内の2年間で行なわれ、職業実習生

1甜1ingは、半ば労働者としての権利と義務を有する。企業実習生はそのコースで取得する

資格を得た新任従業員1年分の給与と同額の給与をその2年間で受ける。後期中等教育へ

は2000年現在、基礎学校修了者の約95%が進学しており修了はそれよりやや少ない。進

学コースと職業コースへの分化は前者がやや多いが、政府は生徒数比50:50を目標として
寄

おり、その目標は概ね達成されているとしている。

(3)初等中等教育のその他の特色

以上のほか、一般共通教育重視、教育を受ける権利の重視、キリスト教的伝統文化及び

異文化理解の重視、ノルウェー語の両言語形態malfomer、ブックモールbokm釦　とニュー

ノルスク　nynorskによる教育・両言語形態の教育の重視、少数言語(フィンランド語、サ

ーメ語)による教育・少数言語の教育の尊重、国際交流の重視、少人数学級編制の法定

(上限第1-7学年28人、第8-10学年30人、高等学校普通科目30人、専門科目15人)、疎

少人口に対応した通学送迎・宿泊措置等は、ノルウェーの初等中等教育を通じる特色であ

る。

(4)高等教育、幼児教育

高等教育は、前記④、 ⑥、 ⑦、 ⑨の法律に基づき中央政府・UFDの所管である。 4つの

総合大学universitct(99年在籍学生総数74,135)と　26の国立専門大学statlige hqgskole(同

74,145)、若干の私立専門学校(17,639)その他で行なわれている。専門大学は2 - 4年課程

でhqgskole kandidat又はhngskoleingeniorの学位を与える。以上の高等教育を受けた人の比

率は、 1996年、 25-29歳の女性の33.6%、男性の27.2%であるが、急速に増しつつある。

総合大学は通例　3年半-4年課程、又はより長期の課程で各種の　candidataまたは

candidatus magisteriの与える。その上に1年半- 2年の日本の修士に相当する課程、及び通

例更に3年の研究を行なう博士doktorの課程がある。また初等中等教育でも私立学校が認

められており、義務制で約1.6%の生徒、高等学校で約4%の生徒が在籍する(注11)。

幼児教育は、幼稚園に関する1995年5月5日の法律第19号(幼稚国法) Lov5maii1995

皿19 om bamehage(略称bamehageloven)に基づいて行なわれており、国の機関では児童家庭

省Bame- Og familiedepartementet(BFD)の所管である。ノルウェーの幼稚園bamehageは、よ

り広い教育の一環としての教育と両親の勤務時間中の子どもの保護とを目的としている。
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2000年末現在、幼稚園数は全国で公立2984園、私立2849園、在籍園児は4、 5才児の80

%、 1-5歳児全体の約62%、 0-5歳児のうち週33時間以上の在国契約は33.1%、従業員

52’579人のうち就学前教員fかskolelarer資格保持者は16,465人であり、園長styrerenは就学

前教員資格を有する(注12)o幼稚園は、省の定める「幼稚園基準計画」 Rammenplan

forbamehagenに基づいて運営され、その教育課程領域fagomr餌erでは社会・宗教・道徳、

美術、言語・読み書き・コミュニケーション、自然・環境・技術、身体活動・健康の5領

域にわたり、子どもに経験、知識取得、技能習得、態度発達の機会を提供することを目ざ

している(注13)。

に)立法、政治、行政と学校制度

(1)国の立法・政治制度

①国の議会であるストーテイングStortinget(原意は大議会。以下「国会」という。 )の議

員は、議席165のうち157が19の地域としての軌keを選挙区とする大選挙区、 8議席が

全国区の比例代表・秘密選挙によって選出され、国会が法律を制定し内閣を形成する。 ②

国会議員の選挙は、 1919年以降は性、所得、社会資産、社会手当等による差別が撤廃さ

れており、 1979年以降は18歳以上の国民が選挙権を有しており、議員の任期は4年であ

る。 ③国会には政府による解散も議会による解散もなく任期途中で国民の審判を問うこと

は全くできない。 ④現行憲法は、 1814年5月17日に制定されたノルウェー王国基本法

KongerigetNorges Grundlovであり、国王は国家元首である。 ⑤国会はその議員の1/4をラー

グテイング1agtinget、残りの3/4をオーデルスティングodelstingetに指名し(基本法第73

条)、法案提案権はオーデルスティング議員と政府にあり、法案はまずオデルスティング

で審議される。立法に関してラーグスティングは主としてチェック機能を果たす。法律は

形式的には国王によって承認されるが、承認に関する国王の拒否権は1905年より後には

行使されていない。制定された法律は官報Norsklovtidendで公布される。 ⑥政府は、国会

において、政党または政党の組み合わせで各党が合意した時は、それにより組閣され、政

党間での政府形成交渉が不明確なときは議会の議長が政権形成を指導する。国王の役割は

承認だけである。 ⑦基本法では「行政権は国王にある」 (第3条)とされているが、現在で

はこの場合の「国王」の概念は、 「国王個人を指すものから議会の責任下にある政府を意

味する」ものへと変化して解されており、 「実際の政府の仕事への関与は、閣僚会議を主

宰すること、重要な政府決定について署名を通じて承認すること」である(注14)。

政府には内閣官房と重7省が置かれており、従来、教育は教会教育研究省KUFの所管事

項であっが、 2002年1月からは教会・宗教事項が文化教会省に移管され、教育は教育研

究省Utdannings- Og forskningsdepartementet (UFD)の所管になった。また初等中等教育を含む
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地方行政には、コムーネ・地域省Kommunal- Og regionaldepaIlementet (KRD)が関与する。

(2)学校制度法規・行政制度法規

法規及び教育関係に有力な出版社Cappelan Akademisk Forlagが編集発行した『学校法規

集1999-2000』が収録している主な学校法及び行政法は次のとおりである(注15)。

学校法Skolelover

①幼稚園に関する1995年5月5日の法律第19号(幼稚園法。前出)

②基礎学校及び後期中等教育に関する1998年7月17日の法律第61号(教育法)

Lov av 17. juli 1998 nr.61 om grumskolen og den vidaregaande oppla誼nga (oppl料ngsIova)

③教育法についての1999年6月28日の施行令第722号

④総合大学及び専門大学に関する1995年5月12日の法律第22号

⑤私立基礎学校及び後期中等教育を行なう私立学校への補助金に関する1985年6

月14日の法律第73号(私立学校法)

⑥私立専門大学に対する審査と国庫補助金に関する1986年7月11日の法律第53

号(私立専門大学法)

⑦学生の福祉に関する1996年6月28日の法律第54号

⑧成人教育に関する1976年5月28日の法律第35号

⑨民衆専門大学に関する1984年6月8日の法律第64号

行政法forva書tningslover

⑩行政の公共性に関する1970年6月19日の法律第69号

⑪コムーネ及び県に関する1992年9月22日の法律第107号(コムーネ法)

Lov av 25 september, 1992 nr.107 om kommuner og fylkeskommuner (kommuneloven)

⑫幼稚園及び学校等における環境保健福祉に関する1995年12月1日の政令第928号

⑬児童及び親に関する1981年4月8日の法律第7号(児童法)

⑭児童福祉サービスに関する1992年6月17日の法律第100号

上記で、 ③の「施行令」は当時の担当省:教会教育研究省KUFが定めた法規、 ⑫の

「政令」は内閣が定めた法規であるが原語で同じforskriftである。 forskriftは、 「行政法規

の中、公権力の行使の下に見られ、かつ、不特定数の私的な人又は集団に権利及び義務を

定めている決定についての指令」 (注16)と説明されている。

(3)学校教育行政の権限配分

学校教育行政責任は、大学・高等教育に関しては、主として前記(二)の(2)の④の法律

によって国が行政責任を担っている。幼稚園教育・幼児教育に関しては、同じく(2)の①

の幼稚園法によって国の機関では児童家庭省、地方ではコムーネが責任を負っている。

初等中等学校については教育行政、学校管理も含めて、前記の略称「教育法」 (1999年
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8月1日施行)がその基本を定めている。これは1994年に始められた後期中等教育改革

R紗rm 94及び97年に始められた義務制教育改革R少vrm97とそれらに伴う諸改革を集大成

した法律である。この法律は、公立学校及び実習企業おける基礎学校教育及び後期中等教

育を主たる対象とし、部分的には私立学校教育、家庭で行なわれる義務教育、コムーネ・

県が責任を負う成人教育も対象としている(同法§口)。その規定内容は次の章Kap圃

構成に見られるとおり初等中等教育の全般に亘っている(便宜上、章番号を○番号で示

す。)。

①目的と適用範囲　②基礎学校　③後期中等教育　④企業における後期中等教育

⑤児童、少年及び成人のための特殊教育　⑥サーメ語教育　⑦運送と宿泊　⑧授業

組織　⑨学校の運営、機能、設備、教材　⑩学校の職員　⑪学校の利用者参加組織

⑫企業における職業訓練と連携した機関　⑬コムーネ、県及び国の責務　⑭監督と

統制　⑮行政法の適用。通報義務⑩実施及び移行規定、他の法律の改正。

特にこの第13章(⑬)では、初等中等学校教育の行政責任区分は、基本的には、コムー

ネは、公立基礎学校教育と特殊教育援助、第7章に基づく基礎学校通学の権利保障、成人

の基礎学校教育、県は高等学校及び企業での後期中等教育刑務所における後期中等教育、

成人の後期中等教育、県福祉医療施設在籍生徒の基礎学校教育、特別な場合の公立基礎学

校教育、第7章に基づく高等学校教育を受ける通学・宿泊の権利保障、国は、コムーネ及

び県の行政責任の遂行に関する規則の制定又は個別訓令の発令、コムーネ及び県の出費へ

の補助金支出、とされている。なお、オスロ・コムーネはこの法律で県のものと定められ

ている権限を有し義務を負うとされている(§ 13-8)。

また、関連して、同軍では、成人教育については、国は全般的な責任、コムーネは成人

の基礎学校教育の責任(認可を受けた学習協会への委託可)、県は成人の後期中等教育の成

人教育の責任を負うこと、コムーネは児童bamと青少年ungeのための音楽及び文化学校

(広義)並びに第1-4学年の児童のための学童保育を提供すること、が定められている。  /

さらに、教育法第14章では、国の教育研究省が、教育法による活動に関する事項の助

言と指導を行い、コムーネ、県、私立学校設置者と協同し、教育法による活動を監督する

こと、教育法による活動の報告と評価に関する規則を定める得ることが規定されている。

なお、ノルウェー語のadministra寄onという語は、 「行政」 offentlig administraiionについて

も、又、学校の部局としてのadministrasjonという用例があるように、 「管理」 (の機能ない

しその部局)についても使われている。

(4)地方制度と行政権限

結局、オスロを例外として、初等中等教育行政は、原則的には、基礎学校はコムーネ、

後期中等教育としての高等学校及び企業内職業教育は県の所掌である。そして、その場合、

コムーネ法が一般法、教育法特にその第13、 14章が特殊法という関係にある。

一7-

〈「0〉



そこで、本節では、国との関係におけるコムーネ及び県の制度と権限を概観しておく。

ノルウェー全国は19の地域としてのfylkeから成り、各fylkeは県fylkeskommuneとして

‾定の自治的な政治決定及び行政権限を有する。例外としてOsIoとAkerushusの両fylke

は合一してアケルシュス県とされている。県はさらに全国435のコムーネに細分され

.(2000年)、各コムーネは同時に自治的政治行政体でもある。国は県及びコムーネに対し

て優越的権限を有し監督を行なうが、県とコムーネには行政上の上下関係はない。県及び

コムーネの活動の基準は、立法及び地方政府財政に関する国会の決定によって定められて

いる。

現在、国、県、コムーネへの行政権限の配分は、大略、次のようである(注17)。

【中央政府】高等教育及び総合大学、軍隊、国道網、鉄道、労働市場・訓練計画、裁

判所、警察、刑務所、外交、難民移民政策、国民保険計画、児童養護施設及び薬物

アルコール濫用者養護施設、専門的保健サービス、並びに、国立病院及びノルウェ

ー・ラディウム病院

【県】高等学校及び企業内実習を含む後期中等教育、高等学校レベルの成人教育、病

院、特別な保健サービス、児童養護施設、薬品及びアルコール濫用者養護施設、県

道、交通及び美術館。

【コムーネ】乳児園/幼稚園、児童福祉、小中学校教育、成人教育、公立図書館、基

本的保健サービス、福祉対象者財政支援、高齢者・障害者養護、消防、港湾、コム

ーネ道路、水道、下水、ゴミの収集処分、コムーネ内の土地の用途地域設定。

県、コムーネ組織の業務内容を経費支出の割合から見ると下表のようになる。

表1　コミューネ、県の運営費支出の主要項目別割合1998年。数値は%。

項　　　　　　　　目 �コミューネ �県 

保健及び福祉サービス �37 �59 

教育 �32 �23 

行政及び調整費 �14 �6 

文化及び教会 �4 �2 

住宅、商業及び工業並びに環境措置 �4 �2 

交通 �2 �8 

都市計画及び技術サービス �7 

合計 �100 �100 

資料源: KRD∴7催maln f/nCIIOnS Q/co〃n少肋nJC/paIIIIeS 。nd肋nIC/paIIIIeS Jn No川の/ October 2000,

http‥//odin.dep.no他d/engelsk/publ/veiledninger/ (2002 02.23) ,参照。
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次に、以上に関する平易な説明であり、教科書を紹介しておく教育学的意義もあると思

われるので、基礎学校第8学年用のある社会科教科書『社会科8』からの引用を示す。

国会はコムーネの仕事内容を定める

県は県道を造るが、国道は造らない。これは国がすることである。コムーネは基
’.礎学校を造り、県は高等学校を造り、国は総合大学および専門大学を造る。国は至

’る所に見られる。国の職員である人たちがコムーネの中で働いている。保安税務宮

中Smem ※と警官、福祉事務所trygdekontoret、労働事務所arbeitskontoret及び税務署

1ikningskontoretの職員はすべて国の仕事をしている。

法律をつくるのは国である。国道が造られるべきかか否かを決定するのは国であ

って室のコムーネでもないことは、国会で決められる。現在では国会がつくった計

画及び建設法ができている。これはコムーネに例えば新しい国道あるいは新しい産

業施設の建設を止める権限を与えている。国会は、コムーネに暮らしのために設定

すべき義務を負わせる新しい法律を絶えず決定する。国会は、どれくらい多くのお

金一移行金overf証ingerをコムーネが国から得るべきかをも定める。それゆえ国は、

コムーネが何の仕事をすべきかについて強い影響力を持っている(注18)。

なお、上記文中※印のレンスマン1emsmamは地方のコミューネで秩序を維持し税を徴

収するノルウェーの行政官である(注19)。。

さて、ノルウェーのコムーネは長い伝統を有し1837年のformannskap法によってコム‾

ネの自治kommunale selvstyretを伴って導入された基礎的地方自治体であるo fomannskapと

いうのは、本稿ではその機能を考えて「コムーネ執行委員会」と訳すが、 「コムーネにお

ける同僚的collegialな政治組織であり、 1896年以来fomannskap委員はコムーネ議会の議

員によってその中から選ばれている」 (注20)という。これに対して広域圏印keの地方政

治行政においては、 「1976年になってようやく直接選挙システムが導入された」 (注21)。

現在は、 93年1月から施行されコムーネ法によって地方自治制度の基本が定められて/

いる。そのうち教育行政に関わる要点部分をまとめると次のとおりである。

①コムーネ及び県は、その活動のための計画planを作らなければならない。県計画

は、国、その県、その県内のコムーネの活動を調整するものでなければならない

(§5)。

②コムーネ議会kommunestyret及び県議会fylkestingetは、コムーネ及び県の最高の機

関organerである。当該議会は、法規又は権限委任決定による他の決まりのない限

り、コムーネ又は県に代わって決定を行なう(§ 6)。

③議会は、それぞれ5名以上のコムーネ執行委員会fomannskap、県執行委員会

fylkesutvalgを当該議会議員の中から選ぶ(任期4年) (議会執行制parlamentarisk

styrefomを採用するコムーネ、県の場合は異なるが説明省略)oその選挙は、 l名

以上の議員から要求がある場合は比例代表制、それ以外は多数決で行なわれる。コ
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ムーネ執行委員会及び県執行委員会は、経済計画、年間財政及び税決定の提案を扱

う。その他については、コムーネ議会及び県議会がコムーネ執行委員会及び県執行

委員会の活動分野を定める。コムーネ執行委員会及び県執行委員会は、法による別

の定めのないすべての事項について決定権限を与えられることができる(以上、 §

8)。

④コムーネ議会、県議会は、執行委員の中からコムーネ議長Ordforer、県議長

Fylkesordforer及び副議長Varaordforerを選ぶ。それぞれの議長は、その議会を主宰

し、コムーネ又は県を代表する。議長は、原則問題を含まない個別事項あるいは諸

類型の業務について議会から決定権限を与えられることができる(§ 9)。

⑤コムーネ議会、県議会は、当該自治体及びその部分的活動のため、コムーネ、県の

常設委員会faste utvalgを設置することができる。議会は、常設委員会の活動領域を

定め、法規に反しない範囲であらゆる決定権限を与えることができ、委員及びその

中から委員長・副委員長を選任する。その委員は3名以上でなければならない。常

設委員会は、そのその委員長又は、作業委員会arbeidsutvalgに個別の問題又は原則

問題を含まない事項の諸型について決定を下す権限を与えることができる(§ 10)。

⑥コムーネ議会及び県議会は、当該コムーネ、県の行政長administra寸ons寸vfを任命し

なければならない(§　22)。行政長は、当該自治体の最高行政職員である(§　23)。

(三)　コムーネの政治行政・教育行政

ノルウェーの場合、地方自治に関しては県よりもコムーネが基本になっており、教育に

おける地方自治の原則を重視すると、コムーネの制度から述べるのが適切と考えられる。

(l)　コムーネの政治・行政組織

まず、前と同じ理由で前記の教科書『社会科8』の説明と図を引用する(注22)。

①コムーネとはなにか(社会科教科書記述)

コムーネは、 /oka/ demob・atiである。 demひ亙a/iは、 〈 folkestyre )を意味する(星型坐_

はくfolk妙を意味し、亙ez4_はくStyre )を意味する。)。 Iokaldemokratiは、コムーネの住

民が彼らに関する事項と共にあっていくらか決めることができることを含んでいる。

コムーネはまたadninistrasionでもある。 adninislrasionという言葉を私たちは,コム

ーネにおける管理Iedelse及び管理のための常勤職員fast ansattについて使う。行政

adm血stra句onenの長は行政長(ロードマン)radmamと呼ばれる。

コムーネ行政は、部分に分割されており、部分はそれぞれの職務を有している。こ

れらの部分は、また部etatまたは局sektorと呼ばれる。
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上記引用で、本稿で下線を付した部分のノルウェー語、斜字、のは原文のまま残した

教科書の感じを活かすためと、やや説明を要するという理由による。

以上について若干補足・説明すると、ノルウェー語のlokalは英語の「local」、 folkは、

この場合、英語の「nation又はpeople」、 Styreは「統治」の意味である。

文中及び図中のranmannは、 r紬が英語のadvice、 COunSe上mannが英語のmanに当たり、

・「助役」と訳している例もある。実際には従来からのこの名称が広く使われているが、コ

ムーネ法では専らadministragivns$efという語で規定している(前記§ 22)。本稿では特に必

要のない限りr的mann、 administra$ons*fをともに「行政長」と訳しておく。

教育部長Skole垂fまたはこれに類する職とその部局については後述する。

図1　あるコミューネの行政機構

Administraミjon i en kommune

②コムーネ政治家(社会科教科書記述)

コムーネ議会加mmmesfyret　はコムーネにおける最高機関である。コムーネの政

治を決定するのはコムーネ議会の議員である。行政機関の職員はコムーネ議会のた

めに事案sakerを準備し、コムーネ議会が定めたことを遂行しなければならない。
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コムーネ議会選挙で4年毎に住民はコムーネ議会に席を占める人を選ぶ。新年に

満18歳の人はすべて投票権を有する。

コムーネ議会の議員であることは政治的職務pol硫k vervである。このような職

は次の選挙で失うことがあり得る。

コムーネ議会は議長ora拘rerenを選ぶ。議長はコムーネの指導的政治家でありコ

ムーネ議会の会議を指導し、コムーネの代表である。議長は執行委員会

わmanmkc砂etとともにコムーネ議会の会議を準備する。執行委員会の構成員は、コ

ムーネ議会の構成員の中から選ばれる。執行委員会は、定められた事項の範囲内で、

及び、コムーネ議会を招集する時間がないとき、決定することもできる。

コムーネ議会議員は様々な主要委員会hoved痢a[g臆臆臆の委員になる。主要委員会は

コムーネ行政機関が準備した事項を処理するが、彼らが重要と考える事項を取り上

げることもできる。

コムーネがどのような主要委員会を有するかを決めるのはコムーネ議会である。

選挙が行われた時、新コムーネ議会が必要と考えるなら新しい主要委員会を設置す

ることができる。政治家はコムーネの多くの他の会議や委員会の委員になる。

図2　コミューネの政治指導部

Den politiske ledelsen i en kommune
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以上の説明及び図に関して若干説明しておく。

まず、主要委員会hovedutvalgについては、コムーネ法にこれに関する直接的規定は無

いoコムーネ法では「常設委員会」 faste utvalgに関する次の規定がある。実際に数ヶ所調

査聞き取りを行なったコムーネや県で示された組織図にhovedutvalgはいつもあったが

fasteutvalgの文字は無かったo 「主要委員会」はおそらく法的には常設委員会と解される。

§ 10.常設委員会Faste utvalg,委員会Komiter.

1・コムーネ議会及び県議会は、自らコムーネ若しくは県の目的のため、又はコムー

ネ及び県の活動の部分のためにコムーネ及び県の常設委員会を設置することができ

る。この常設委員会の委員は、 3名未満であってはならない。

2・コムーネ議会及び県議会は、自ら常設委員会の活動領域を定める。この委員会は

法富こよって別に定められていないあらゆる決定をする権限を与えられ得る。

3・コムーネ議会及び県議会は、自らその委員並びに委員の中から委員長及び副委員

長を選任する。

4・常設委員会は、コムーネ議会又は県議会によって別に定められていないところで、

その委員長又は作業委員会arbeidsutvalgに個別の問題又は原則問題を含まない事項

の諸型について決定を下す権限を与えることができる。　(5.以下略)

なお、 「統制委員会」 kontrolle utvalgは、コムーネ議会及び県議会が「コムーネ及び県の

管理を継続的に監督する責任を負う」ために設置することがコムーネ法§　60で義務づけ

られている内部監督組織であり、コムーネ議会及び県議会が選任する。コムーネ及び県の

常設委員会委員等一定の政治決定責任者及びコムーネ、県の職員は選ばれない。

③コミューネの収入及び支出Komrnunens imtekter og utgifter(社会科教科書記述)

コミューネの財政の中で、私たちはコミューネがどこからその収入を得るかを知

ることができる。主要な収入は次のようである。

コミューネ税kommuneskatten　住民が自己の収入から支払う。

コミューネの使用料kommunale avgiften　住民が修復、水、下水道サービス、煙突

の清掃のために支払わなければならない。

自己負担　幼稚園、ホーム・ヘルプ等、住民が利用するコミューネ・サービス

企業収入　電気事業、映画館、バス・市電等、コミューネ所有の企業からの収入

移入金overforinger　コミューネが国から得る金を意味する。」

次に、教科書はベルゲン・コミューネの歳入歳出例を円グラフで示している。表2はそ

れを表にしたものである。ただ、全国435のコミューネの半数以上は人口5千人以下、人

口5万人以上のコミューネは全国で8つのノルウェーでOsloに次ぐ人口約23万の国際都

市Bergenの例がどの程度一般的かは、なお考察を要する。
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表2　ベルゲン・コミューネの1995年歳入歳出

歳　　　入 �% �歳　　出 �% 

税収 �4　6 �保健福祉サービス �4　5 

国のからの補助金/医療費還付金 �2　9 �学校 �3　0 

販売及び貸し付け収入 �17 �余暇、文化及び教会 �7 

企業収入 �3 �技術開発 �6 

その他の収入 �5 �産業及び交通 �5 

総計 �10　0 �中央行政 �4 

8 ��市街地開発 �3 

10　0 

(2)　コムーネの教育行政

さて、コムーネの教育行政は、例えば前記図2の「学校主要委員会」 Hovedutvalg for

skoleなどの政治的決定組織、及び、例えば上記図1の教育長skoleijef部局で行なわれる。

しかし、教育行政だけを担当する主要委員会を設置することがどのコムーネにも義務づ

けられているのではなく、したがって、教育行政を担当する委員会の名称も様々である。

コムーネ法によれば、コムーネ議会及び県議会は自らのコムーネ及び県にどのような政治

組織、行政組織を設けるかについて広い裁量権を有する。ヒアリングによれば、コムーネ

及び県に法的設置義務がある常設委員会は、執行委員会の他はkontro=utvalgとコムーネ及

び県のplanを作成する委員会だけであり、後者はいずれかの常設委員会がplan作成を担

当することが定められておれば名称も他の権限分野の兼任も自由と言うことであった。

ハルテンHaIdenコムーネ

1999年9月　7日に訪ねたハルデンというコムーネの例を挙げる。この市はノルウェー

南部海岸のスウェーデン国境近くの⑦stofbld県にあり人口約26000人である。

市の教育に係る政治決定組織としては、 49名で構成される市議会の下に「教育児童少

年委員会」 Hoved utvalg for undervisnig og oppvekstが設けられている。この委員会の構成員

は7名。委員長は給料を貰い、他の6人は他に仕事をもっており会議に出る毎に手当を貰

う。 7人に決定権がある合議制であり、任期は市議会と同じ4年間。この委員会が教職員

の労働組合代表や父母代表等を必要に応じて招集しオープンな会議を行なう。傍聴は自由。

教育行政関係担当市職員は、教育長skole?ief、学校視学兼次長skoleinspektor/nestleder　`

教授担当次長pedagogiskveileder,特殊教育担当、幼稚園アドバイザー、事務員の6名であるo

教育長を含む3人の教育行政担当者からの聞き取り内容の一端は次のようである。

主要委員会や学校委員会では、教育内容ではテーマ学習・プロジェクト学習、コンピュ

ーター導入授業の進め方などが議題になっている。同市では学校の一般教員の採用は、公

募への応募者の中から上記主要委員会の政治家、教職員組合の代表、校長の3名が決定す

る(他コムーネでは別であり得る。 )。 97年改革で教科書(生徒に無償貸与)が新しくなっ
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たので費用がかかる。ムスリムの背景をもった生徒が市で70へ100人くらいいる。この

子たちは「キリスト教知識・宗教・道徳」科目(概ね週当たり2コマ)のキリスト教に係る

内容の時は出席しなくてもよい。代替授業はしておらず運動場で遊んでいる。市の中学生

の95 %は概ね第1志望の高校学科に進学している。希望どおりにならない生徒の調整は

県の仕事である。ハルデン市には3つの中学校がある。国は毎年全国の中学校に対して国

は各学校毎に英語、数学、ノルウェー語の中から1科目を選んで全生徒に課す筆記試験(1

日　6時間)を行なっている。その際、市は社会科、理科、キリスト教知識・宗教道徳の3

科目の口頭試問試験を行っている。

クラブK!鍵buコムーネ

2000年9月6日、トロンハイム近郊のクラブというコムーネの庁舎を訪問した。

議会議長Ordfahrer av KIzebu kommuneであるイヴァル・シャイ氏Ivar Skeiから受けた説

明のうち、既述の制度記述と重複する事項のいくつかを省いて述べると次のようである。

自分は、現在で議長10年目である。

kontroll utvalgetの仕事は、 ①行政機関のきまりどおりの行政の執行、及び②行政

機関の予算どおりの財政執行を管理することである。例えば昨年は、 ①訪問ケアの

プロジェクトの実行状況の質と財政面を調べた。また、 ②もう一つは、市の購入の

合理性を監察した。

kontrol utvalget任命の基準であるが、法律による基準としては、他の行政機関の

役員、委員であってはいけないというのがある(。 )。実際は慣例によって政党の勢

力関係に応じている。これは他の委員会も同様。 (その他、省略したが議長は既述

のコムーネ法規定の説明を的確丁寧に説明してくれた。 )。また、 k.u.には経験豊か

な人がなっている。

この町ではutvalgetforp plan oggkonomiが町政執行部である。 (この町の議会の常

設委員会で?)法で設置が定められているのは、 utValgforp.ogokomomiだけである。/

執行委員会の委員は、、議会の政党議員数に比例した政党人数で選んでいる

議会の委員会は、多くの議員はどれかの委員会の委員をしているが、委員会の委

員には議員以外の委員もいる。

(「多数派の横暴を抑制する仕組みは?」との質問に対して)

80年代半ばまでは左右が対立し多数派が支配していた。それ以降、左右を超え

る連合が成り立った。

Radmannenは町行政のトップであり、任命は、候補者の中からコムーネ議会が行

っている。

fylkesmannの設置は、 1918年の(departmentの? )設置法に基づいているfylkesmam

は、国の官吏であって、 ①環境問題、 ②事故・戦争の災害への対応、 ③保健・社会

問題(幼稚園を含む)、 ④予算の承認(kommune、 fylkeskommuneの予算の承認)に関与
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しているが、学校教育には関与していない。予算の承認は毎年であり、 3年ごとに

予算をチェックする。

クラブ・コムーネでは、前日、学校教育主事アフ・ピョン・スチェルン氏からも説明を受

けたo (As匝rn Sbem、 Fagleder skolesektor av Klaebu kommune i Sqr-Trqndelag) 。

’　スチェルン氏は元中学校の教員、 1972年から教頭inspektqr、 81年から15年間校長をし、

・ 96年12月、責任が重く労働時間が長い校長職を辞して現職に就いた。青少年・学校教育

部長Oppvekst$efオーレフォランドOle Foland氏の下で仕事をしている。 Klaebuは、現在人

口約4900の町。 12月には5000に達する見込みである。かつて精神障害者施設があったと

ころを今は成人教育センターとして機能させている。そこで精神障害者のための教育と移

民のためのノルウェー語教育を行っている。移民はボスニアからの難民で、多いときは

30元、たが、今はトロンハイム、オス。に移り、何人かはボスニアに戻つたという。 (こ

の町のSqrborgen小学校を見学した。)

(3)　コムーネにおける子ども参加

既に何回か用いてきた同じ社会科教科書から、さらに3つ、ノルウェーにおける子ども

の権利尊重精神を表していると思われる記述を訳出して示しておく(注23)。

①子どもと若者は一緒にいて計画するべきである

Bam og unge skal v耕e med og planlegge (s.106一)

計画一建設法plan- Og bygningsIovenは、計画に関わりのあるすべての人が計画に

加わり影響を与えるべきことを求めている。これは新聞で知らせるだけで充分では

ない。計画は、みんなが計画作成に加わることができるよう活発な情報活動を指導

しなければならない。

子どもbamと1 8歳以下の若者ungeは投票権をもっていない。例え子どもの親

が投票権と政策をもっているとしても、子どもと若者が政策を聞いてもらうのは難

しいことがあり得る。それゆえ国会はコミューネの計画作成に子どもと若者が関与

するよう保障することに大きな重点を置いた。

建設委員会には子ども代弁人ba′ne/akyerson(children's spokesman)が席を占めてい

る。これは子どもの利益を守る人である。特に、この人は当然にコミューネの職員

であって、子どもと若者についての「専門家」である。

大人が政治選挙で子どもと若者のために話すだけでは充分ではない。政治家と計

画作成者は子どもと若者に計画作成に参加する機会を与え、また、若者の願望と考

えoppfatning(conceptoin, PerCePtion, interpretation)を記録しなければならない。子ども

と若者を会話に入れる一つの方法は、子どもと若者からの聴聞hqring(hearing)を設

定することである。聴聞は、彼らを関わらせることであり、事柄について自分を表

現してもらうことである。これは文書でまたは会合で行なわれ得る。聴聞会は、討

-16-
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論会debattmqter(debate meeting)ではなく、情報を集めるための会である。いくつか

のコミューネは、子どもと若者委員会をももっている。

計画作成者及び政治家はいつも子どもと若者の要求に自分を向けているのではな

いoそのことは、勿論、公式には正しいha se-v飢gelig myndighetene rett til(have

. self塙llowingly an authoritative right) o (-S.107).

②オスデポルの若者委貴会Ungdomsr・d i Austevo=(s.106。囲み記事)

オステボルのコミューネ議会(政府)kommunestyreは木曜日、コミューネに独自

の若者議会を設立することに関する提案を取り扱う。

学校管理部は、コミューネの若者が政治決定に影響を及ぼすもっと多くの水路が

既にあるので、この会議のような提案をすることが正しいかどうか疑わしいとして

いる。オーシルド・ダーレン(SV sosialistisk venstreparti社会主義左党)は、教育文化

委員会において一つの提案をする。それは採択される。この提案の中で委員会が若

者委員会の契約を勧告すると言われている。若者委員会は中学校及び漁業専門学校

の生徒委員会からのここへの代表を委員にする。この委員会は今、生徒委員会が行

なっているのと同じ方法で仕事をする。 (ベルゲン新聞1996年5月22日)

③チョーメの子ども道

ヴェストフォルのチョーメ・コミューネでは、小学生が、遊んだり出かけたりサ

イクリングその他の活動をした時に何処で休憩したかを地図の上に示す課題を与え

られた。彼らはどの道が危険だったかも示すことにされていた。子どもたちの記録

は、一つの地図に集められ示された。自然保護の権威や計画作成者が、けもの道を

記録し配慮するのと同じやり方で、このような地図を伴う計画を作成する人は「子

ども道」を配慮する。

(四)県の政治行政・教育行政

(l)教科書の説明と政治・行政組織図

これに関しても、標準的基本的な説明として同じ社会科教科書の説明と県の政治指導部

・行政機構組織図を示しておく(注24)。

県fylkeskommunen

県は、その全県域hele fylketに共通であり、各コミューネには大きすぎる課題を

解決する。このことは特に高等学校、病院、保健業務、大きな道路開発、計画作定

Planlegging、食料生活の増進及び文化に当てはまる。

県は、県議会fyk/estingに管理される。県議会の議員は、県の住民から4年

間の任期で選ばれる。現代では、コミューネ議会の議員に投票することが生じる。
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図3　ムーレ・オ・ロムスタール県の政治・行政

Politisk og administrativ ledelse i Mβre Og Romsdal fylkeskommune

政治指導部politisk ledelse 行政機関administra竜on

原注)ムーレ・オグ・ロムスダール・コミューネには　37人の議員がいて7つの各委員会に分属す

る。行政機関には約200人の常勤職員がいる。図は彼らがどういう仕事をしているかを示す。
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県議会はそんなに多く会議をしない。ブスケルーでは、例えば年に約4回、会議を

するo県議会で政党はその指導的政治家を県執行委員会か/kesutuyalgetに選

ぶ。これは、コミューネの執行委員会に相当する。県執行委員会は、より細かい事

項を決定し、県議会よりも多くの会議をする。県議会議長は、県の最高の政治家で

あり、県議会の長である。

コミューネと全く同じように県は一つの行政及び一つの政治指導部の中で分割さ

れている。私たちが何かに関して尋ねるとき、私たちが会うのは県の職員である。

県には、例えば病院で働いている人や高等学校の教員など多くの職員がいる。例

えば、ムーレ・オグ・ロムスダール県では1996年に約9000人の職員がいた。

(2㌢ゥストフォル県の教育行政組織

次に、前述のハルデン市を含むウストフォル県のstfold fy′lkeskommuneについて述べる。

この県は、サルブスボルS叩Sborg市所在の県庁提供資料によれば、人口約24万人、県

内には人口1万以上の市5つを含む18のコムーネがあるが、面積は県では2番目に狭い

4140平方kmである。主たる産業は農業、林業、工業であり、スウェーデンに通じる2つ

の国道が通っており、 「ヨーロッパへの門」である。県の行政実務的課題は、病院、保健

福祉施設、歯科保健、高等学校及び企業における後期中等教育、地域政治的課題は文化的

イニシャテイブ、環境保護、交通・コミュニケーション、産業開発、地域計画である。県

は約100の部局、施設、学校に約6000人の従業員、精神病院1つを含む6つの病院と小

規模保健施設、合計11.000定員の13の高等学校と1民衆高等学校(成人向け社会教育施

設)、およそ45の歯科診療所、薬局、県立図書館、約1000kmの県道に責任を有している。

図4は同県提供の政治、行政面組織図を合わせたものである。

県議会は、別の県の例では年4回開催される程度である(同前)。常時政務に当たるのは

執行委員会fylkestingetであり、ウストフォルでは13人の委員が月例会議を行なっている。/

県行政長fylkesr袖mamen以下の行政機関は議会及びその委員会に責任を負う。政治組織図

左側の「行政委員会」には3人の政治家(議員)が入っている。ノルウェー語ではutvalget

とkomiteenと呼称の別がある6つの委員会がある。

この図の「行政委員会」に類する委員会は、前記のモーレ・オ・ロムスダルMqre og

Romsdal県の組織図では見られないず、執行委員会は一段上位に位置づけられた。。

ウストフォル県の教育委員会Utdamingskomiteenは9人の政治家で構成されている。

県の予算は、 31億ノルウェー・クローネ≒400億円である(1NOK≒13円として)。

行政組織の教育部は職員26人であり、 12の県立高等学校と民衆高等学校folkeshqykole

他の成人社会教育を所管している。主要業務は高校への生徒の入学・学習、企業での後期

中等教育職業実習、入学時卒業時の試験、それらの条件整備及び人事であり、毎週月曜午
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前中、定例全職員会議をしている。当県の教員は、高校長rektorは県執行委員会、副校長

.教頭又は主任に類するinspektqrは県行政委員会、一般教員は各学校のskoleutvalgetが採

用する。

図4　ウストフォル県政治行政組織図

Ordforer (オールフォーレル　知事　chairman)

県政機関

行政委員会

administra?j ons-

utvalget

恒「恒三」

二三二二
†　　　　　　「

.　　　　13人(執行部)月例会議を行なう

3人の政治家が入っている。

(3)スル・トロンデラグ県の政治行政・教育行政

もう-つ、先に触れたスル・トロンデラグSqr-Trqndelag県の例を述べておく。

この県は、地理的にはノルウェー中部西海岸側にあり人口約26万、県庁はノルウェー

第3の都市Tronheim(人口約15万)にあり、 2000年9月8日に訪問した。以下の叙述は教

育長Direktor av diviiion for utdanningから受けた説明による。高校教職員、病院の医者、看
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図5　スル・トロンデラグ県組織図
Sor-Tronde!ag fylkeskommune, ORGANISASJONSKART。

1996年以来の組織図

2000年9月現在も同じ。

Politiskniva　政治レベル　　　　　　　県議会
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(五)学校管理への生徒参加・父母参加

(1)学校の利用者参加組織に関する教育法の規定

特に学校管理に関しては、教育法第11章で、基礎学校に協同委員会Samarbeid鋤tyal.

生和平議会Efevrdd、学級評議会肋sserdd、父母評議会凡y。伽rdd ,高等学校に学校委員

会捌ale初al、生徒会Elevrdd及び生徒総会a〃mqteを設置するとしていることが重要である。

これらを通じて生徒、父母は直接間接に学校管理に参加することになる。学級レベルの会

議まで法規で設置を定めているのは諸国の中でも稀と思われる。やや長くなるが、 § 11_8、

§ 1l-9を除いてこの事の条文を記しておく(§ 11-8、一9については後に触れる。 )。

第11章　学校の利用者参加組織Organ fbr brukamedverknad i skolen

§ 11-1基礎学校の協同委員会

それぞれの基礎学校には、教員代表2名、その他の職員代表1名、父母評議会代

表2名、生徒代表2名、コムーネ代表2名による協同委員会を置く。コムーネ代表

の内の1名はその学校の校長とする。生徒代表は、事項が法律又は規則による秘密

に属するときには出席してはならない。

コムーネが協同委員会に行政上の職務を委任するときには、コムーネは協同委員

会にさらに代表を加えることができる。コムーネは、協同委員会をコムーネ法第

11節に定める学校の理事会styre for skolenに指定することができる。コムーネが協

同委員会以外のものを学校理事会に指定するときは、 2名以上の父母評議会代表が

理事会の議席を有する。生徒、職員、父母のいずれの集団も単独で理事会の多数を

占めてはならない。校長は、会議に出席し、話し、提案する権限を有する。

コムーネは、基礎学校とコムーネ立幼稚園の連絡協同委員会を設置することがで

きる。同意によって私立幼稚園とコムーネ学校との連絡協定を作ることができる。

委員会には、学校の生徒代表2名、教員代表1名、他の職員代表1名、幼稚園代表

2名、学校の父母評議会代表2名、幼稚園の父母評議会代表2名が含まれなければ

ならない。第1項及び第3項によるコムーネの代表に加えて、幼稚園の所有者は2

名の委員を任命することができる。

§ 11輸2　基礎学校の生徒評議会

各々の基礎学校に各学級1名の代表による第5-7学年の生徒評議会elevradを1

つ、第8」10学年の生徒評議会を1つ置く。代表は秋期始業の第3週に選ばれる。

その学校の教員1名が職務として生徒評議会活動を援助する。生徒評議会担当教

員は生徒評議会の会議に出席し発言する権限を有する。

生徒評議会会長Ieiaren for elevradetは、生徒評議会担当教員と相談して生徒評議

会の会議を招集することができる。生徒評議会は、その構成員の三分の喜一又は校長
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が要求するときはいつでも招集される。

生徒評議会は、学校の生徒の共通の利益を増進し良好な学習環境・学校環境をつ

くるために働く。生徒評議会は又、生徒の地域的環境に関する事項について意見を

表明し提案をすることができる。

§ 11-3　基礎学校の学級評議会

基礎学校の各学級にその全生徒で構成する学級評議会を置く。学級担任学級教員

は、学級評議会の活動について学級を支援する。学級担任は学級評議会の会議に出

席し発言する権限を有する。

学級評議会は学級の生徒の利益を増進し教員及び父母と協同して学級の良好な環

華をつくるために活動する。学級評議会は生徒評議会から得る事項に関して発言す
る。

§ 11-4　基礎学校の父母評議会

各基礎学校に、その学校の生徒の親全員を構成員とする父母評議会foreldre-　r在d

を置く。

父母評議会は、父母の共通の利益を増進し、生徒及び父母が良好な学校の環境を

つくることに積極的に参加することを確保するよう援助する。父母評議会は、学校

と家庭の連帯の雰囲気を増進し、生徒の福祉と積極的発達の基礎をつくり、学校。

地域共同体間の交流を形成するために働く。

父母評議会は執行委員会arbeitsutvalを選ぶ。執行委員会は、協同委員会のための

2人の代表とその補欠〔複数〕を選ぶ。執行委員会の長Ieiarenは、この代表の中の

1人でなければならない。

§ 11-5　高等学校の学校委員会

各高等学校に職員及び県の代表並びに生徒評議会によって選出された2名の代表

で構成される学校委員会を置く。校長は、県の代表でなければならない。

委員会は当該学校に関するあらゆる事項について意見を表明する権限を有する。

県は、学校委員会をコムーネ法第11節の定める学校の理事会styre for skolenと定

めることができる。県が委員会以外の学校理事会を定める場合は、 2名以上の生徒

評議会代表が理事会に席を有しなければならない。生徒評議会代表の集団、職員代

表の集団のいずれも単独で理事会議席の多数を有することがあってはならない。

校長は、出席し話し提言する権限を有する。

§ 11-6　高等学校における生徒評議会及び生徒総会

各高等学校に生徒20人に1人づっ以上の構成員で構成される生徒評議会をおく。

生徒評議会は無記名投票用紙で選出される,

とりわけ生徒評議会は、生徒の学習環境、勉学条件及び福祉的利益を改善するた

めに働く。
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生徒評議会又は生徒の五分の一が要求するときは、学校の生徒全員を対象とする

生徒総会が行なわれる。学校の生徒の過半数が出席し投票するとき、生徒評議会は、

招集に掛けられた事項に関する生徒総会の決定に拘束される。

§ 11-7　共通規定

’　§ 11-1から§ 11-6による評議会及び委員会は、その長、次長nestleiarを選ぶ。

それらは書記sekret83rをも選ぶ。

なお、上記§ 11-5にいう「コムーネ法第11節」の規定は、次のとおりである。

コムーネ法§ 11企業、施設等の理事会等Styre for bedrift, institusjon o.1.

1.コムーネ議会及び県議会は、自らコムーネ又は県の企業、施設等の固有の理事

等get styretsを設立することができるoこれらの理事会は少なくとも3人の構成
員を有しなければならない。

2.コムーネ議会及び県議会は、それらの理事会の構成について自ら定める。理事

会は全体的又は部分的に行政長から任命され又は関係企業もしくは施設の職員の

中からあるいは施設の利用者から選ばれなければならないと定めることができる。

これらの措置で任命されない又は選ばれない構成員は、コムーネ議会又は県議会

から選ばれる。

3.このような理事会のいくつかは、活動の運営及び組織に関する決定に適合する

権限を委任されることができる。

( 「4.」は省略一引用者)

(2)基礎学校の協同安貞会

前述のハルテンでは、教育長によれば各学校に「決定機関」としてskole utvalgが置か

れている。その構成は教育児童少年委員会から選ばれた政治家1名、校長1名、学校職員

代表2名、父母代表2名、生徒代表1名の7名である(法定の学校の協同委員会と構成が

若干異なるが聞き取りのママ)。生徒会代表は、秘密会では出席させられないこともある。

99年9月7日訪問した同市立ストゥルーぺ中学校StrupeUngdomusskoleは、生徒数290人、

第8-10学年の全校で11クラス。教員は常勤33人と3人の補助教員。問題を起こす子が5

人くらいいる。協同委員会には生徒代表から「換気が悪い。空調設備を改善して欲しい」

(冬が長いので重大)、 「学校の食堂でアイスクリーム、炭酸水、ヨーグルトも売って欲し

い」等の要求が出された。後者に関しては、学校には生徒3人、教員2人による食堂委員

会が設けられ、今は生徒4人が食堂の運営に当たり、生徒が仕入れて売っている。

協同委員会とは別に、学校では毎週1回、管理職と全教員参加の会議をしている。予算、

勤務時間の問題も扱う。なお、教員の給料は基本的には教員組合の全国連合会と省の交渉

で教員の受けた教育、勤務年数に応じて基本が定められるという。

なお、この県で義務教育の学校教員を対象として「いじめ」と「からかい」について研

修会がもたれた。この中学校でも問題行動を起こす生徒が5名くらいいるという。また、
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授業理解を含む学習上の問題に関しては、学校は必要ならばコムーネに教育学心理学セン

ターPedagogisk-PSykologisk tenesteの協力と援助を受ける。このセンターは、教育法§　5-1

に定める「通常の教育から充分に利益を受けない生徒又は受けることができない生徒」の

「特殊教育を受ける権利」を保障する仕組みの一つであって、各県、コムーネに設置が義

.務づけられており、  「特別の必要を有する生徒のための教育の適応性を改善するために

組織の開発及び専門的知識の開発について学校の仕事を援助する」。

(3)高等学校管理への生徒参加

高等学校管理への生徒参加については、法的には、既述のとおり、教育法の§ 11-5　高

等学撃の学校委員会以下に詳細に規定されている。

ウストフォル県の場合、既述の教育部での聞き取り(1999年9月　6　日)によれば、こ

の県の高等学校の学校委員会skoleutvalgetの構成は次のようである。

委員8名 4名　学校の管理職

.rektor(校長)　県の代表でもある。校長の投票権は2票である

・ inspektqr(副校長乃至主任。各学校に3-6)のうちの3名

2名　教職員組合代表

2名　生徒会代表

なお、この委員会は学校・県の現場では、しばしばsamarbeidsutvalget 「協同委員会」と

呼び慣わされている既述のように、この県の学校委員会は、当該学校の一般教員も選任す

るのであるからその権限は大きく、生徒代表の責任も大きい。

もっとも、上の委員会構成や、インスペクターが笑いながら「校長が2票もっている」

と言っていたことからすれば、事柄は相当に管理職主導で決められそうでもある。

ノルウェー政府が法的保障だけでなく高校生の自治的活動と教育内容・方法を含む学校

管理への生徒参加を実質的に促進しようとしていることは、国立教材センターが発行した

英文A4判全48頁に亘る高校生活・学級活動・生徒会活動のガイドブック′′The G!lidG"　を

読むと充分に知ることができる(注25)。

過去10校くらいの訪問見聞では、高校生とその代表が憲法記念日の祝賀行事や学校行

事、国政選挙前の模擬投票、いじめや麻薬追放に積極的に参加している様子、生徒代表と

教員が総じて好ましい関係にあることは折々に感じられた。しかし、それ以上に、学校の

生活規律内規や教務規定、教育内容、方法に関する学校管理への生徒参加がどのような効

果を挙げているかの把握は殆ど全く今後の課題であると述べておくに止めざるを得ない。
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(六)企業における職業教育実習

企業内での職業教育制度への実習生代表参加も基本的には今後の課題である。

それ以上に、企業内教育実習の実態把握が基本的な課題であるが、企業内教育実習現場

へ?訪問・見学・聴き取りは実現できていないが、今となって省みると、意図したものの、

それによって有効な知見を得るには、職業教育実習についての相応の予備知識が必要だっ

たのであり、拙速に訪問しさえすれば良いものでもなかったと思われる。

しかし、公教育としての企業内職業教育は、ノルウェー教育の特色を成すものであり、

スル・トロンデラグ県の企業内職業実習について、 2000年9月8目上ロンハイムの事務

所で同県曾職業実習部(職業教育委員会事務局)次長から説明していただいたことは、今後

これについての研究を進める上での貴重な情報であると考える。そこで本節で、企業にお

ける職業実習に関する法の定め、並びに、企業における職業実習に関するスル・トロンデ

ラグ県職業教育実習委員会とその事務局の活動について述べておく。

(1)職業実習委員会に関する教育法の定めと委員会構成

教育法第4章「企業における後期中等教育」 Vidaregaande oppkering i bedrift lこついての定

めの概要は、次のとおりである。

①実習生は文部省令の定める職業資格試験受験を目指して企業と実習契約を結ぶ。

②実習生は実習期間中、実習企業の被雇用者として法律と労働協定に定める権利と義

務を有し、かつ実習生固有の権利を有する。

③実習企業は、県の職業教育委員会の承認を受け、実習内容に関して省令の要件を満

たし、かつ実習監督の有資格者を保有しなければならない。

④実習は定められた研修計画に従って行なう。

⑤実習企業は教育研究省令の定めによって県から補助金を受け取る。

⑥以上の他、実習契約の修正、解除に関しても定めている。

この企業内後期中等教育の管理に関しては、同法第12章「企業内職業教育との連携機

関」 Organ knyttetil fagopplatng i bed揃で国の制度も含めて詳細に定められている。

下記の表は、教育法の定めによる委員の構成及びスル・トロンデラグの県の場合を示す。

職業実習委員会は、県が任命する(具体的には県議会の定めによって執行委員会または

教育担当の常設委員会が任命する。 )。なお、同条項に基づいて各委員(二代表)には補欠

(副代表)が定められる。任期は、正副とも法規によって実習生代表以外の委員は4年、実

習生代表は2年である。。ただし、この県では職務の連続性を保つため正大表と補欠は実

際は対等に扱われていて、それぞれが正と副を2年づっで交代して合わせて4年を務める。
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表　職業実習委員会yrkesoppl鯵rimgsnemndの構成

教育法§12-3の定める委員7名の内訳 �スル・トロンデラグ県の場合　2000年9月 

被雇用者組織の勧告に基づく委員2名 �.StigKIonsten:委員会副委員長建築の地盤・壁 

作り職人。ノルウェー労働者党の県書記長 

・SynnoveBergan:商業事務(handelns)の労働組 

合の専任 

(2名ともしOの代表) 

雇用主組織の勧告に基づく委員2名 寄 �.EivindJonsen:委員会委員長。約20年間雇用 

者側の連合組織NHOの代表の職にある 

・ArveHaugan:ペンキ塗りの仕事(マスターの 

資格) 

(当県では2名ともNHO。雇用者組織はK 

Sが代表の県もある。) 

実習生の代表1名 �.IngenRonesen実習生の代表。ドレス・スー 

ツの刺繍の勉強をしている。 

産業及び雇用問題に特別の識見を有する �・県議会の産業委員会の代表 

委員1名 

学校間題に特別の試験を有する委員1名 �.県議会の教育委員会Hovedutvalgの代表 

職業実習委員会yrkesoppl鍵rinngsnemdの主たる職務は、 ①企業における実習の監督、

②労働生活における職業実習の促進、 ③実習企業への実習契約をした生徒の確保、 ④職業

資格を行なう試験委員会の任命、 ④職業資格免許状の交付である(教育法§ 12-4)。

(2)スル・トロンデラグ県の職業実習委員会と事務局の活動状況

次に、 2000年9月　8　日にスル・トロンデラグ県の職業実習部(職業教育委員会事務局)

で次長から聞き取った職業実習委員会とその事務局の活動内容を述べる。。

職業教育委員会の長と副長は日常的に仕事をし、又、その仕事を事務局に委嘱している。

職業実習委員会の事務局は、県職員14人が実務に当たっている。実習生の席(実習の

場)を見つけるための企業訪問・受け入れ依頼、実習の応募の受付、実習途中に実習生を

訪問し途中の連絡や細かい問題を解決すること、職業資格試験を実施し、資格証明書発行

すること等であり、業務に関しては年次報告書を出している。

この県の職業実習を巡る状況であるが、 8月からの学校年度で実習の席がなかった人で

権利のある人が62名あり、その生徒のためにVKⅡを学校でやらねばならない(通常、

上級職業教育課程の第一段階VKIはl年間で高等学校で行ない、 VKⅡはその第2課程
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で企業内実習ができれば企業の2年間で行なう。)。実習の成績がなかった生徒の多くは、

・それまでの成績が悪い人、 ・欠席が多い人である。他方で、進学したいので学校でのV

興を目指す人がいる。学校でのVKⅡはl年で終わることができるからである。

これをなくす努力をしなければならない。 VKⅡを学校のクラスで作ると予算がかかる。

(1人当たり6万農7万NOK/年。 84万円-98万円)。その費用をこの機関が払わなければ

ならない。しかし、法律によれば席を与えると断ることはできない。これはこれから厳守

させたい。

-般教育40 %、職業教育60%にするのが県議会の指針である(2表が示された。本冊子では省略)。

実習委員会は2000-2003年の行動計画をもっている。

目標は、 ・学校に見習い生を考慮した教育をさせること。

・企業に、学校で得た教育を踏まえて見習いをさせること。

調整のためには労使の協力が必要である。

今、ピーオーセンに、 2004年に完成予定の高校を建てている。学校に車を修理する企

業を作っている

実習席の設置の時は、常に雇用情勢を考慮している。失業に向けて訓練をする事は避け

ようとしている。

いま伸びる可能性がある職業は、厚生(看護婦etc.,)や・トロンハイムでの建設関係の職

業である(この町の病院の建て直しがある。)

企業と生徒が実習契約を結ぶとき、企業側の実習生受け入れ事務所0頭禁裏g地政を

通じて結ぶが、職業実習委員会が取り上げている課題は、それを例えば、 ○厚生社会、 ○

建築・建設、 ○事務　のように職業別に設けるべきか否かである(従来は,kontorが職業別

にあった。)。職業教育委員会では、業界別に席を見つけるべきだとして、建設業界の

kontorの申し出を断った。

見習い生の実習の改善のために企業において見習い計画を作ってもらっている。法の定

めで、 99年以降は、計画書無しには実習生を受け入れることができなくなっており、県

も法定どおりにしている。

職業実習の取り消しは、選択が間違っていた、体験して不適性が判った等、殆どが実習

生(見習い生)の方からである。企業から職業実習を解消した例はほとんどない。今年では

2つ目を扱っている。一つは、実習生が大きな間違いを繰り返している。もう一つは、サ

ボりと窃盗の場合である。取り消しはKUFに報告している。
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ノルウェーの10年制基礎学校教育課程
鵜その原則と方針、各科目等教育内容・方法の特徴一

発表要旨

’　　　　　　　　　　　　　　　　　　2001年8月28日日本教育学会第60回大会

(-)ノルウェーでは、 97/98学年度から義務教育学校である「基礎学校」の改革を行い、

`就学を1年早め6歳からの10年間に改めた新教育課程を1999/2000学年度迄に実施した。

(二)この基礎学校教育改革に当たって、同国の教会・教育・研究省(KUF)は、

Lノ鮒EPしANVERKET FOR DEN JO-ARIGE GRUNN鋤fOLEN 『10年制基礎学校教育計画書』を発

行しね4版343頁、 1996年)、 ① 「初等中等教育・成人教育の教育計画一般篇」 (一般教育

理念)、 ② 「基礎学校教育の原則と方針」、 ③基礎学校の各科目等の授業内容・方針を示した。

(≡) 「基礎学校教育の原則と方針」　ここでは、次のような原則・方針が示されている。

(1 )中央で定めた教育事項の地域的具体化及び生徒の発達段階・個性への適合

(2)教育内容の目標・主要構成要素を重視した科目分化とその相互関連づけ

(3)科目教育計画の地域化の重点事項　多様な科目の計画の詳細化、複数科目の近接する内容の合

科を見通した調整、テーマ編成及びプロジェクト学習の計画、 「学校選択及び生徒選択」の計画

(4)テーマ編成の際の配慮事項　生徒の経験・興味・現実理解、近接環境との結合、時事性

(5)合科的知識領域　科目教育計画において、中心的知識諸領域は、問題の全体性と広さが

示されるように科目を超えて扱われなければならない。その例:○社会と私たちの時代

(自然と環境、国際理解、人権と平和活動、技術、情報・コミュニケーション技術、メデ

ィア知識、労働生活知識と職業指導、消費知識)、 ○個人と集団結合samspel(家族知識、

共同生活知識、同性愛、保健労働、中毒物予防活動、犯罪予防活動、集団暴行と暴力)

(6)生徒は活動的な学習の中で、行い、見つけだし、経験することによって学ぶことができ、

そうして新しい知識と認識に同かう。学習方法は、生徒に新しい見通しを発展させ衝撃

を与え能動的な学習と自分の努力で能力と自尊心を高める挑戦に出合わせるべきである。

(7)教育において、生徒は根拠のある答えを求める問いを請け出すことができるような実践

的で具体的な課題に出会わなければならない。

(8)教育には、自立的学習及び深化の余地が残されねばなければならない。

(9)プロジェクト学習　作られた物、具体的結果又は実践的解決についての要求は、経験及

び知識が他人に対して配慮され提供されるようにするはずである。

(四)科目等時間配分、授業内容の特徴　①初等教育の初期ほど思い切ってテーマ学習・プ

ロジェクト学習の時間を多くして自発的自主的学習を促し、次第に教科学習を多くするという
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戦略的な教育課程編成、 ②英語教育が第l学年から行われていること、 ③ 「キリスト教知識・

宗教・道徳」の時間が週当たり約2単位時間設けられていること、 ④算数・数学は従来のわが

国の内容に比して極めて基礎的と見られること、など。 (表1、図l、参照)

英誌版序文(資料p.1 、 2)

●　　(以下、配布資料冊子『10年制基礎学校教育計画書(抄訳)』の要点)

(五)新教育課程の特徴・背景・周辺事情

(1 )97‘年新教育課程(97年LzBrPlan = L97)は、 (地域の事情、生徒の個性的発達への適合を配

慮した)法的拘束力あるカリキュラムとして国が制定したものである。

(2)①2つの形態のノルウェー語(bokmalとnynorsk), ②先住少数民族サミ、 ③手話による教

育(→2め0年8月、手話によって高校教育を受ける権利の法定)、 ④フィンランド系の住

民Kvenerへの対応、等、様々な言語の問題を重視した教育的対応をしている。

(3)新科目「キリスト教知識・宗教・道徳」は、従前のキリスト教教育科目とその代替科目で

ある一般宗教・道徳教育科目とを発展的に統一したものである。

(4)第7学年までは評定点による成績評価は行わず、前期中等教育段階(第8-10学年)で評定点

評価が行われ、第10学年では国によるノルウェー語、数学、英語の3科目試験(学校毎に

いずれかの1科目)と地域的な口述試験が行われる(→高校進学の内申資料)。

いくつかの科目の教育目標・内容

(六)キリスト知識・宗教"道徳(p.3へ。以下、 p.は資料の頁を示す)

(1)キリスト教の宗教教育そのものではなくお祈りやお説教は行わず、キリスト教についての

知識を教える、寛容の精神と民主主義を主としたキリスト教の基本的価値に親しむことを

目的とする、他の宗教・道徳に対する知識とそれらの尊重の精神を育てる、などが目標と

されている。 (p.3この科目の領域の全般目標)

(2)教育内容は、聖書学習、キリスト教の歴史、現代のキリスト教生活観、他の諸宗教、倫理

/哲学の5分野で教育段階毎・学年毎に構造化されている。

(3)前期初等教育段階では、天地創造を含む聖書物語、盗みや借用、正と悪、許しに関する道

徳などを含む第1学年でから始まり、ユダヤ教、イスラム教、ヒンズー教、仏教人道主義

humanism、ギリシャ神話などが教えられている。特に、人道主義の内容として世界人権

宣言や子どもの権利条約が取り上げられていることが注目される。

キリスト教教育的基調による教育内容と共に、その域を超えた、異文化理解・現代的民

主主義のための知識教育を行う科目という位置づけが、教育内容に具体化されている。

(4)第5学年では、イスラム(p.6下へP.7),第7学年のヒンズー教、仏教(p"7下~P.8)など大

部分の日本人成人が殆ど知らないのではないかと思われるくらい立ち入った異文化知識の

教育、並びに、貧富の格差を含む現代的問題の教育(p.8)に踏み込んでいる。
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(5)第8-10学年では、キリスト教を通じた近代史、現代史・現代世界理解(p.9)、並びに、テ

クノロジー・遺伝子技術、権威及び性を含む現代倫理問題(p.9・10)、並びに古代ギリシャ

文化の伝統(p,10)の教育を重んじている。

(七)英語

(1)第1,2学年では、 (視察例では「私の名前は○○よ、あなたのお名前なんて言うの」という

ような繰り返し・リレーの歌遊び、 「インディアンが1人、 2人、 3入来ました…」とい

・　う数え歌など)大きく遊びの要素を取り入れて英語教育をはじめている(p.11)。

(2) (多様な海外交流の必要やその促進教育と相侯って)前期中等教育段階(8-10学年)となる

と、英語で映画、新聞、雑誌を理解するなど既に実用の段階に入っている(例えばp.13の

中程)。

(八)数学

(1)① 「科学であり、芸術であり、技術であり、言語であり、かつ道具である」 (p.14第3段

落)、 ② 「創造力を用い」 「美的側面の経験へと招待する」 (同第5段落)、 ③ 「労働生活と

余暇活動に参加するための基礎」を与える(同前)、などという数学.数学教育の規定・性

格付けは、特徴的と思われる。

(2)科目の構造化では、 「数」 (前期中等教育段階では「数と代数」 )、 「幾何」 (前期初等教育

段階では「空間と図形」 ))と並んで「日常生活における数学」、 「データ処理」 (情報科目

を特立しないことも関連)という細領域を立てている(p.15表。前期中等段階ではこれら

に細領域「グラフ及び関数」が加わる)。

(3)第2学年では、第1学年に引き続いて遊びやゲーム、実践的課題と結びつけて数学学習を

導入しているとともに、既に電卓やコンピュータを用いることとしている。 (p.15)

(4)pattemの重視が随所に見られることが特徴的に思われる(第2学年の「数」 ・16頁最終行、

「空間と図形」 p.17第5行、第10学年の「幾何」 p・18第1行、など)。

(5)視察印象によると、第3学年の20迄の数の加算・減算の学習、高校1年の当初授業など、

進度はわが国の算数数学と比べると極めてゆっくりとしていた。

(九)社会科

(1)学校の「協同委員会」への生徒代表2名参加などと相侯って(p.22(6))、参加民主主義を

当然の価値として教え育てることを社会科の目的として明確にしている(p・19)

(2)教育内容は各学年・教育段階とも「歴史」 「地理」 「社会科学」の細領域で構成している。

(3)第10学年では、 ① 「争いと協同並びに軍縮、平及び国際正義の達成」 (p・20第6行)、 ②

世界学習における「平等と不平等」の観点重視(同第12行・見出し)、 ③性アイデンティ

ティ、堕胎、胎児診断、遺伝子技術、医療技術とその倫理的選択など」極めて現代的な問

題の取り上げ、などが注目される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　(以上)
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英語版序文(抄)

97年改革:新教育課程(抄)

新教育課程は、より広範な97年改革の一部分であり、 ……97年改革から生じる最も重

要な変化は、次のとおりである。

○学校教育6歳就学(従前7歳)

010年制(従前9年制)

Oし97と言われる新教育課程

国定教育課程A national curriculum (抄)

新教育課程は、命令としてas a directive発せられたものであり、全国の地方当局、学校

及び教員にとって法的義務である。しかしながら、それば…‥共同と適用の原則に基づい

ている。

様々な言語(抄)
……ノルウェー語には、 bokmalとnynorskという二つの形態があり、かつ、 ……第‾言

語がサミ語の重視すべき人数のSami人がいる。 ‥‥‥

ノルウェー語を話す生徒は、主要言語としてノルウェー語の一つの形態を選び、 ・・"…前

期中等教育段階から両形態のノルウェー語で授業を受ける。

サミの生徒は第1言語としてサミ語、第2言語としてノルウェー語の一形態を選ぶこと

ができ、あるいは第l言語としてノルウェー語の一形態、第2言語としてサミ語を選ぶこ

とが出きる。

今回初めて、聾(ろう)の生徒のためにノルウェーー手話言語が導入された。 ……

少数言語を第1言語とする生徒は、第2言語としてのノルウェー語の課程を受ける権利

がある。彼らは科目としても他の科目の授業を受ける手段としても彼ら自身の言語を教え

られることができる。 ……彼らは、通常、多様な科目をノルウェー語で受けることが出来

るレベルにノルウェー語が達ししだい、通常のノルウェー語の学級に通わなければならな

い。

フィンランド語はFimmark及びTroms地域のフィンランド系(Kvener)の生徒に対して

は第2言語として位置づけらる。

宗教及び道徳教育(抄)

新しい改革が開始させるまでノルウェー国教会又は他のキリスト教宗派に属する生徒は

学校で宗教教育を受けていた。一般宗教・道徳教育はキリスト教教育の免除を認められた

生徒に代わりとして提供されていた。この二つの科目は今回、キリスト教知識・宗教・道

徳教育と呼ばれる全生徒のための科目に置き換えられた。

サミ教育課程(略)
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評価(抄)

初等教育段階では点数評価はない。前期中等教育段階でのみ点数評価が導入される。

(評定は1へ6の6段階で6が一番よい。 )

試験(抄)

第10学年の生徒は全て中央が設定した3科目(ノルウェー語、数学及び英語)のうちの
一つの筆記試験を受けることを要求される。 ・…・・

大部分の生徒は、地域的に組織された口述試験を受けなければならない。口述試験は、

家庭科、体育及び美術・技術以外の科目で行われうる。

●
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キリスト教知識・宗教・道徳

.導入(略)
’この科目の領域の全般目標general aims

O生徒が聖書と文化遺産及び信仰、道徳性及び人生観の生きた源泉としてのキリスト教を
‘完全に知っているthoroughlyaquaintedwithようにすること。

○生徒を学校教育の基礎であるキリスト教及び人道主義humanistの価値に親しむようにす

ること。

○生徒が信仰、道徳性及び人生観としてのその他の宗教および指導方針orientationsをよく

知ること

○信仰と人生の道徳的指導方針の問題についての異なる意見の間での理解と尊重と対話の

能力を助長すること。

○徒の個人的成長と発達を刺激すること。

キリスト教知識・宗教・道徳の学習への接近(抄)

キリスト教知識・宗教・道徳　科目の構造

科目の構造

前期初等教育段階 �後期初等教育段階 �前期中等教育段階 

聖書学習 �聖書のよく知られた話 �聖書の主要物語 �聖書の種類、文書とし ての聖書、聖書史 

キリスト教の �重要なエピソード �初期キリスト教史:動 �近代史:動向、人物、 

歴史 ��向、人物、文化的表現 �表現 

現代のキリス �祭り、象徴、共同体にお �キリスト教信仰と道徳 �キリスト教諸宗派、/類 

ト教生活観 �けるキリスト教 ��似と差異 

他の諸宗教 �他の諸宗教と方向付け、 �イスラム教、ユダヤ教、ヒ �現代における宗教表現 

物語と祭り �ンズー教、仏教、世俗主義 

倫理/哲学 �道徳的自覚:私のものと �道徳の自覚:諸価値と �人間の哲学的解釈:諸 

貴方のもの、私と他者 �選択 �価値と諸規範 
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目標と主要科目要素(抄)

前期初等教育段階第1鵜4学年の科目に関する目標
聖書の物語

生徒は最も重要な聖書の物語のいくつかに精通するべきであり、これらの物語のいくつ

かからのモティーフを有する主たる芸術作品について知っているべきである。

教会史の物語資料

生徒は、キリスト教の歴史におけるいつかの顕著な図とェピソードをよく知るべきであ

る。

キリスト者の祭り、宗教的シンボル及び地域キリスト教共同体の生活

生徒は、ノルウェー教会及び地域共同体の他のキリスト教信徒団に関する祭り、慣行、

儀式及びシンボルをよく知るべきである。

生徒は教会に行き活動seⅣiceに参加するべきである。重要性は、そのような経験をや

り通し、それを続けることに置かれるべきである。クリスマス、復活祭及び聖霊降臨祭は

毎年、再確認されるべきである。生徒は、よく知られたクリスマス聖歌及び復活祭賛美歌

のいくつかを習うべきである。心からであることが望ましい。

他の宗教及び道徳的指導

生徒は主たる宗教又は道徳的人間的指導(orientations)の重要な物語及びいくつかの祭

り、儀式、慣行、生活型式(pa鵬ms)をよく知るべきである。

生徒は、近隣の多様な宗教的道徳的共同体の代表に会うべきであり、一つの宗教的式典

に出席すべきである。

道徳的自覚の発展:私と他者

生徒は自分と他者との違い、異聞の欲求や必要と他者のそれとの違いについての認識を

発達させるべきである。

この日標の下での主要科目要素は、各学年の他の授業要目資料との関連で考察され、学

級、学校及び地域共同体での生活からの例を挙げて説明されなければならない。

第1学年一第4学年の主要科目要素

第1学年
聖書物語

生徒は、次の物語をよく知るべきである。

*天地創造物語

*ジーサスの誕生、教会堂(Temple)における子どもとしてのジーサス

教会史の物語資料
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生徒は、次の物語をよく知るべきである。

*聖ニコラス及びルーシー

*3人の賢者

*アッシジの聖フランシス及びジオットの聖フランシス生涯図

・　キリスト教の祭り、宗教的シンボル、地域的キリスト教生活

生徒は、次のことをよく知るべきである。

*クリスマスの福音書

*芸術史におけるクリスマス主題の絵画

奪ノルウェーのクリスマス慣習

*祈りとは何か、夜の祈り、食卓の祈り、私たちの父

道徳的自覚の発展:私と他者

生徒は次の機会をもつべきである。

*こそ泥やせ盗み、借用と返却のようなテーマと活動の関連における正と悪と許しの素朴

な概念使用の経験

(以下、聖書物語、教会史の物語資料、キリスト教の祭り、宗教的シンボル、及

び地域的キリスト教共同体の生活、道徳的自覚の発展:私と他者の内容項目が第

2、 3学年に応じて配列されている。省略。)

第1-4学年

他の宗教及び道徳的指導

生徒は次のことについてよく知るべきである。

○ユダヤ教
*サバ

*シナイ山上の約束、トーラー(ユダヤ教の律法)、ユダヤ教の風習

*ペサックの物語(過ぎ超しの祝)、出エジプト及び荒野の彷律と共に

*ロシュハシヤーナ(新年祭), YomKippur (瞭罪の日)

*ChanukahとPurium

*祈り、一つ又はそれ以上の歌

春適法な食物

○イスラム
*天地創造

*天使、位階制、預言者の選択

*ムハンマドの生涯からの物語(すなわち、預言者の誕生、子ども時代と昇天ascension、

コーランの啓示、メッカからメディナへの遷都、並びにメディナでの生)

*カーバと聖なる黒石

*祈りと儀式と浄化、一つの重要な祈り

*誕生、命名(aquiqah)
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*祭り、ラマダン、生け贅の祝宴、断食、食物と飲み物のきまり

*一つ又はそれ以上の歌

○ヒンズー教
*ガネシャとカーリ(女神)の物語

*ガンジス川が出来た物語

*Rama、 Sita及びHanuman寺院の話

○正教
*仏陀の生からの物語(その誕生及び子ども時代、 4つの徴、その出家・真理追究への出

発、菩提樹の下での悟り、教師としての仏陀、仏陀の死)

*仏陀最初の訓練、飢えた男の話、仏陀とアングリマラ、仏陀と病気の僧

*仏教史からの物語(アショカ、マヒンダ及びサンガミッタ)

*祭り(Vesak、 Vulan)

○人道主義Humanism

*イソップ寓話からの選択

*ソクラテスについての物語

*世界人権宣言及び子どもの権利条約

*式典(すなわち市民の命名式)と歌

○ギリシャ神話

*ギリシャ神話からの物語、例えばヘラクレス又はイアソンの労働のいくつかっと黄金の

羊毛、トロイの陥落と木馬、イカロス、並びにクノッソス、クレタ島の迷宮

後期初等教育段階第5- 7学年の科目に関する目標(略)

第5-7学年の主要科目要素(抄)
(各学年は、 「聖書の歴史」、 「初期キリスト教史」、 「キリスト教信仰と道徳」、 「他の宗

教」、 「道徳的自覚の発展:価値と選択」で構成されている。次は、その一部である。)

第5学年
他の宗教

○イスラム

生徒は以下のことをよく知る機会をもつべきである。

春イスラムとは何か、ムスリムとは何か、イスラムの5つの柱

事神についての見解、 「聖なる」という言葉、人間についての見解、性についての見解

*イプラヒム(アブラハム)とイシュマエルの物語

*ムハンマドについての物語(別れの説教、預言者の死)

*祭儀の場所及び地域共同体センターとしてのモスク、預言者のモスク、建築物の例
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春アブ一・バクル、オマル、オスマン及びアリなどムハンマドの主たる後継者の何人か

*イスラムの女性、例えばKhad匝h, Aihah、 Ha鳥ah及びFatimah

*コーラン、その構成と内容例、コーランの暗唱

*主たる教義(主義綱領及びsuras l及び112)、道徳(道徳の理念としての預言者)、信仰

厚い者の義務
●*イスラム芸術の例、書法、なぜイスラム芸術は装飾的か(像の禁止)、音楽と1つ又はそ

れ以上の歌

*ムスリム諸国及びスペインの建築物

*イスラムと中世の科学

*ノルウェー、ヨーロッパ及び世界におけるイスラム

道徳的自覚の発展:価値と選択

生徒は、次のようなテーマに関する道徳的態度を発展させ衝突と選択を議論する機会を

もつべきである。

*学級と学校における協同と社会関係

*異文化との関係、先住者としてのサミSami

*ノルウェーにおける道徳的少数者、人種差別主義

*ノルウェー及び世界における富者と貧者の関係

*自然と環境

*両親と兄弟姉妹の関係

*世代間の関係

*羨望と陰口及び寛大、敵意と赦し

第7学年
他の宗教(ちなみに第6学年のこの節ではユダヤ教を扱っている。 )

○ヒンズー教

生徒は次のことをよく知るようになる機会をもつべきである。

*クリシュナとヒンズーの神々:ヴィシュナ、シヴァ及びパルヴァティに重点をおいてヒ

ンズー文書の物語資料

*主たるヒンズーの概念:業kama,転生reincarnation及び存在の状態

*ヒンズーの儀礼kultの例:通過儀礼Iivets overgangsriter及び寺院儀礼tempelkulten

*ヒンズーの芸術と建築の例

*世界におけるヒンズー教の広がり

*マハトマ・ガンジー

○仏教

生徒は次のことをよく知るようになる機会をもつべきである。

*自覚awakening、改心rebirth、業kama、生の繰り返し及び浬柴並びに事物の相互依存

*例えばDhammapada、 Itivuttaka、 Kalamasu請a、 the Prかaparamitasutrasなど仏教典
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*仏教の道:倫理、瞑想、洞察

*寺院と僧院、僧と尼僧

章仏教の芸術、建築、音楽

事仏教の広がり、世界での及びノルウェーでの

事ダライ・ラマ

道徳的自覚の発展:価値と選択

生徒は、次のようなテーマに関する道徳的態度を発展させ衝突と選択を議論する機会を

もつべきである。

*学級と学校における協同と社会関係

*異なる文化との関係、先住民としてのサミ

*ノルウェーにおける民族的少数者、人種差別主義

*富者と貧者との関係、ノルウェーと世界における

*自然と環境

*様々な宗教における道徳理念

*両性の関係

*労働と労働生活

*正直、真実、忠実

前期中等教育段階第8-1 0学年の科目に関する目標

聖書の歴史、聖書の著述の種類

生徒は、長い複合的な起源を有し、著述表現の広い幅を含んだ文化と信仰の源泉として

の聖書の重要性について学ぶべきである。

キリスト教近代史

生徒はノルウェーと他のどこかにおける1600年以降のキリスト教史の特徴について知

るべきであり、その時期における個人、宗教表現形式及び闘争のいくつかを認識すべきで/

ある。

キリスト教の多様な現代的解釈

生徒は、主たるキリスト教と集団のいくつかの解釈と主な表現形式について、並びにそ

の歴史、普及、組織と宗教的特性について知るべきである。

今日の宗教表現

生徒は、人生と今日の世界についての多様な宗教的見解の主たる類似と差異についての

知識を得るべきであり、人生の実践的問題及び行動に関するそのような類似と差異を明ら

かにするような経験を得るべきである。

人間、価値、及び規範についての哲学的解釈
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生徒は、人間の本性について、善と悪、正と不正についての哲学的論議における基礎的

概念と理論についてよく知るべきである。

第8-10学年の主要科目要素(抄)

第10学年
聖書の歴史、聖書の著述の種類

生徒は次のもので学習する機会をもつべきである。
`*聖パウロの使徒書簡及び他の使徒書簡

*詩篇及び知恵の書(〈wisdom〉 books )

*多文化図書としての聖書、その発生史と使用

*文学及び言語への聖書の影響

キリスト教近代史

生徒は次のことをよく知る機会をもつべきである。

*現代の宣教師と全世界的仕事

*ヨーロッパの外の現代キリスト教、特にドン・ヘルダー・カマラと第2バテイカン会議

に続く発展、並びにデスモン・ツツ司教:キリスト教、アパルトヘイトと黒人神学を含

むラテンアメリカと南アメリカを強調して。

*音楽、絵画、文書における近代ラテンアメリカ及び南アフリカキリスト教の芸術表現の

例

キリスト教の様々な現代解釈

生徒は次のことをよく知るようになる機会をもつべきである。

*イギリス国教会、福音ルーテル自由教会(The Evangerivcal Lutheran Free Church) ,バプテ

ィスト、メソディスト、聖霊降臨祭運動、クエイカー、救世軍、地域共同体で代表的な

他のキリスト教共同体

今日の宗教的表現(expression)

生徒は、次のことに関する問題の類似と差異を知る学習の機会をもつべきである。

*聖なるものと神、神の多様な概念、聖なる聖書

*悪

*魂の救済、死後の生

*人間の本質と価値

*諸性の他に対する関係

*清らかと清らかでないもの、浄化(purifroation),食事のきまり

*通過儀式(子どもから成人へを含む)

人間、価値及び規範の哲学的解釈

生徒は次のことに関する知識を得、倫理的自覚を発展させる機会をもつべきである。
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*世界的道徳の普遍的宣言(the Universal Decralation of a GIoval Ethic)

奪人間主義者の伝統の世俗的宗教的根源

*人道主義と宗教の関係

*ノルウェーにおける人道主義の伝統

牛徒は次の問題に関する衝突と選択について討議する機会をもつべきである。

′*近代工学の光の中での生の始まりと終わり

番人間についての遺伝子技術と諸見解

*諸世代と私たちの現代社会における権威(authority)

*性と同棲(cohabitation)

第8-10学年

人間、価値及び規範の哲学的解釈

生徒は次のようなギリシャ神話におけるもっとも顕著な物語のいくつかに関する知識を

得、倫理的自覚を発展させる機会をもつべきである。
*サイレンの歌並びにスキュラとカリュプディス(オデッセイ)

*テセウスとアリアンデ

*ェディブス王

*オルフェウスとェウリディス、アモールとプシケ、ナルシサス

*ゼウス(ゼウス賛歌を含む)、へラ、アテネ、アポロ、アフロディーテ、ハーデース
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英　語

導入(略。細目:この科目と教育の目的、英語学習へのアプロー

チ、この科目の構造)

この科目の全体目的(略)

目標及び主要科目要素(抄)
第1-4学年の主要科目要素(抄)

第1学年
会諸言語及び筆記言語への出会い

生徒は次のような機会をもつべきである。

*英語がどのように聞こえ、みえるかを発見し、他のものの中で、例えば、 Humpty

Dumpty、 JackとJi‖、並びにその他の子ども詩選集anthoIogies　からの抜粋リズム、繰り

返しと詩、歌の中や、例えばPat-a-Cake、 Simon Saysなど伝統的又は最新の歌い動きゲー

ムの中で英語に出合う。

華様々なメディアにおける英語を経験し、生徒が出合うテキストの精神に入る手段として

絵画と線画を使用し、児童書の抜粋を聞く。
*例えば歌、読み、暗唱合唱、模倣、言葉ゲーム遊び、言葉遊びなどで自ら英語を発して

みたり、英語の押韻とリズムを発見する。

*英語を話している国の子どもの暮らし方について学び始める。

第2学年
会諸言語及び筆記言語への出会い

生徒は次のような機会をもつべきである。

*押韻、繰り返し詩句と詩、歌と歌い動きゲームを含めていくつかのメディアによる英語

及び豊富なテキストから選んだ英語を経験する。 ;例えば1細e Red Riding Hood、 The

ThreeBi〃ly Goats Gruffなど既に自分の言葉で知っている物語や物語の縮約版を聞く。

*英語の音、押韻、リズムを探す。 ;口頭の短文を創り完成する。 ;彼らが出合った文に

おける意味を創ることに入ってゆくために文とともに絵画、映画及び音楽を使う。 ;そ

の内容を引き出し形作り、劇づくりとロールプレイに参加する。

*例えば絵画キャプションや言葉イラストなどを自分のペースで読み書きし、英語のコン

ピュータ・プログラムで遊ぶ。

*家族と友達のようなテーマで学習しながら英語を話す国の暮らし方について学ぶ。

第8- 10学年の主要科目要素(抄)

第8学年
言語の使用
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生徒は次のような機会をもつべきである。

*様々な時代の口語及び文語を探し、その内容を議論し、そのようなテキストについて彼

らが知っておりあるいは見つけることが出きるものを利用する。物語、寓話及び例えば

ロビンフッドのような伝説;続き漫画、一コマ漫画、例えばガリバー旅行記のある版の

ような挿し絵付き話;短編物語、少年少女小説、例えばMark Twain、 Roald Dahl及び

NnaBawdenの小説からの抜粋;詩、歌、バラード、フォークソング、伝記、新聞雑誌
’記事、並びに説明書その他の情報。

奪多様なコミュニケーションにおいて言語を用いるモデル及び出発点としてテキストを用

いる言そしてテキストを絵画、音楽、歌、舞踊及び演劇のような他の表現様式と結び

つけて構成するとき、言語の知識を用いそれを試してみる。

*少なくとも一つの生徒が選ぶ小説又は優しい読み物を読み、読んだものについての印象

及び意見を述べる。

英語及び英誌文化並びに自分の学習についての知識

生徒は次のような機会をもつべきである。

*言語の仕組みとその構文のきまりを調べ、会話英語と筆記英語のいくつかの差異を知り、

いくつかの変化形態英語を経験し、広い語彙の漸次的獲得と自己を表現する新しい方法

の発見を追求する。

*学校と教育、現在の出来事と芸術を含め、テキストの学習及び他の国々の人々との接触

と結びつけ、英語を話している国の文化と社会条件についての知識を次第に広める。 ;

英語を話している国々の文献及び慣用語句を自分でよく知る。
*辞書、入門書及び情報工学のような他の参照材料を英語の学習に用いる。

*よい学習状況を創ることを助け、学習方法を議論し、英語学習のよい条件を明らかにし

de魚ne、自分の学習と努力の評価を練習する。

第9学年
言語の使用

生徒は次のような機会をもつべきである。

*下記のようなものを含む豊富で多様なテキストから選んだもので学習する。神話と伝説、

例えばアーネスト・ヘミングウェイ、ウイリアム・サマセット・モームなどの短編物語、

若者向けの小説、例えばチャールズ・ディッケンズ、 J.R.R.Tolkinなどの小説からの抜

粋、例えばWi‖iam Blake、 William CaroIs Williamsなどの詩、歌、バラード、民謡、ポッ

プ、ロック・リリック、伝記、新聞雑誌記事、展覧会テキスト、例えばChief Seattle、

ウインストン・チャーチル、マーチン・ルーサー・キングなどの手紙と演説、歴史的テ

キスト、例えばジョージ・バーナード・ショウのピグマリオンのような演劇の抜粋、ラ

ジオ・ドラマ、劇、ミュージカル、例えば映画、ラジオ番組、テレビ、新聞及び定期刊

行誌のようなメディアからのテキスト。

*他の人と協同して多様な分野のテキストを作り、関連するテーマについての議論と討論

に参加し、議長をする。

*英語で、例えば科学・環境科や社会科など他の科目内容を読む。

*自分で選ぶ一つの小説又は読み物を読み、読んだものについての印象及び意見を述べる。
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英語及び文化並びに自分の学習についての知識

生徒は次のような機会をもつべきである。

*言葉を使ってみることによって言語体系とその様式慣習について自分で親しむ。変化諸

形態の英語を区別できるようになり、自分自身の文章における言葉の選択、ニェアンス

及び変化について学習する。

. *例えば地理的条件、重要な事件及び人々、音楽、映画、及びグラフィック芸術など、英

語を話している国の文化及び社会条件を、英語でその国の人々と接触し英語の文学を読

んで学習する。

*辞書、入門書、メディア及び情報技術のような参照資源を用いる。

*自分の学習要求を定め、学習目標を定め、課題の計画、他の生徒とのその交換、自分の

学習の計画と評価の経験を得る。

第10学年

言語の使用

生徒は次のような機会をもつべきである。

*多様な時代の本物のテキストで学ぶ。これには、例えばジョン・スタインベックの短編、

シャーロット・ブロンテ、ルイス・キャロル、コナン・ドイル及びアガサ・クリスティ

などの小説の抜粋、例えばEmily Dickinson、 Rupert Brookeoy及びLangton Hugeの詩、例

えばビートルズの歌、バラード、ジャズ、ブルース、黒人霊歌、伝記、新聞雑誌記事、

広範にわたる解説的文書、情報的材料、例えばウイリアム・シェークスピア及びテネシ

ー・ウィリアムズの劇からの抜粋、映画からの抜粋、小説及び演劇の劇化dramatization、

ミュージカル、映画、ラジオ、テレビ、新聞、定期刊行誌のテキスト等の学習を含む。

*口頭及び筆記でテキストを構成し、談話し議論し、自分の考えを述べる練習をし、現今

の出来事を議論する。

*例えば口話又は筆記レポートの形態で、英語で他の教科内容を提示する。

*自分が選ぶ少なくとも一つの小説又は随筆、及び自分が選ぶ少なくとも一つの短編物語

又は散文factualprosetextを読み、読んだものについての印象と意見を議論する。

英語及び英語文化並びに自分の学習についての知識

生徒は次のような機会をもつべきである。

*構文、句、節、発言speechの部分、言語におけるそれらの結合と機能、言語的表現の

手段の様々な型について学ぶ。 ;英語の変化諸形態について自分でよく知るようになる。

*国際的接触と英語を話している多様な国における文学についてのより広い知識の使用を

形成しながら、社会関係、自然、環境・文化保護、国際協同、サミを含む先住民の権利、

戦争と平和のようなテーマを含めて、英語を話している国における文化と社会条件につ

いて勉強する。

*広い範囲の参照資源を用いて言語勉強過程で出合う問題を解決し、どのように有用な情

報が蓄積され、組織され得るかを経験し、学級及び図書室で利用し得るようになる。
*学習材及び英語課程の目的及び目標との関係における学習方法について話し、評価し、

彼ら自身の言語学習を利する選択をする。

ー14-

〈61〉



数　学

導入(抄)
この科目と教育の目的

人間は最も早い時代から、存在の謎を解き自然の諸関係を説明する試みの中でのその観察、

経験及び印象を組織化し分類するために自分の周りの世界を探求しようと欲してきた。数

学の発展は、このような人間の探求し測定し把握したいという衝動から発している。これ

らの.目的のために必要な道具である知識と技能ski菓lsは、数学的活動を通じて発展する。

数学は長い歴史的伝統をもってきており、常に私たちの文化の重要な部分であってきて

いる。それは例えば工学、建築及び経済に不可欠であり、時代を通じた多くの技術革新並

びに私たちの社会の形成及び毎日の環境に対して基本的であった。数学は他の学問及び科

学の発展の中でとりわけ顕著でもあった。

数学は多くの表現形態をもっており恒常的な発展を続けている。それは科学であり、芸

術であり、技術であり、言語であり、かつ道具である。理由付け,想像及び経験は数学の

全く重要な要素である。学校の科目としての数学は、この広さと発展を映すことを求める。

義務教育学校の数学の学習は、この学問の学習、他の科目の学習及び総じて生活におい

て興味を引き起こし洞察を伝え、全ての生徒に有用で満足しうるものであることを目指し

ている。選ばれた実践的適用、例及び方法は、女子も男子も同じく、かつ異なる文化的社

会的成育背景の生徒もこの学問に属す感覚を経験しこの学問への好ましい態度を発展させ

るための機会をもつことを確保することを意図されている。生徒たちは彼ら自身の能力へ

の洞察と自信を得るであろう。この授業細目は、学校数学と外の世界の数学との緊密な結

合を創り出そうと努めている。日々の経験、遊び及び実験はその概念と術語を作り上げる

のを助ける。

実践的道具であることに加えて、数学は、創造力を用いその美的側面を経験するよう生

徒に勧めるinvite。数学は生徒の発明力と批判的分析的能力に課題を課す。彼らが実験し

経験し不思議に思い省察するのに応じて、この科目は生徒の好奇心の発展を助け、探求へ

と駆り立てる。重要なのは生徒が数学の学習をひとつの過程として経験することである。/

技術的発展は、同時に、学校においてもその外においても私たちを課題に直面させる新

しい機会をうち開く。数学的洞察と技能は今日の技術を理解し利用するために必要とされ

ており、かつ、現代社会におけるコミュニケーションの鍵でもある。数学的知識と技能は、

労働生活と余暇活動に参加するための、並びに社会過程を理解しそれに影響を与えるため

の重要な基礎である。数学は、個人が課題をやり遂げるのを助けることが出きる。

積極的な姿勢がこの科目を学ぶための重要な前提条件である。その言語と記号に親しみ

その概念を明確に把握することは、数学における前進の重要な必要条件である。

数学学習へのアプローチ(略)
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この科目の構造(抄)

教育段階 �主要領域 

前期中等教育 �日常生活にお �数と代数 �幾何 �データ処理 �中間グラフ 

段階 �ける数学 ����及び関数 

後期初等教育 　段階 �日常生活にお ける数学 �数 �幾何 �データ処理 � 

前期初等教育 　段階 �日常生活にお ける数学 �数 �空間と形 � � 

この科目の全体目的(略)

目標及び主要科目要素(抄)

第1-4学年の主要科目要素(抄)

第2学年
日常生活における数学

生徒は次のような機会をもつべきである。

*遊び、ゲーム及び実践的課題の中で配列すること及び数えることを学ぶ。

*ものの特性に従って分類し等級づけることによって差異と類似性を見つける。

*長さを測り量を量る練習をし、時計と時間並びにノルウェー硬貨と紙幣を学び、お金を

数え、交換する練習をする。
*例えば地域環境から、数え話で、練習をする。

致

生徒は次のような機会をもつべきである。

*生徒は多様な経験、特に遊び、議論及びその他の日常活動から引き出される数と関係を

記述する。
*数の記号、特に標準的な1桁の数standard digitsを学び、桁の位place value並びに単位及

び10のまとまりtensを理解する。

*口頭及び筆記で表現しながら加算と減算を学ぶ。

*数と記号で実験し、算数操作を験し、電卓とコンピュータを用いる。

*計算で及び会話で毎日の状況を記号で記述し、口頭であるいは筆記で教育を日常生活の

中で解釈する。
*実際的な状況の中で奇数及び偶数の例を学び、半分にすること及び倍にすることを練習
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する。

空間と形

生徒は次のような機会をもつべきである。

*例えばビルディング並びに多様な家、家具、道具及び織物など彼ら自身の周辺に兄い出

きれる多様な図形及びパターンを調べる。

*多様な方法で図形を観察し作成することによって具体的な場合における線対称を探す。

*2.次元の形、とりわけ円、四角形、三角形並びに3次元の形、立方体及び他の直角柱、

円柱、球についてさらに学び、それらの特性について話す。
*位置づけ及び移動を経験し、それらを記述する用語を学びかつ用い、パターンを作成す

るために形を繰り返す。

多様な長さと面積を比較するために物差しを用い、生徒がしばしば選ばせられる単位で量

を表現する。

第3学年
日常生活における数学

生徒は次のような機会をもつべきである。

事遊び、ゲーム及び実践的課題の中で多様な確率を協同で査定する。

*適切な測定道具を選ぶ練習をし、その使用の経験を得、かつ量を査定し比較する。引き

続いて時計と時間を学習する。
*例えば店を組織し店で遊ぶなど、過去及び現在の購入と販売に関する学習課題について

議論し査定し遂行する。

*自然及び生徒が居住する近隣の、生徒自身が興味を持つ領域からデータを収集し分類

と整理を試みる。

数

生徒は次のような機会をもつべきである。

*いくつかの1桁数における1桁数の位the place value ofadigit in aseveral-digit numberを経

験する。
*例えばローマ数字の40までなど、様々な記教法を試してみる。

*実際的状況において二分の一や四分の一など簡単な分数を用いる。

*20まで加算と減算を系統的に学習し、かつ、いくつかの1桁数を暗算及び筆算で加減

する方法を次第に発展させる。加算と減算の関係について勉強し、算数操作を探求する

exploreために電卓又はコンピュータを使う。

*多様な状況において加算及び減算を使い、学習課題のための適切な方法と補助手段を経

験する。
事具体的な状況においてかけ算とわり算を使う。

*わり算札で(? with the multiplication bords)例えば2, 3, 4, 5,及び1 0を掛けるこ

とを学習し、数の世界のパターンと構造を見つける。
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*回答の理由のないことを査定し調査するassessing and checking多様な方法を実施する。

空間と形

生徒は次のような機会をもつべきである。

*形、大きさ、頂点、辺/稜及び面を調べ、簡単な場合の面対称を観察し使い、 2次元及

●び3次元のパターン及び図形の学習を続ける。

*固定点を中心とする回転角特に直角としての四分の一回転を経験する。

華方眼紙に点を記すこと及び他の参照方法を用いること、例えば遊び、ゲーム及び他の状

況における経験について描くことをやってみる。

*長さと距離を比較し、それを標準単位を用いて表現することを次第に学び、テープ尺と

メートル法を用い、物差しで図形を読み、長さと距離を測り、測定値を比較する。

奪面積と体積の基本的な経験をし、様々な面積と体積を比較し、面積と体積の単位を使う。

第8- 10学年の主要科目要素(抄)

第10学年

日常生活における数学

生徒は次のような機会をもつべきである。

*寸法測定道具の使用を評価し寸法測定の不確かさを査定する。

*例えば汚染、消費、エネルギー供給及び消費並びに交通とコミュニケーションなど自然

管理及び自然資源に生じる疑問や問題に数学を適用する。
*例えば表計算ソフトその他の補助手段を用いるなどして、貯金とローン、単利と複利、

ローン返済の期間と条件に関連する要因について学ぶ。

*例えばプロジェクトなど、現実的な脈絡において複合的な問題と研究課題aasignments

を学ぶ。

数と代数

生徒は次のような機会をもつべきである。

*引き続き数及び計算過程、式及び方程式を手段として状況を解釈し記述し、及び問題を

解く。

*単項分母の分数表現を含めて簡単な代数表現を用い扱う。

春文字で表された変化量がどのように一般的な関係を式で表し証明するのに用いられるか

を経験する。
*引き続き一つの未知数による簡単な方程式及び不等式をたて、また解く。

*二つの未知数の方程式をたて、解釈し、多様な解法を学び、それらを点検し評価する。

*文化的歴史的脈絡における数と代数の例を見る。

*例えば特別の特徴を持つ数やある種の文化における数秘学numeroIogy,数のなぞなぞ余

興など、いくつかの面白い数的関係で学習する。

幾何
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生徒は次のような機会をもつべきである。

*引き続いて、特に平面に規則的regular又は準規則的semiregularパターンを作りかつ調

べることによって図形figures、形shapes及びパターンpattemsの特性について学習する。

規則的な3次元の図形について学び、場合によっては準規則的な3次元の図形について

学ぶ。

-*測定の縮尺、合同と相似の経験を得る。

巧Iき続いてピタゴラスの定理とその証明について学ぶ。

*並行移動、線対称変換及び回転並びにこれらの組み合わせなどの幾何学的変換を行い記

述する。かつ、パターンを作り分析するためにこれらの幾何学的変換を用いる。

*例えば自然の中、芸術、技術及び建築の中、並びに歴史的遠近画の中の、美学と結びつ

いた幾何学文様を学ぶ。

データ処理

生徒は次のような機会をもつべきである。

*質問票を含めて、データ収集紙を計画し作成することによって簡単な統計調査を実施す

る。

*表及び他のデータから情報を見つけ抽出し何らかの不確かさ、偏り、及び誤差の源泉に

ついて議論する。

*データを整えグループ分けする。位置測定の適切な尺度としての最頻値、中央値及び平

均値、並びに分布幅及び実際には変動の他の尺度を見つけ、用い、算定する。
*棒グラフ、曲線、扇形図表、分布図表を含め、例えば情報工学を使いながら、統計的な

グラフと図表を作成する。

*統計計算の結果を解釈し、グラフと図表を解釈し、かつ、それらを批判的に査定する。

*引き続いて確率に関する概念を学習する。

グラフと関数

生徒は次のような機会をもつべきである。

*多様な関数表現形態を経験し関数の特性を調べる。

*関数概念を数学、他の教科及び日常生活における諸関係の記述に適用する。

*比例と反比例について勉強し、一次関数及び二次関数を学ぶ。

*俊喜及び方程式及び不等式をグラフで解くのに関数概念を用いる。
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社 会 科
導入
この科目と教育の目的
’力動的で民主主義的な社会にとってはその成因が一定の民主主義的な価値に親しみそれ

を支えることは必須のことである。各々の新しい世代は参加の価値を学び、私たちの社会

・の様々な部門を統治する民主主義的なきまりを擁護することが必要である。全ての生徒は

社会の成員であり、その創造と統治に正当な方法、多様なやり方で参加するであろう。社

会科は、生徒に共同の善のための任務を引き受けるための知識、自分自身の価値に対する

確信、願いを備えさせることによって彼らを様々な任務に準備させることを目指している。

これらの目標は、学校の外のより広い社会との密接な共同の下に遂行され根羽ならない。

過去についての知識は年齢を超えて人々を結びつける。私たちは私たちの時代を理解し

評価でき未来を計画することができるような知識を必要としている。社会科は、素善との

及び相互の交渉を通じて日ちびとがどのように様々な社会生活と社会の形態を発展させて

きたかを示す。私たちの社会、過去及び現在に対する考え抜かれた態度を発展させること

は社会科の重要な目的である。

経済学、生態学及び工学の相互作用は、今日、社会に対する重大な挑戦を提起している。

社会科は、生徒と自然との相互作用に対する生徒の洞察と興味とを発展させ彼らの生活の

条件及び標準についての認識を高めなければならない。

情報量の急速な増加によって若い人たちは今日多数のしばしば混乱した影響を受けてい

る。多様なメディアの使用は、社会科へのよい出発点を提供する。これは生徒が外観と展

望を獲得し、同時にメディアについての批判的な認識を発展させることを助けるであろう。

社会科の構造(略)(各学年とも歴史、地理、社会科学で構成するが、前期初等教育

段階では多分に広い科目横断的テーマとして扱われる。 )

この科目の全体目的(略)

目標及び主要科目要素(抄)
第8喜10学年の主要科目要素

第10学年

歴史一1750年頃から現在に至る主たる発展

生徒は次の機会をもつべきである。

*戦後の物質的成長の国家的世界的結果、並びに第一次及び第二次産業及び家族、運輸、

マスメディアにおける工学的革新についてを計算し評価する。

*福祉国家の出現を強調しながら戦後ノルウェーの社会動向、すなわち、教育爆発の背景

と結果、北海石油の抽出、メディアの増大する役割、近年の移民、性約割り及び家族構
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戌の変化、サミ文化のクローズアップhigher profile及びサミの自己認識の増大、他の北

欧諸国における主たる動向について学習する。

*近代工学が世界をどのように小さくし、国境を越えた、及び国家間の接触、貿易及び協

同の必要性がどのように増大しているかを見つけだす。

*ヨーロッパ及びその他における衝突と協同並びに軍縮、平和及び国際正義の達成の努カ

ー　について、世界共同体におけるノルウェーの役割を考慮しながら学ぶ。

曇第二次世界大戦後のヨーロッパにおける政治的発展を研究し、中欧及び東欧における政

治的激動が引き起こした困難と前信の可能性について議論する。
*アフリカ、アジア及び南米の2地域の発展と北米又は西欧の2地域の発展とを、世界の

異なる部分における社会発展の差異を引き起こした条件に力点を置きながら比較する。

地理一平等と不平等の世界

生徒は次の機会をもつべきである。

*人口に関する問題、すなわちその大きさ、構造、開発と移民及び難問について研究し、

都市の増大の理由と結果について議論する。
*世界経済、国際貿易のパターン及び労働の国際分配の主たる特徴及び異なる見解につい

て自分自身でよく知る。多国的協同活動についての及び様々な国連組織についての情報

を探す。
*北米、南米、アフリカ及びオセアニアのいくつかの国を選んで、その自然資源、生活の

仕方、生活条件について議論する。
*国連人権宣言の光に当てて世界の貧困部分と富裕部分の大きな違いについて研究し議論

する。 ;この差異が引き起こす問題を見、持続可能な開発について議論する。

*世界の主たる地理的特徴に親しくなり、大陸、大洋、主要山脈、湖、川と島を位置づけ

る。 ;入植地、主な都市、及び選んだ地域及び国におけるコミュニケーションについて

学ぶ。

社会科学一参加と統治

生徒は次の機会をもつべきである。

*彼らが思春期へと成長してゆくにつれてどのように権利と義務が広がるかについて認識

をするようになる。 ;家計について学びノルウェーの国家財政の主たる特徴について研

究する。

*性、同棲及び結婚と配偶関係に適用されうる規範を議論し評価する。 ;両性の平等、性

アイデンティティ、堕胎、胎児診断、並びに遺伝子技術、医療革新及び倫理的選択の間

の相互関係について議論する。

*様々な種類のメディアで学び及びそれを調査する。 ;様々な影響、圧力、広告を実地に

評価する。 ;新しい情報工学によって開かれた可能性について学び、その影響力の可能

性について考察する。

*ヨーロッパ及び世界の他の部分における政治条件と統治制度について研究し、ヨーロッ

パと他のどこかの国際的協同について学ぶ。

*後期中等教育の多様な選択の機会について調査する。また、変化し移行しつつある労働

市場に対する実際的な態度を発展させる。

以上

-21-
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ノルウェーの高等学校一現地視察を踏まえて-

発表要旨

北川　邦一

日本比較教育学会第37回大会2001年6月24日　京都大学

大会発表要旨集録158-159頁所収　　(資料全27頁は別掲)

(一)ノルウェーの教育改革

後期中等教育について、 1994/95学年度から制度改革が行われ、義務教育修了後、希望

する者全員に3年間(障害者は5年間)の後期中等教育を受ける権利が保障され、教育課

程改革が行なわれた。又97/98学年度から義務制初等・前期中等学校である「基礎学校」

の就学が1年早められ6歳からの10年間にされ、教育課程の改革が行なわれた(1999/2000

年度完了)。これら近年の初等中等教育改革は、 99年8月1日から実施された「基礎学校

及び後期中等教育に関する法律」 (98年7月17制定・法律第61号。略称「教育法」 )によ

って法的に集約整備された。さらに、その後、手話で初等中等教育を受ける権利の保障、

及び、今までに受けていない成人に後期中等教育を受ける権利を保障する「教育法」改正

が行われた。 (2000年8月1日)。また、並行して教員養成制度の改革が進められている。

(二)　高等学校とその基礎課程

①基礎学校の修了者は、志願申請によって3年間(障害者は5年)の全日制の後期中等教

育を受ける権利を有する。 ②志願者は省令によって設置される高等学校vidareg細ndeskole

の基礎コースgrumkurs (GK)の中から3つまでへの入学を申請でき、そのうちのどれか1

つへの入学が保障され、その上に設置されている2年間の上級コースvidaregねndekurs (V

K)のどれかで引き続き教育を受ける権利を有する。 ③公立高等学校及び実習企業での後

期中等教育課程は無償である(以上、 「教育法」)。

高等学校のGKは現在、 ①一般・経済・管理経営②音楽・舞踊・演劇③スポーツ④保健

・福祉⑤自然利用⑥造形学科⑦ホテル・調理⑧建築⑨建築関係技術⑩電気⑪機械⑫化学・

加工⑬木材加工の13があり、 ①一③は高等教育機関に接続しており、 ④→⑲が職業資格

に接続している職業教育学科である。

同年齢層の約95%が高校に、同年齢層のおよそ1/2が高等教育機関に進学している。

ー1一
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(三)後期中等教育教育課程　修得単位数　(1単位時間は45分)

共通一般教育科目 �一般、経済及び管理学科 ���職業学科 

1年次 �一般教育学科総計 �経済学科総計 �1年次 �総計 

ノルウェー語 �4 �14 �14 �2 �4 

英語 �5 �5 �5 �2 �4 

社会科 �0 �2 �2 �0 �2 

数学 �5(3) �5(3) �5 �3 �3 

理科 �5(2) �5(2) �5 �2 �2 

商業及び事務労働 �0 �0(5) �0 � � 

宗教/倫理 �0 �3 �3 � � 

地理 �0 �2 �0 � � 

近現代史 �0 �4 �4 � � 

古代中世史 �0 �3 �0 � � 

経済及び情報処理 �5(3) �5(3) �5 � � 

言語B/言語C �4 �8(12) �8 � � 

企業経済 �0 �0 �5 � � 

体育 �2 �6 �6 �2 �6 

専門科目/選択科目 �0(2) �28(26) �28(30) �22 �78専十6選 

最少修得単位数 �30 �90 �90 �3う �105 

(四)職業教育学科

職業学科は、第2学年=VKI,第3学年二VKⅡと進級するにしたがって細分化し、

VKⅡは取得職業資格の数に応じて約200に分化している。また職業学科のVKの学習は:

実際は過半の場合、高校で1年間のVKIと企業で2年間のVKⅡとなっている。 2年間

の企業内職業学習には理論学習も含まれている。職業教育は可能な限り企業内の2年間で

行うことが望ましく止むを得ない場合に限り高校の1年間で行うとされている。

(五)企業における職業実習(職業見習い)

①職業実習生I料ngは、 KUF省令の定める職業資格試験受験を目指して企業と実習契

約を結ぶ。 ②実習生は、後期中等教育としての職業実習を受ける固有の権利を有する外、

実習期間中、実習企業の被雇用者として法律と労働協定に定める権利と義務を有する。 ④

職業実習委員会は、職業実習場所を確保しなければならない(「教育法」)。

ー2_
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(六)教育を受ける権利の保障　　　　　(以下、発表当日追加)

(1)教育法が定める3年間の後期中等教育(障害者はさらに2年。企業での職業教育実

習を含む。)を受ける権利は、実質的に概ね保障されており、さらに発展させられている。

(2)高校では所定の課程について行けない生徒に対して1年多く教育をする機会を与え

ることが実際上広まっている。

(3)後期中等教育から外れる者に対するフォローアップ施策が追求されている(⑦stfbld

県教育部聞き取り)。

(4)手話で高校教育を受ける権利が法的に保障され、実際的に施行されはじめている。

2000年9月、現在HeimdalVideregaende skole(p.20)で15人。全国の高校でで200人。

(5)成人の後期中等教育を受ける権利が法的に保障され、 2002/2003学年度から実施さ

れることになっており、それと共に2001年1月から教育休暇の権利の拡大が実施された

(http://odin.dep.no/ku鵬n蜜elsk/publ! 2000年10月) 。

(6)問題行動のある生徒の通常学校復帰・社会適応への教育的努力が行われている

(Harden高校Tosterndberget分校(p.6 ~) ) 。

(七)希望に応じた柔軟な後期中等教育進路分化と職業教育

(1)94年改革の具体化としての中央政府の普通教育:職業教育の比率5:5配分と具体的

な職業教育進路分化は生徒父母の大多数に受け入れられている(90%以上が改革に満足)。

(2〉特に、 GK→VKI→VKII(学校又は企業)の学年進行の区切り毎の、学校間移動

を含む柔軟・機動的な進路分化の仕組みは、社会的養成と生徒の進路希望・能力をうまく

調整し得ているように思われる。

(3)高等教育進学資格と職業資格取得コースへの進路分化は、後者のコースから前者の

コースへの変換を可能にする教育課程を備えているため、あきらめ感や差別分断感を与え

ていないと見られる。 (関連して、賃金格差、職業資格の地位、高等教育を含む公教育無

償・奨学金・教育休暇の権利保障状況との関係把握が研究課題。 )

(4)特に職業科などで部分的資格に向けての教育や1年多い教育期間の実質的保障や、

教育行政機関二県教育部による学校離脱者フォローアップの制度、など落伍者を出さない

努力が行われている。しかし、普通科・経済行政科、職業科の一部の課程では出来る者か

ら入学・進学する一定程度の競争が見られる。

ー3一
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(八)職業実習委員会の下での職業実習を受ける権利の保障

実習生代表も参加する職業実習委員会の下にある公的機関が職業実習の権利保障に当

たっていることは、生徒の進路保障と安心感の充足に寄与していると思われる

(Sqr-Trqndelag県職業実習部、 P.18・ 19)

(九)教育学習・授業

(1)94年改革の理念として共通一般教育は力説されているが、そのための授業時数は

特に職業科の場合、 80年代までの日本の高校教育を念頭に置くと多くはない(報告要旨

(三))。少なくとも後期中等教育段階では専門教育を先行させそれに付随した一般知識・

技能の教育が重視されているようである。

(2)青少年の価値規範の変化、特に政治離れは著しいようであり、伝統的基準、特にキ

リスト教的倫理・知識を重視しそれを踏まえた価値・規範を育成することが重視されてい

る。順調な経済発展の影響が大きいせいか、 「争点」は明確化されていないように見える。

(3)生徒学生の国際交流は奨励されており盛んであり、次世代の世界情勢への対応は良

く準備されていると思われる。 (p.29. 'Norwegian pupIs/students studying abroad一、 Stovner高校

の海外交流プロジェクト・ P.1l、 OsIo Handelns Gimunasium日本語履修の生徒、 Fredrik高校

のグアテマラとの文化交流、 Adolf動ens Skoleの英語による国際バカロレア対応の化学実

験授業、同校の英語による物理学の実験授業、など。 )

(4)化学の実験授業や物理学の実験授業は、よく準備された教材・施設設備のもとに高

度な内容で行われていると見られる。しかし、自然科学・数学教育の広がりは、現代の科

学技術の発展・高等教育の必要に充分には応じ得ていないのではないかと思われる。

(Adolf enens Skole　での自然科学教育についてのインタビュー。 Fredrik Stadtで一番若い物

理学修士教諭50歳の話、見学したGKの数学の授業例、職業科から大学進学に進路変更

する補充的数学授業の例、等)

(5)見学した数学の授業例では、いずれも正確さや迅速さを競うというよりは、教師が

和やかに生徒の質問に応ずるという雰囲気で行われていた。演習問題の答えを数人が前の

ボードに書いてそれを点検するというやり方は、およそノルウェーの中、高等学校ではな

されていないと言うことである。

(十)生徒の自治、学校の管理運営への生徒参加・父母参加

(1)学校委員会への生徒評議会選出代表2名参加制度(教育法§ 11-5、 P.3l。 @stfold県

一4一
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の例・p.2)は、民主主義や協同の精神の育成を「お題目」にとどめないで、実地の参加

によって育成すると思われる。

(2)政府・ KUFは、生徒の民主主義と自治を奨励してきている(m。gZ,id打h。na,,。na,.。n,。.

for Educational Resources, 1994) 。

(3)国政選挙や地方選挙の直前での学校での模擬選挙や社会科の政党説明授業など時宜

に即した政治教育が試みられている。

(4)生徒会の取り組みは、いじめ・暴力克服や学校行事への参加が主であり、政治性や

対立傾向を含んだ運動は見聞した事例には無い

(5)学校教育・制度への生徒集団として要求は、不満や対立傾向として蓄積されるより

は、参加制度の下で学校・行政機関に吸収されているように見える。加えて、父母代表や

学校教育部外者代表を含まない学校委員会の制度、比較的に小さな人数の学校・学級規模、

資格を目指して年々学習集団が再編される職業教育課程の条件の下では、生徒集団固有の

要求の蓄積は難しいように思われる。

(6)生徒の代表参加は、教育行政制度への参加に繋げられている(S。r-Tr。ndelag県の教

育委員会の例・p.16、同じく職業実習委員会の例・p.18)

(十一)大学・高等教育との関連

(1)高等教育受講者の急増の中でuniversitetとheyskole (college)とのあり方が見直され

ている。 (NOUレポートほか、 OlaMqKUF県局長の説明・P12-13)

(2)大学は、入学は高等学校卒業資格を基本としており難しくないが、入学後、数学や

自然科学の補足授業拡充の必要があるという(Adorf釦ens SkoleのWattens教諭談・P.26)。

(3)人材需給の実態、高等教育を受ける人の急増、学費無償、教育休暇制度、奨学金制

度との関連を含めた高等教育の実態と課題は、ほとんど全面的に今後の学習研究課題。)

(十二)少人数学級授業の法的保障(p.31 ・教育法§ 8-3)

(十三)教員

(1)人材不足との意見が聞かれた。特に自然科学・技術系は好況の中での産業に比して

給与が低いという。 ((4)④物理学教諭・ 50歳が市で最年少修士。)

(2)中等学校教員および高校の普通教科教員が複数教科を担任することが原則となって
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いる事情は、各教員能力の十全な発揮に障害のように見える。 (進行中の教員制度改革を

見定めたい。)

(十四)教育の政治経済的背景・条件

」(1)ノルウェー経済は北海の油田もあって好調である。その条件下で労働者党などはEU

との関係を重視しているが国民投票での否決もあってEUには加盟していない。

(2)ノルウェーでは、教育問題、特に理念問題で主要政党間に大きな対立はないという。

しかし、人口約50万のオスロ全市で高校l学区の選択制度・学期明け約400の空席、私

学の台頭、 4校統合ハルデン高、 2校統合フレデリク高などは教育の規制緩和、自由化、

効率化の現れにも見える。

(3)KUFの示した94年.97年教育改革の理念に対して今までのところ批判を聞かない。

しかし、そのカリキュラム化過程には少なくとも一部に中央集権的で実状に沿わないとの

批判もある。

(2001.06.24記)
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ノルウェーの高等学校

一現地視察を踏ま.えて-

資　料

目　次

のstfoId県の教育行政・学校運営1

(1)ウストフォル県の行政　1

(2)高等学校の学校委員会　2

(3)高等学校教員の採用　2

(4)教育行政　2

(5)高校入学　3

ハルデン高校　4

特殊教育分校での聞き取り　6

グレメン高校　7

オスロ市教育部　8

ストヴナ高校　10

Hudpleier(スキンセラtOスト)科　10

KU F.スル・トロンデラーグ県教育局12

スル・トロンデラグ県教育部15

スル・トロンデラグ県組織図　16

スル・トロンデラグ職業実習委員会　18

ハイムダル高校　20

電気学科、電子学科　20

Heimdal校　社会科　　21

宗教教育　22

Adoif giens skoIe　23

倫理・宗教　25

社会科　25

自然科学教育　26

〈75〉



のs廿oId県の教育行政・学校運営

(1)のstfold県の行政

(99年9月聞き取り)

人口24万。 18自治体。内6つが市town。

.　　県庁所在市Moss、教育部所在地Sarpsborgサ/げAボ/レグ

県政機関

(全国には19の県)
Ordfqrer (オールフォーレル　知事　chalrman)

†　　　　　　†

l　　　　13人(執行部)月例会議を行なう

3人の政治家が入っている。

‾‾股に県の教育委員会は、 ①県議会が任命する。 ②後期中等教育及び同レベルの成人教

育に責任を負う。 ③地方自治法の定める範囲で、県が他の行政事務も兼ねる委員会によっ

て教育行政を行なうことも可能。

県の教育行政機関
Fylkesradmann 県行政長(radmann : Chiefoffice「)

産業及び

文化部

約20人

保健及び

福祉部

90rlO人

県　The County　月例会議　13人

ExecutlVe Board県議会にのみ責任を負う

6つの委員会　　高等学校教育委員会

(不詳)　　見習い制委員会

県の予算　31億クローネ　≒　400億円　(1nok≒13円　として)

direktβrトップ

12人の高校長

l人のfolkskole校長





財政

県の収入

国の援助

給料　90%

教材
●

設備

⇒学校に分配⇒学校が使う。

○学校は予算申請

○総額は総枠

(5)高校入学

第一希望に93%が入る。 (200人二7%が第一希望に入れない。 )

造形とスポーツ学科が難しい。

県に願書を集める。その調整が県の教育部の仕事。 26人のうち4人が係り。

中学校の内申書によって決める。

この県の独特のやり方。室見越。

(この方式は北ノルウェーに1県か2県あるだけ。他の県は学校を選ぶ)

県の教育委員会で決めた方式。

内申書11科目　0へ6の7段階評定。点数の付け方は法規で定めている。

高校の学習上の問題

県の高校生の20%が勉強について行けない。

履修内容の部分的修得にも証明書を発行している。

これに上乗せして勉強が出来る。

高校の脱落者　①高校に行ってない子に対しては、県が呼び出して面接して聞く。

②高校を辞める子については、書類に記入=〉フォローアップする。

本当に学校に来ないのは4%　一5%
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ハルデン高校

訪問・聞き取り　99.9.8

1997年、 4つの学校を統合してハルデン高校となった。

特殊学校:県で唯一の学校。生徒27人。

Porsnes　普通は生徒400-450の定員。今年は少ない。

教職員70人(教員の外、管理人や食堂用員も含む)。

職業コース

普通クラス

○ポシュネス分校

○リースム分校

○クリムセン分校

○特殊教育分校

lクラス15人

1クラス30人

床面積約9000請

6000壷

5000壷

1000n字

殆どの生徒は、ハルデンから来ている。

すべてのタイプの生徒を受け入れている。階層、社会的背景の違いがこの学校の生徒

に見られる。

99I2000年の学校の主要課題

すべての分野における質の向上

いじめ、麻薬、アルコール対策

生徒参加を重視

生徒たちが、学校について教員についてアンケートを企画している。

入学の手続き

①生徒は願書を県の教育部に出す。

②中学校の成績証明書。

過年度卒業生は、 l年(? ?)労働証明がポイントにプラスになる。

留年は、 1000人に10人く　らいの割合。

機会科の場合、 1年間で学ぶべき事に2年間を当てる生徒がいる。

今、 30人のうち5人はそう　している。

学習課題の全部を修了しなくても、一部(例えば溶接)を身につけたら、それについて証明

書を出す。

20→30%が、学科の全部をクリアすることは出来なかった。

職業科を選んだ生徒も1年追加の勉強をすれば大学進学の勉強が出来る。

そのために選択できる科目の提供もしている。

職業コースでも理論だけで終わるコースもある。

成人向きの席を25%設けている。 (1番年上は50歳がいる。 )

5%弱は外国人。多くは元ユーゴスラビア、パキスタン、ベトナム。
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70年代にパキスタンから労働力が入ってきた。

スポーツとteknisk byggefagの二つがこの学校にない。

† ・15へ17人⇒サブスブルグへ(6k爪はなれている)

小中で4k血以上、高校で6km以上離れていると国からコミューン、県に国から補助金がでる。

95%は家から通っている。

今年の入学では90%が第一志望で入った。

造形は第一志望で入れない子が多かった
.ハルデン高校には県で唯-のコースが二つある。

薬局技術(薬剤師の資格or薬酬)

†薬剤事務第3学年クラスを見学した。

機械プロセス

Skolerad

2人・‥教職員代表

2人・‥生徒代表

これが、

校長、教頭以外を

採用決定する。

基本精神と専門知識のカリキュラム

・電気のシラバス　or　カリキュラム

・造形

生徒規則(校則)

麻薬問題

ア/レコール
〕重視

している。

・その対策‥各市及び県の専門家が職域を超えて学校と一緒になってプログラムを作

った。

・違反者を見つけて罰するのでなく、修学できるようにするのが目的。

・いじめに対するプロジェクトもある。

クラスに1人づつ、いじめ問題を担当する生徒がいる。
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特殊教育分校での聞き取り　　　99.9.8午後14時12分~

対象生徒

普通の学校では学べない

中学生の段階で乱暴をする
〕
生徒たち

今、女子8人、男子19人、計2　7人の生徒。

社会生活に問題のある生徒たち。情緒生活に問題のある生徒たち。

全県から来ている。この近くの子たちは殆どなし。

全寮制の学校(次第に宿泊日数を増やす)

多くの子供たちは愛情不足。両親と一緒に住めない。

大きな機能障害は無い。

学校には1年単位で願書を出す。 (5年間まで教育を受ける権利がある。 )

最高4年、ここにいた子がいる。ここには平均3年居る。

職員たちは、長く屈すざるのは良くないと思っている。

学習内容は、 3週間が単位。　　　　　　出席と社会性を重視

クリアした子は、その生徒の出身の町で実習ができることを目指している。

実生活を重視する。

生徒は3段階に分かれる。 1)24時間の監督付き。 2)夜の監督。 3)普通の生活

農場が周囲にある

コース1。自然を使ったコース。農場はあるが酪農はしない。

コース2。木工　4人。家を建てるのではなく、家具など小さなものを作る。

コース3。機械　6人

コース4　ヘルスソシアルフアグ　6人

1週間に2日、近くの幼稚園児と保母がこの学校に来る

また、 1週間に1回、老人センターにゆく

1週間に1日は、学校で売店を作って売り、食事の世話をする

AqAコース。経営・コンピュータ・市場開拓

1人1台のコンピュータ。学校のニュースレターを作る。

グルンクルスに戻れるように、数学、ノルウェー語、社会、英語をやっている

食事を一緒に作ったり。

半強制的に課すこともある。

この学校のアドバイザーと出身コミューネの担当者が連携して

仕事

住まい

友人関係・ネットワーク

を保障している。

殆ど100%の生徒がこの保障を受けた。

追跡調査をした。 4, 5年たっても仕事と住まいは続いていた。

友人関係はフォローアップ不可能。人間関係が淋しい。学校の寮が良かったという。
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44人のスタッフがいる。

うち教員1 1人

教員はすべて特殊教育教員資格を取っている。 1年で足りる。

しかし、 2年間の学習をした人もいる。

グレメン高校

(訪問:99.09.8日　10時~)

生徒数1000人

3万壷の敷地　サッカーコート10個分

240人の職員、うち170人が教員

5つの基本精神:快適、安全、安心、協力、ポジティブ

これほどの環境では、教員、生徒一人ひとりの精神を良くするしかできない。

上からの監督ではだめ。

も重要になっている

†約5%の生徒

この学校の生徒の95%の生徒が授業に満足。学校生活が楽しい、教員のレベルが高いと思

っている。 (のs(foId県のアンケート調査)

普通科は一クラス生徒数30人

職業科の専門科目は最高15人。 12へ15人が普通。

学校の課題:ともすると1つの学校の中にいくつもの高校。

それを防いでみんなで一体感を作ることが重要。
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オスロ市教育部

99年9月14日　13時30分一15時

高校入学　13の基礎コースは他県と同じ。

成績順で選ばれる。

1年はすべてここの教育部(etat)に願書を出す。

2年、 3年、職業課程は毎学年毎に市に願書を出す。

スポーツ科、普通科。経済科はその学校で3年過ごす。

高校の制度は市(他は県)で決める。

生徒はまず学科を決め、その学科のある学校を3つ選ぶ。

この点は、他の県と全く違う。他県は学校を選ぶ。

理論的にはコースも3つ選べる。 (3×3二9つ選べる)

実際には殆ど選んだ学科に入れる。

教員(ratgiver)も入れる現実性のあるコースを志願するよう指導する。

成績順に取るので学校差ができる。街の中心にある学校が人気。

職業課程は規模が小さい方が人気がある。

市政で変わる。

労働党市政の時(へ1995?)は地域性を重視していた。

今は全市1区

今はF+右(Hのy「e)　(対　A労働者党　十　S V社会主義左等)

今度の選挙の後も、 K rキリスト教民主党が多分、右につくのではないか。

今まで右の政党が執行部の市議会だった。

多分、同じ政党の執行部になるだろう。

(特定の学科・学校に希望者が集中したとき、調整する仕組みがあるか?)

基礎課程入学決定の仕組み

2回に分けて希望を取る。 1回目の希望提出は7月10日、 2回目は8月5日。

1回目の希望から抜けてゆく人がいる(・外国に行く。 ・私立学校に行く)

希望の多いところから成績順に決めてゆく。

学校が始まったときに、その課程にでてこない人が400人いた。

海外に引っ越し。

両親はオスロ。しかし、他県のバーネワン(??)の決定で(? ?)

グルンクルスをもう一回やり直すつもりだったけれどもやっぱり止めた者、など。

すでに入学コースが決まっている者は、変えることが出来ない。

400人の欠員部分は、それなでの2回の決定で入れなかった者がそこに入れる。

オスロに24高校がある。 7793人が入学許可された(99年8月)

ー8-

〈83〉



うち400人が学期当初に来なかった。

現実に希望が多くて入学定員を増やした学科は?

ホテル・サービス学科は増やした。

高校生活調査‥90%の教師も94年改革に満足している。

年取った人のための入学の別枠がある。

夜間学校もある。

学校間格差　　(日本では大学に進学しやすい学科・高校が入学が難しく、

.　　　　　　志望者が多くなっているが、そのような現象はないか?)

オスロ市の西の方が学力が高い。

概して、子どもはお余の職業に応じた職業に向かうコースを選んでいる。

ノルウェーは機会均等。

でも実際は親の社会階層に応じている。

スウェーデンのように学校が社会階層の影響を減少させているか否かについての調査が

あることは私は知らない。

(特定の学校や特定の学科毎に定員が満たされない傾向があるか?)

自然利用natur-brukや化学過程chemieprocessの学科はオスロの環境ではその方面の職

業に就く可能性が少ないので希望が少ない。

生徒の希望とこちらが提供できる学科とのかねあいが難しい。

義務制、高校一貫行政

オスロは、大きな都市コムーネであるが、基礎学校行政に関してオスロの特別の教育行政

の仕組みはない。

基礎学校と高校の教育行政を一貫して行っているオスロの方がよいということがある。

基礎学校については一番近い学校に行くという原則でやっている(地域性)

境界の場合は兄弟がどちらに行っているかが考慮される。

基本精神は、地域で子どもを育てる。

高等学校の教務担当の責任者

ソグンは、単科高等学校

ストーブナーは普通科と職業科がある(これは新しい傾向。 15年くらい迄に??出来た)

オスロ・ハンデルス・ギムナジウムは単科で古い(98年?に105周年。 CuPをもらった)
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Stovner高校

99年9月15日　9:45へ

私立学校の問題が出てきた。

オスロでは賛成派・ ・ ・伸びた。　H⑦yre

反対派・ ・ ・Venst「e、　S V

H :競争を利用して学校全体の質を上げる。

遠距離通学の問題が生ずる。

この)学校はオスロ市の北東部にある。

普通科:近くから来ている生徒が多い

職業科については、ソグンとストブネル(地域)がこの学校だけに来る。

Hudpleier(skintherapist)の学科

hudpieie「(Skinthe「apist)　(PIeie二take ca「e of)

オスロではStovner高校だけにある。 ∴他校のGKからもこの学校のVKに来る。

逆に、 StovenerのHelse○○g SOClalgagのGKが進むVKlは、 Stovnerではこの学科だけ。

StovnerのGKからこのVKlに進むのは5,6人

生徒数は、 VKl、 VK2で60人。専門学科の教員は4人。

生徒の負担にかかる費用: VKlで4000へ5000NKO(7万5000円く　らい)

VK2で、 2000クローネ

約20年前に既にこの学校にこのコースはあった。

この学科は人気があって、入るのに難しい。就職も良い。

Hudpleierの時給　400~500NKO

マッサージ産業はすべて私企業。

Hudpieier科の専門科目(この項。出典一Din viede「egaende oppl鍵「ing? ’2000-2001. side74)

冊dpleler Skole Vk1 2..r(学校での第2学年)

専門科目　25時限/週

8　DermatoIogi(皮膚病学・皮膚科学)

8　Hudpleiefag

4　Service og etikk

5　Apparat-　Og Pr。duktl・re

Ilし1dpleier skole Vk2　3..r(学校での第3学年)

入学資格　VKl hudpleier

専門科目　29時限/週　　　(Sovnner校の3年では週30時間のうち13時間は実習)

2　Mlll・1・re(環境学習)

4　DermatoIogi og sykdomsl・re(皮膚病及び病理学)
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3　Bedriftsl・re(企業学習)

5　Make-uP Og fargel.re(メーキャップ及び色彩学習)

15　Hudpleie fag

選択科目　4　時限/週

Helse-Og SOSialfag(GK)

その専門科目　22時限/週

11保健科目

6　社会福祉及び心理学

●5　人間生物学

海外交流プロジェクト

ロンド トランドの との交流をしている。

「最初。 HudpIeier 「 2校との交流。普通科(4クラスある).hudpieie「の方は断られた。

EUの学校との交流。これを利用して教員の交流も行う。

日本の17,18歳の生徒が教師と来ていた。

99年3月から短期交流のプロジェクトをはじめた。

(生徒に入学時に?)この学校を選んでもらうため。

この地域は経済的に平均よりやや下。

その階層の子どものために学校が機会を開く。

3万5000クローネ、生徒は国から経費をもらえる。

今申請をだしているところ。私たちはOKをもらえると見通している。

2000年8月から。

オスロ市教育局はこういう企画にポジティブ。

学校増築計画がこの学校にはある。

2000 n子の教室面積を増築。

¥’2003年8月入学者のなると2000人の高校定員が不足する。

海外交流のこのプロジェクトをやると1年間に45人の生徒が海外にでるので

毎年その間の生徒数を増やす(20へ30人が普通科。 15人がスキンケア科)

2006年8月(7年後)に5000人の入学すべき生徒が増える。

(小中学生が現に増えている。 )

この学校の生徒の35へ40%が外国語が母語。

inspektの「等のリーダーは、校長を含めて毎日会合する。
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K日F ・セール・トロンデラーグ県教育局での聞き取り

2000年9月5日。オーラ・モー01a M.e　局長UTDANNINGSD工REKT・R AV STATENS UTD

ANN工NGSKONTOR I S.R-TR.NDELAG ,

高等教育問題認識

’　①知識社会への対応、 ②human-CaPital理論　③国際間の要因としての教育。多文化社

・会への対応。同時にノルウェーの伝統尊重。 ④教育学的な最近化。 ⑤生産性の能率化

.教育改革論

上の5つは西欧の教育学的理念と同様。しかし、ノルウェーでは　教育における民主主義

に重点を置いている。したがって、多くの国民により長く教育を与えることを重視し、エ

リート・専門家の教育よりも国民全体の教育に重点を置いている。イギリスのサッチャー

リズムの影響はあまりない。今のところ好調なノルウェー経済の状態が前提になっている。

94年の改革、 97年の改革は労働者党の文相ハーネス(Gumund Hemes)が指導した。

ハーネスは、どちらかというと教育内容の最新化。

97年9月選挙の結果、中道政権に移り、文相もキリスト教政党になったが、 2000年春、労

働党が政権に復帰。しかし、ノルウェーでは、教育に関しては労働党と中道政党の問に大

きな違いはない。ハーネスの改革理念には、中道政党からの反対はない。

中道政党は中道政党は、やや、競争、個人の教育、専門家の育成を強調している。

また、中道は地方に重点。労働党はやや中央管理的。

L.replanverketの作成は、ハーネスの跡を継いだ97年政権までの労働党の文相Reidar

Sandal。 96年のL・rePlanverket以降は、どちらかというと、教育方法の最新化に重点が移

った。 97年改革はデューイ理論による。

今は、ミョース(Ole Danbolt Mj・S)の率いる大学改革が論議されている。

NOUレポート(Norgws offentlige utredninger)　2000:14

Frihet met answer om h.gre utdanning og forskning i Norge

humann-CaPital論。 (NOU報告71頁以下)

資本と労働力だけでなく知識も経済発展の要因(として重視する)。

国際教育　①経済の国際化　②政治の国際化　③E Uに加盟していないがEUとの関係深

くなっている。 ③個人の流動性(よく海外に行く)。 ④ノルウェーに外国人が多くなった。

外国語教育に力を入れている。自分(59歳)は中学から英語。今は小学1年生から英語。

多文化社会への対応教育の関係。特にユネスコの「国際教育」の影響ではない。
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大学・高等教育入学制度

①高校を卒業して、大学・ホイスコーレに入学する。

職業科から大学に入るには、ノルウェー語、英語、数学、理科、社会を-定水準まで勉

強していないといけない。 (この成績は高校が認定)。

この5つの科目を勉強すれば、原則として大学に入学する権利はある。

②しかし、現実には収容能力の問題があるので、高校の成績を点数で計算し、点数の高

い者から入る。

③その上で、医学や工学の場合、各大学(学部)の特殊な科目の試験がある。この試験も、

各大`学が独自に行うものはなく国の規則で決まっている。国の法規で、どの科目の成績を

計算するかなど、各大学の入学制度は定められている。例外として、芸術や実習の設計と

かは、大学で試験をする。

④3つか4つの科目は、国家試験(Examen fra vldereg.ende skol。)。

数学、英語、理科、ノルウェー語、第20r第3外国語

⑤高校で職業科を学習したが、大学に進学したい者に対する補足教育の期間は大体1年。

権利として保障するのではないが、国は補足教育の機会を与えるよう県に勧めている。

⑥定員(席)の何倍かの入学生が生じているのは、 5科目履修者が高等教育を受ける権利

を有するという原則と収容能力の矛盾の問題。

‾つには、入学許可が出ても、複数大学・高等教育機関に合格し、実際には入学しない

者がいる。学生に入学大学の優先順位を付けさせることを検討する必要がある。

⑦もう一つは、原則として入学する権利があるので、入学させないためには入学させな

いことができるという許可が必要。 (省あるいは省の定めに従って大学の理事会が定め

る)

ホイスクーレの場合は、始めから人数制限がある。大学は公開が原則。

⑧現在、 94, 95%が高校に進学。卒業はそれよりやや少ない。高校は、職業と一般

が50%、 50%になるよう、政府は目標としている。現実もそれに近くなっている。

80年代-90年代の始め青年の失業が大きな問題だった。

80年代末、労働党が青年の職業又は教育を保障する政策を出し、そのため大学にも金を

出した。 (前に高卒の人も大学教育を受けられるようにした?)

労働党の青年保障政策。

数年で大学・高等教育進学者が2倍になった。 80年代末-90年代始めのこと。

94年改革の背景

大きな目標は、できるだけ多くが卒業することであった。

職業教育について、原則として学校で2年の学習の後、企業で実践及び理論学習2年と

しているのは、世界的にもノルウェー独特の制度と考えている。
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見習い制度

従来はノルウェーもdual systemだった。 94年の改革で組み合わせた。

従来は、 VKl、 VK2に進むことが困難だった。県の義務、生徒の権利を定めてこれ

を克服した。

企業での実習と、企業にゆけないために学校で行う実習とでは、実数は前者の方が多い。

S.r-Tr・ndelag県では、 93年の2倍以上の見習い実習ができるようになった。

’ 94年改革前は、年長者が職業教育に入っていた。

94年改革は、 16歳の青年に教育を受ける権利を与えた。

`　成人の職業教育の機会が不足した。

それを解決するために、今年6月1日oppl・ringsIova(oppl.ringsIoven)を改正した。

1978年以前に生まれた人の後期中等教育を受ける権利を定めた。

企業実習重視の背景(理由)

①学校と経済界の協力の必要性があるという考え方。人間性の育成を重視すると協力が

難しくなるおそれがある。義務教育と企業との連携を進めようとしたが、これはやや問題

を生じた。

②活動を通しての学習の方が生徒は楽しいし、効率的であるということ

③企業では最新の機器を使うが、学校で最新の機器を整えるには金がかかる費用がかか

ると言うこと。

教科書行政

①今年の夏、法改正があり教科書の承認の制度がなくなった。

教科書にかつてほど重点を置かなくなった。 l.replanに重点を置く。

②教科出版書は、民営化している。

③教科書採用は、義務教育では各教員が選び、学校の予算の範囲内で(したがって校長の承

諾を得て)買い、生徒に貸す。学校の経費は、義務教育ではコミューネが出す。

高校の教科書は、教員がきめ生徒が買う。価格制限はない。市場競争が働く。

教科書会社の大きな収入になっている。

④高校の教科書は高価なので1億NOKを政府が教科書購入のための補助金として出すこ

とに決めた。国から県を介して1人ひとりの生徒に出るだろう。詳細未定。未実施。
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スル・トロンデラグ県教育部での聞き取り

2000年9月8日

政治行政機構

53人の県議は選挙

一部の県議は兼職

う’ち1 3人が執行委員会(常任委員会)

3つの委員会の委員はすべて県議(教育委員会の生徒2名を除く)

4つ目の の3人は従業員代表

OFylkesr・dmamは、行政の最高責任者である0募集して応募した中から議会が選ぶ。

職は身分保障

この県では任期は無い。

r.dmamを設置することは法で定められている。

Or.dmanの下の各部の部長(教育部長など、 )は、 Fylkesutvalgが選ぶ。

○県の議長及び4委員会の委員長は、県議会選挙の後の議会で決める。

各委員長がその委員会の委員を決める。議会の構成に応じて。

○教育部の中の職員は教育部長が選ぶ。

028の高校の校長は、応募者の中から部長が選ぶ。

職員は、校長が選ぶ。

この県の場合は、教育実習委員会は教育部(教育部長)の管轄外。

教育部長職設置は法定ではない。

長官r.dmannから任務を委嘱されている。

∴長官に反対の意見は提案できない。　自治法§ll-6

0教育委員会の生徒代表は、発言権はある。決定権と選挙権はない。

県の主な機能

①病院の管理運営、 ②道路整備、 ③高等学校等の設置運営、 ④産業開発

県の雇用人(従業員)　1996年　　　1998年

8799人　　　　　9321人

平均的な県で平均的な雇用者数である。

(高校教員、病院の医者、看護婦、管理公務員を含む)

9321人のうち1500人が高校教員。

500人がその他の高校職員。

高校‥生徒及び見習い実習生が約10,000人
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スル・トロンデラグ県組織図(く25〉頁前掲図に同じ)
S脚-T「撮delag fyIkeskom皿II皿e, ORGAN霊SASJONSKART

1996年以来の組織図

2000年9月現在も同じ。

Politisk niva　政治レベル 県議会

教育部　　　　職業実習部　産業通信文化部



OFylkestingが取り上げるのは、大きな問題だけ。

074(94? 高校に関する法律ができ、概ね今の決まりのとおり。

02000年8月l日の教育法改正で、成人の後期中等教育を受ける権利を保障した。

○低学力( 「弱い生徒」 )問題が発生している。　karakuterar(個性、特徴;評点) under

middels (means、 eXPedlent　手段、

方法)

.高校の教員は、高校らしい教育をするべきで「保護者」のような役割を果たす教員教育

は受けてこなかったという意見がある。

今の高校は、みんなのための学校。 inkluderende skol。(KUFもこの概念を用いてい

る。 )

これについて議論している。

今の法律では、生徒の必要(ニーズ)に応じて教育をしなければならない。

みんなを受け入れる学校の教授法をしなければならないが、大学等でそういう教育を受

けてこなかったので困っている教員がいる。

当県ではKU Fの方針を実施するプロジェクトを作り議論をしている。

ORessurs kontor

¥がいくつか教育(琵貴会)をしている。
産業界の講習

この事務は独立。独立採算性を採っている。

場所は、学校を使う。 20校。

成人教育法に基づくものではない。

なぜするか。 1.学校の収入になる。

2.学校と地域社会との結びつきを強める。

○県の教育計画

2004年までの計画を作った。 2004年以降、 16-19歳人口が急増する。

いくつかの側面で県の予算の承認が必要。

全体枠:地方債が大きすぎた。

Fylkesmam(県長官)が県の予算を認めない場合がある。
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スル・トロンデラグ職業実習委員会

9月　8日。 yrkesoppl・rinngsnemdについての

スル・トロンデラグ県職業実習部(職業教育委員会事務局)での聞き取り。

職業実習委員会yrkesoppl.rinngsnemndの構成

○被雇用者代表　2名　　　　　　(2名ともしOの代表)

.Stig KIonsten:委員会副委員長　建築の地盤作り、壁作りの職人。

ノルウェー労働者党の県書記長

. synnove Bergan:商業事務(handelns)の労働組合の専任

○雇用者側　　　　2名　(当県では2名ともNHO。雇用者組織はK Sが代表の県も)

. Eivind Jonsen:委員会委員長。約20年間雇用者側の連合組織NHOの代表の職にある

.Arve Haugan:ペンキ塗りの仕事(マスターの資格)。 NHOの代表。

○実習生代表　　　　　　　1名

. Ingen Ronesen　　実習生代表の最初の2年間の正代表

(ドレス・スーツの刺繍の勉強をしている)

(・M・ ・　　　　　副代表。 ) (実際は、対等な代表)

○産業・雇用に詳しい人　1名　　(産業委員会の代表)

○学校に詳しい人　　1名　　(Hovedutvalgの代表が来ている)

これらの委員は4年間の任期制。今の委員の任期は1999年10月1日-2003年9月31日。

実習生の任期は2年。ただし、連続性を保つため正二年、補欠二年を入れ替わりで務める。

(それぞれが、正と副合わせて4年を務める。 )

職業実習委員会事務局の仕事

・実習生の席を見つけること

・途中の連絡、細かい問題の解決

・職業資格試験の実施

・実務　資格証明書発行。応募の受付。企業訪問・受け入れ依頼。実習生を訪問

○年次報告を出している。

○事務局の人数1 4人

○実習の席がなかった人で権利のある人: 6　2名

この生徒のためにVKⅡを学校でやらねばならない。

・それまでの成績が悪い人

欠席が多い人

○他方で、進学したいので学校でのVKⅡ を目指す人がいる。

1年で終われる。

これをなくす努力をしなければならない。

VKⅡをクラスで作ると予算がかかる。 (1人当たり6万~7万NOK/年。 84万円~98刑)
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その費用をこの機関が払わなければならない。

しかし、法律によれば席を与えると断ることはできない。

これをこれから厳守させたい。

○一般教育40%、職業教育60%にするのが県議会の指針。

行動計画　　2000-2003年

目標は、 ・学校に見習い生を考慮した教育をさせること。

・企業に、学校で得た教育を踏まえて見習いをさせること。

調整のためには労使の協力が必要。

○今“、ピーオーセンに、 2004年に完成予定の高校を建てている。

車を修理する企業を学校に作っている

○席、設置の時、常に雇用情勢を考慮している。

○失業に向けて訓練をする事は避けようとしている。

○職業紹介機関もあるが、その???

いま伸びる可能性としての職業

・厚生(看護婦etc.,)　2007,2008

・トロンハイム(建設)

ex.この町の病院の建て直し

○職業教育委員会の長と副長は日常的に仕事。

また、その仕事を婁要員に委嘱。

契約を結ぶとき、 0 skontOrを 通じて結ぶ。

企業側の実習生受け入れ事務所

○今、委員会が取り上げている課題は、それを、例えば、 ▽厚生社会、 ▽建築・建設、

▽事務、のように、職業別に設けるべきか否か。 (従来は,kontorが職業別にあった。 )

職業教育委員会では、業界別に席を見つけるべきだとして、建設業界のkontorの申し出

を断った。

○学校と企業との関係。附加事項

見習い生の実習の改善のために企業において見習い計画を作ってもらった。

99年以降は、計画書無しには実習生を受け入れることができない。 (法定どおり。 )

○途中放棄、途中解約、不満・苦情、見習い生の理論学習

. KU Fに取り消しを報告している。 O R D I Nに載っているだろう。

・取り消しは、殆どが見習い生の方からである。

選択が間違っていた、体験して不適性が判った、等。

・企業から解消した例はほとんどない。今年では2つ目を扱っている。

・見習い生が大きな間違いを繰り返している。

・サボり。ものを盗んだとき。

○今のところ、 3年の権利(後期中等教育の?。 )を4年に伸ばす話があるが、実嬰段階。
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Heimdal校

電気学科、電子学科の聞き取り　　9月11日

Henrik Henriksen…電気学

K.re Sundsfjord　…電子工学

一　電気、電子どちらも人気があって生徒の学力水準は高い。

.生徒の学力には差がある。

12人,Or13人が1クラス。

`　障害がある人も受け入れなければならない。

他方で、入る生徒は学力が高い。

聾唖者で読み書きの悪い人がクラスの中に2,3人いる。 (数年かけて卒業する)

低学力の生徒のために特別の教育をしなければならない。

聾唖の生徒が電気のVKlに1人いる。手話通訳がついている。

・スポーツ・体育でも本来2年間の過程を4, 5年かけて特別の選手養成をしている。

電気。学校で2年学習、

2年半実習→卒業。又は3年学校で卒業(この学校では、無い。 )

学校では理論学習(器具のない) 、企業では実習という風になってきた。

学校では実際の企業での作業に触れないことで生徒の不満がある。

電子工学の方は、実習、実践学習はやりやすい。

VKⅡ、実習企業の席がない。殆どの人は学校で3年間学習する。

運が良ければ、 2年の学習の後、実習の席を確保できるが、今の所それがあるのは電話

機の組み立てのみ。

学校の3年の勉強で卒業資格を得るが、その資格は仮資格のようなもの。

あと1年半実習が残っており、就職すれば1年半の後、正規の資格を得るが、

その実習をしなければ無資格に終わってしまう。

GKは、電気、電子あわせて2クラス。 12×2二24人

この中で申し込んだうちのうち半分はVKIに残る。

電気VKI : 15人。電子VKI :15人。すべての上級コースは一クラス上限15人。

VKIに行けなかった人も電気・電子を学ぶ権利を持っており、県の教育部の責任で長い

時間を掛けて、完全な資格では無いとしても、勉強するようにしている。県教育部がそう

いう生徒をフォローアップする責任を負っている。

この学校ではr.dgiverの1人が担当している。

達しない人は、部分的資格証明書をもつ。 eX.店のレジ。

一つのクラスのうち」 2, 3人が高等教育を目指す。
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TOF。 Tekniske og Felles　最近・一般教育及び技術科というのができた。

学校で4年間学習をする。

GKで　学校3日、企業での実習2日。

4年の途中で証明書を取って、さらに物理、一般科目を学習をするが、

技術の資格を取る。

t

Heimdal校　社会科　samfungsl鍵reの聞き取り

(一般教育向け生徒の社会科　2000年9月Il日)

`　Henry Notaker　教諭

○毎週2単位時間(二2コマ二2時限)の授業

1コマ45分×1年75コマ×2

0生徒は成績を重視

〇第l章　ノルウェーの政治の仕組み

議会制民主主義、政党政治

〔国

コミューネ

県

今は政治意識が変化しつつある。どちらかといえば右傾化。

地方裁-鵜最高裁

国際政治のこと

戦争と平和、国連、人権、

家族、家庭、男女、人権

○道徳、子どもの権利

労働市場、労働と経済

○失業防止がノルウェー政治の大きな課題

○生徒は労働に関する個人の権利、義務を学ぶ。

労働紛争、労働組合、雇用者組織

職場における民主主義、職場の社会環境・自然環境

○生徒は起業家になることを学ぶ。企業の作り方

○他文化、他宗教との出会い。

○社会問題を取り上げると生徒は関心を持つ。

○生徒は政治にあまり興味がない。

○木、土にバイト。

Oex・20年前は政治問題に関心をもち、それに関する新聞記事を読んでいた。

今は、マテリアリズムmaterialisme=materialism物質主義、実利主義

ー21-

〈96〉



私の子供時代: 10~15人に1つサッカーボール

今はみんなもっている。

○戦争と平和の諸問題

①2重の教育が必要 ※[ 客観的な事実の教育

その上で教師が自分の意見を言う。

②教科書の承認は大きな問題ではない。

将来は、生徒が自分で選べる状態にする。

③・30年間社会を教えているが、一度も非難を受けたことがない。

・※この規準は、大多数が受け入れるであろう。

・色んな人を学校に呼んで話をしてもらっている。

④ノルウェーでは政治家が教師を非難することは非常に稀である。

“∴ノルウェーの教師は、異なる見解の政治家等を学校に招いて話をしてもらう慣行あ

る。

政治家が教師を非難することは、殆どない。

学校のあり方を納得している。

政治家に教師出身者が多い。

高校で親の意見を聞く機関がない(事は問題かもしれない? ?)

ナチスに近い教育をして裁判になった事例が数少ない事例。

宗教教育(同じくHenry Notaker　教諭　2000年9月11日)

北川の質問。 

①道徳や秩序を教えることと宗教教育との関係 

②自然科学、科学的認識と宗教との矛盾はどうする? 

③宗教問の争いについてはどう教えるか。 

①道徳と宗教は区別して教えている。

道徳と宗教は伝統的に結びついている。

宗教心が落ちると道徳も落ちるということにならないように。

宗教に共通の道徳や人間のあり方があるということが宗教の時間の内容になっている。

1800年代のキリスト教と社会主義の問題を取り上げて共通点が多いことを示している。

②科学と宗教

自然科学的な世界観も取り上げる。

自然科学とは違う側面も取り上げる。

③宗教間の争い。

宗教に対する寛容を教えている。

宗教に脚があれば、それを(是認すべきでないと教えている)

ex.結婚相手を親が決める。
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校長(社会科について)

高校での越灘追選の社会の時間は2時間だけ。そもそも興味を持っていない。

もう少し実習に、社会科で学ぶことを関連させて教えた方が良いという考えをもっている。

Trondheimの工科大学の教授たちは、高卒の生徒の数学の学力が落ちているといっている。

しかし、私(校長)は、そうは考えていない。優秀な生徒は昔と変わらない水準に達して

いると思っている。

I・生徒は難しい学問をしなくなったと言えるかもし得ない。

何が大事か 実習を組み合わせて、実践と理論の結合。現実的な問題を学習する態度

発案する

生涯にわたって学習する態度

Adolf eliens skole　　　　9月12日火曜9時-

Rektor Kjell Jensen

Vice President Per Mehus

376人の生徒

GK　　　一般教育　4つのクラス　29人のクラスが4つ

うち1つは、 hande畏まi=kontor (?) (商業兼事務)

このクラスは自然科学と数悪の時間が少し少ない。

職業に就くのが前提。

VK1　　7つのクラスがある。うち4つは、一般教育

りの3つ

VKのこの3つに進学できる

・商業事務(→2年実習→職業)

・ I KT (→2年実習→職業)

すべての13のG Kから応募できる。

・旅行サービス・ホテル(→2年実習→職業)

他の学校からも来る。

VKⅡ　一般教育のクラスが4つある。

ノルウェーは政治目標としては、複合学校を目指している。

この学校は従来一般教育校だったが4年前から職業学科VKIが付け加えられた。

3校交換授業

ー23-
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この町は、一般教育に重みを持つ3つの高校が協力する仕組みを作っている。

時間割り表もほぼ-緒。

町の中心にある3つの学校の協力機構を作っている。

Adolf eliens skole

Kated「aIskoIe

Ge「ha「d Sch‘∂nings Skoie

となりのカテドラル校の100人の生徒がこの学校の授業を受けに来る。

逆にこの学校の100人がカテドラルor X校の授業を受けている。

・カテドラル校は、イタリア語、ラテン語を教えている。

この学校は、スペイン語を専門。

G校が、フランス語、ドイツ語専門。

‾般教育では30時間GKでは全部義務。

外国語はいくつかのなかから選ぶ。

第2外国語としては、独、仏、スペイン語の中から選べる。

中学で勉強した人は、やや中級から。

VK量　共通科目は週13コマ(1コマは45分)

その他は生徒選択

殆どの生徒はこの学校のVKI

この学校に来る生徒は優秀なので。

生徒数の上限は、法律or制令で定めている。

この学校では6, 7割が物理を選ぶ。

〕計　30コマ
数人の生徒は他蹴。

けれども自然。

しかし、物理を選んでいる女生徒は3割。

基礎コースの応募者:平均2倍くらいが応募する。

今年は減ったが収容能力を20へ30人超過。

VKIへの応募:数人が入れ替わるほかは、殆どは自分の学校に進む。

この学校では約10人、変わる。

一部は外国との交換留学。

一部は違う学科、違う内容へ。

高校の一般クラスの生徒数の上限は、 GK:30人

V K I

V KⅡ 〕

27人

○数学、情報を教えている。大学・カレッジへの進学の能力は充分持っている。

オリ　ンピ がある。 (数学、物理,化学)この学校から出席したこともある

国際オリンピックがある。

今年は、韓国でのオリンピックに、この学校の代表が参加した。
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06000壷　校舎の延べ床面積

○うち、 3900請　教室

0　　　2100n白土事務室、廊下。

多いときは650人の生徒が居た。しかし、青少年の減少で減っている。

B o s e n(?)で新しい学校を建てている。 ..・2004年から生徒数増。

’倫理・宗教(Adolf giens skole)の聞き取り

9月12日　　~11:15

’　　　　　Anne Randi Kvan (女性の年輩の先生)

①人間の認識の中に宗教的問題がある。

人間の実存的なことを取り上げる学問が必要である。

高校の宗教の時間には世界の宗教の勉強をする。

ノルウェー社会は益々、多様な宗教。互いの宗教を知る必要がある。

②倫理観

ノルウェーでは昔の倫理的基準に問いを投げかける人がいて、非難する人がいて、それ

を討論する状況が出ている。

10台の生徒は基準を探している。

それをクラスで討論して助けるのが倫理の時間の仕事。

自分の未定の事柄

倫理における問い。

この学校で倫理を勉強して、より確かな意見に達する。

社会科についてのインタビュー

Per Mehus(副校長)

ドイツの機関がヨーロッパの歴史及び社会科の教育内容の研究をした本がある。

Yout方　and JyI.s.torJ,, K6rber stiftung, 1997

C D Romもある。

重点

1.プロジェクトの学習で地域、地元の経済、政治を学習する。

事業家的態度。起業家。企業の作り方を。

2.もう一つの重点は民主主義。

18歳の青年の投票率は低いので、選挙、民主主義について考える。

倫理の教員

・生徒の中にはキリスト教信者でない人がおり、基準そのものは問われていないが

その正当化基準を問うている。

社会科の教員
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・ノルウェーの教育には矛盾しているところがある

・国の教育理念とそれに対する批判とが矛盾する。

ノルウェーの学校は中央政府的。

自然科学教育についての質疑

Åse Eidem　年輩の女性教員(自然科学科のリーダーー)

Åsmund W.ttens　若い男性教員(この人の化学の実験授業を見学)

`○大学に入った学生たちに数学の入関、怒ノ裳をしている。補足講義。

こちらの大学、カレッジは3年間数学の学習をしていることを前提にしている。

しかし、数学の学習を2年で止めている学生がいる。

∴大学によって、補足授業をやっている。

高校で3年間数学を学習していれば一応充分。

しかし、他国に比べて数学の学習レベルは、やや低いかもしれない。

一部には進学しない生徒もいる。この生徒のニーズにも応える必要。

理系は、大学では物理か化学。

学習内容は1Bコースの場合、 [

75%は理論学習

25%は実験。
」とノルウェーでは
決まっている。

物理の授業

私は予習は求めない(要求する教員もいるが。 )ディスカッションを求める。

科学技術の発展の必要にノルウェーの高校の科学・数学教育は応えているか。

Åse Eidem　　　: yeS

Åsmund Wa∋ttens :

・大学での補足コースをもっと拡大しないといけない。

・もっと多くの自然科学の授業が必要。若いときに取らなかった人のために。

・小学校から理科教育が必要。

・小学校では全教科教員が授業を担当しているので(3/8)÷(2/3)を教えられな/いなど

日本と同じ問題がある。

・数学ができる人が小、中学校教員に志願しない。

20hours/weekの授業。

Åsmund W鍵tterlSは化学の修士号をもっている。中学生を教えたいが、小中の教員にな

ると専門科目を教える時間があまりに少なく、専門外を教える時間が多い。

・いくつかの教員養成学校では、小学校教員になるための席が30%空いている。

・今は、義務教育教員養成校にゆけば、第1学年一第10学年を教える免許。

・大学・カレッジで免許を取っても1-4年生担当の教員にはなれない。
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ノルウェーの「基礎学校及び後期中等教育に関する法律」

一要点と特徴一

初出『日本教育法学会年報』 第30号・有斐閣・2001年、202-3頁

ノルウェーにおいて、「基礎学校及び後期中等教育に関する法律」 (Lov om endringar i lov 17. juli 1998

nr. 61 om grunnskolen og den vidaregåande opplæringa (opplæringslova)が99年8月1日から施行された。この

法律は、公立学校及び実習企業における基礎学校教育(初等及び前期中等教育)及び後期中等教育(高等学

校3年、又は、同2年及び企業内職業実習2年が通常)、並びに、私立の基礎学校及び基礎学校段階の私的家

庭教育に適用され、 コミューネ(基礎自治体)又は県が責任を負う成人教育及び成人のための特殊教育に対し

て部分的に適用される(1章1節。第1章第1節を略記。以下同様)。この法律は、従前の基礎学校、後期中等教育

・職業実習等に関する4法律を廃止し(16章3節)、 94/95学年度以降の後期中等教育改革、97/98学年度以

降の基礎学校教育改革を含む一連の教育制度改革を集約統合したものである。

日本の教育との比較研究の観点から、 以下にこの法律の規定内容の要点と特徴を述べる。

（1）教育の目的について、1章2節で、①まず、キリスト教的な倫理的発達・価値の自覚と理解を掲げている。

これを受け、2章4節で基礎学校において他の宗教的哲学的信念による出席免除の権利を認めつつキリスト教・

宗教・道徳の時間を必修としている(教育計画要領で各学年概ね週2時限)。②また、一般的知識の授与、労働と

社会生活への準備性、国の文化遺産・民主主義の理念及び科学的思考方法・労働方法の増進、人間の平等、

精神の自由と寛容、 生態学的理解及び国際的協同責任の促進、③生徒各個人の能力と適性に応じた授業、

④教員、生徒、実習生、企業、学校、家庭、労働生活相互間の良好な協同形態の創造、⑤生徒及び実習生を

攻撃的言動から保護することを謳っている。②に関して基礎学校、後期中等教育、成人教育のための教育計画

要領「一般部分」を定め、社会発展に応じた国民共通の一般教育を重視している。また③に関して授業組織は

「通常、能力の水準、性又は民族的所属によってはならない」としている(8章2節)。

（2）基礎学校について、①この法律により就学を1年早め、基礎学校で6歳から10年間の義務教育を受ける

権利を保障し(99学年度全面実施)、②3ヶ月以上ノルウェー定住見込みで権利を認め、③児童生徒の義務であ

ることを明記し、④私立学校の外、家庭での義務教育代替実施を認め、 ⑤教科書教具を含め無償としている

(2章1-3、12、13節)。

（3）後期中等教育について、①基礎学校の修了者は、申請によって３年間（障害者は５年）の全日制の後期

中等教育を受ける権利を有する。②志願者は、１年間の基礎コース（現在は省令で１３種設置）の中から３つを

志願でき、そのうちの１つとその上に設置される２年間の上級コース（１０種の職業コースの多くでは、高校１年間

プラス 企業での実習２年間）
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に入学する権利を有する、 ③公立高等学校及び実習企業の教育課程は無償と定めている

(3章1節。但し教科書は自費)。

(4)企業における職業教育実習(見習い)について、 ①実習生は文部省令の定める職業

資格試験受験を目指して企業と実習契約を結ぶ、 ②実習生は実習期間中、実習企業の被雇

用者として法律と労働協定に定める権利と義務を有し、かつ実習生固有の権利を有する、

③実習企業は、県の職業教育委員会の承認を受け、実習内容に関して省令の要件を満たし、

かつ実習監督の有資格者を保有しなければならない、 ④実習は定められた研修計画に従っ

て行なう、 ⑤実習企業は文部省令の定めによって県から補助金を受け取る、等と定め、 ⑥

実習契約の修正、解除に関しても定めている(以上4章)。

(5)教育の時間と内容に関して、 ①文部省は、基礎学校の総授業時数と教育計画要領

毎replan =授業内容・方法の基準)と日々の授業時間の枠組み、後期中等教育の総授業

時数・企業実習期間の総計と教育計画要領、授業時間の枠組み、学業及び職業実習の成績

評価、評価に対する不服申し立て、職業実習の実習企業承認条件について省令を定める

(2章2節、 3節、 3章2節、4章3節)。なお、文部省は、教育職員の資格・常勤の学校

職員の資格について省令で定める(10章音節、 3節)○また、毎年、全基礎学校毎に数学、

ノルウェー語、英語のいずれかの科目を選んで第十学年生徒全員に学力テストを行なって

いる。 ②以上のような文部省の権限を前提として、基礎学校教育にはコミューネが、後期

中等教育には県が責任を負っている(13章1、 3節。なおノルウェーのコミューネと県の

間に指導・監督等の上下関係は無い)。

(6)学校の管理運営組織について、 ①基礎学校には、教員代表2名、他の職員代表1名、

父母代表2名、生徒代表2名、コミューネ代表2名による協同委員会を置く。コミューネ

代表の内1名はその学校の校長とする。生徒代表は、法令による秘密事項に関しては出席

してはならない。委員会はその学校に関するあらゆる事項についてその見解を表明する権

限を有する(11章1節)。 ②高等学校に職員及び県の代表並びに生徒評議会選出代表2名

を含む学校委員会を置く。校長は県の代表である。委員会は当該学校に関する全ての事項

について見解を表明する権限を有する。生徒評議会代表の集団、職員代表の集団のいずれ

も単独で理事会議席の多数を有することがあってはならない(11章5節)、等と定めてい

る。

以上の外、 (7)一学級の生徒数上限について、第1-7学年は28人(但し、第1学年でl

学級19人以上の時は教員2名配置)、第8-10学年は30人以下学級とする、高等学校普通

科目は30人、専門科目は15人とする(8章3節)、 (8)教育言語について、ブックモール

とニューノルウェースクという両形態の国語により、かつ両形態の国語の教育をしている

(2章5節)、 (9)少数言語(で)の教育を重視している(2章7、 8節、 6章)、

(1 0)疎少人口のため通学の運送と宿泊を重視している(7章)等の特徴がある。

以上
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基礎学校及び後期中等教育に関する法律

日　　次

第1章　目的と適用範囲1
§ l-1法律の適用範囲1

§ 1-2　教育の目的l

§ 1-3　施行規則　2

§ 1-4　試行　2

第2章　基礎学校　2

§2-1基礎学校教育の権利と義務　2

§2-2　基礎学校教育の時間構成　3

§2-3　基礎学校教育における内容と評価　3

§2-4　キリスト教知識・宗教・道徳科目の授業、 4

宗教活動の免除、等々。　4

§ 2-5　基礎学校における言語形態(m釦も皿er)　4

§ 2-6　手話教育(teiknsprakopplaring)　5

§2-7クベンーフィンランド系の生徒のためのフィンランド語教育　5

§ 2-8　少数言語出身の生徒のための教育　6

§2-9　校則等　6

§2-10　出席停止　6

§2-11義務教育の免除　6

§2-12　私立基礎学校　6

§ 2-13　家庭における私教育に対する法律の適用　7

第3事　後期中等教育　7

§3-1後期中等教育を受ける権利　7

§3-2　後期中等教育の時間数　8

§3-3　後期中等教育の授業設定　8

§3-4　後期中等教育の内容と評価　8

§3-5　実習と学校以外での職業資格試験　9

§3-6　フォローアップ・サービス　9

§3-7　校則等　9

§3-8　退学及び権利の喪失　9

獲り患
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第4章　企業における後期中等教育10

§4-1職業実習生10

§4-2　職業実習生の特別の権利と義務10

§4-3　実習企業の承認10

§4-4　実習企業の権限と義務等10

§4-5　実習契約11

§4-6　実習契約の修正及び解除11

§4-7　個別の実習企業における監督12

§4-8　罰　12

第5章　児童、少年及び成人のための特殊教育13

§5-1特殊教育を受ける権利　13

§5-2　成人のための特殊教育13

§5-3　専門的評価　13

§5-4　特殊教育に関する行政的手続き　14

§3-5　教育内容に関する規定の例外14

§ 5-6　教授学心理学センターPedagogisk-PSykoIogiskteneste 14

§ 3-7　義務教育年齢より下の児童に対する特別な教育援助14

§5-8　保健措置15

§5-9　国の教材確保義務15

第6章　サーメ語教育15

§6-1定義15

§6-2　基礎学校におけるサーメ語教育15

§6-3　サーメ語の後期中等教育16

§6-4　教育の内容16

第7章　運送と宿泊16

§7-1基礎学校における運送と宿泊　16

§7-2　高等学校における運送と宿泊17

§ 7-3　障害のある生徒及び一時的病気又は怪我の生徒の運送17

§7-4　付き添い及び監督17

§7-5　スクーリングの権利を有する成人の運送17

§7葛6　義務教育年齢より下の児童の運送17
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第8章　授業組織17

§8-1学校17

§8-2　学級18

§ 8-3　学級生徒数(Klaasedelingstal) 18

§8-4　基礎学校第1学年における教材18
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国際的協同責任を促進しなければならない。

教育は、より広い教育及び学習の基礎を提供し、共通の知識、文化及び基本的価値の基

礎、並びに人々の高い水準の能力を支持しなければならない。

教育は、個別の生徒及び職業実習生の能力と適性に応じたものでなければならない。

●　教員と生徒、職業実習生と企業、学校と家庭、学校と労働生活の間に良好な協同の形態

・を創ることを重視しなければならない。学校及び実習企業に関与する者は、生徒及び職業

実習生が損なわれ攻撃的な言語及び行為に晒されないよう努力しなければならない。

§ 1-3　施行規則

閣議における国王(Kongen i statsrad※)は、学校教育のあらゆる目標と原則を充足する

ために施行規則を定めることができる。 (訳注:※大文字KによるK。ng。nis-種亜dは内閣を法文の用語

で内閣を指す. Jon Gi§le, JUSLE請けKON, 1999, Oslo.)

§ 1-4　試行

省は、コムーネ又は県からの申請に応じて、時限的な教育的組織的実験に関して、この

法律及びこの法律による規定からの逸脱(awik)を許可することができる。

第2章基礎轍

§ 2-1基礎学校教育の権利と義務

児童(bam)と少年(unge)は基礎学校教育を受ける義務を負い、この法律及びこの法

律の施行規則による公立の基礎学校教育を受ける権利を有する。この義務は、公立の基礎

学校教育又は他のこれと同等の教育によって守られる。

基礎学校教育の権利は、児童が3ヶ月を超えてノルウェーに住む見込みの時に適用され

る。この学校教育の義務は、滞在が3ヶ月を超えた時に始まる。省は、特別の場合、/生徒

のこの義務を免除することができる。

基礎学校教育の義務は、通常、児童が暦年齢満6歳になったときに生ずる。もし、専門

的な評価によって児童が学校教育を始めるほどに成熟していないと疑いがもたれるならば、

児童は両親が申請するとき学校教育の始期を1年遅らせる権利を有する。専門的評価に従

い、かつ書面による両親の同意によって、コムーネは特別の場合に学校教育の始期を1年

遅らせることができる。両親がそれを求め又は両親がそれに同意するならば、児童が4月

1日に満5歳になる場合、コムーネは専門的評価にしたがって児童を1年早く学校に入れ

ることができる。

教育の権利と義務は、生徒が10年間の学校年を満たすまで存続する。専門的評価に従

い、かつ両親の書面による同意によって、コムーネは、そうすることが生徒の利益になる
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と認めるとき生徒の教育の義務の全部又は-部を免除することができる。生徒が義務教育

を欠席するならば、生徒の両親又はその他の保護者は、それが彼らの故意又は怠慢による

のであるならば、罰金を課せられる。公的訴追は、コムーネが決定しない限り始められな

い。

公立基礎学校は、無償である。コムーネは、基礎学校の生徒に教科書、読本、筆記道具

及ぶその他の教材を提供しなければならない。

§ 2-2　基礎学校教育の時間構成

省は、基礎学校の授業時間の統合に関する規則を定める。

コムーネは、第1項による規則に定められた時間を超えて授業時間に関して規則を定め

ることができる。ノルウェー官報における告示に関する行政法第38節第1項c号の要請

は、適用されない。

教育は、学年の連続する45週枠内で最小限38週にわたらなければならない。

コムーネは、生徒に対して学年の授業日及び休業日に関する規則を定める。

この規則は、国家試験の終了に適していなければならない。ノルウェー官報における告示

に関する行政法第38節第1項c号の要請は、適用されない。

省は、生徒の毎日の授業時間と休憩時間に関する規則を定める。

§ 2-3　基礎学校教育における内容と評価

基礎学校教育は、キリスト教知識・宗教・道徳科目毎get kristendomskumskap med

religions-Og livssynsorentering) 〔直訳:宗教指導及び人生観指導を伴うキリスト教知識科

目〕、ノルウェー語、数学、外国語、体育、家庭、社会、自然に関する知識、及び美的、

実用的、社会的教育を含まなければならない。 §　2-2による授業時間の一部は、学校及び

生徒が選ぶ科目及び活動、学校キャンプ活動、並びに、その他の学校の教育または学校外

の労働の場での教育に使われることができる。コムーネは、 §　2-2による規則に定められ

た最小時間を超えた授業時間をどのように使用するかを決定する。

省は、基礎学校のカリキュラムの主たる段階に応じた、科目及び時間配分、中心的授業

方法、並びに、各科目の教育の知識・方法の扱い及び主たる要素に関する規則を定める

(教育計画。 Iareplanar)。省は、生徒の評価及び評価に対する不服申立て(klage)に関す

る規則を定める。

生徒は、教育に能動的に引き入れられなければならない。教育職員は、この法律によっ

て定められた教育計画に適合して授業を準備し遂行しなければならない。校長は、第1項

及び、第2項による規則に適合し、かつ、 § 1-2及び、 § 1-3による規則に適合して学校

を組織しなければならない。

コムーネの申請に基づいて、省は、それが総体として授業要請を引き下げるないならば、
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学校が第1項及び教育計画に関する規則から逸脱することを認めることができる。このよ

うな許可がされる以前に、学校の協同委員会の意見表明が提出されていなければならない。

§2-4　キリスト教知識・宗教・道徳科目の授業、

宗教活動の免除、等々。

キリスト教知識・宗教・道徳科目の授業は、

〃文化遺産及び福音ルーテル派の聖書及びキリスト教の基礎知識を与え、

〃他のキリスト教宗派の知識を与え、

○他の世界宗教、人生観、道徳的哲学的問題の知識を与え、

〃キリスト教的、人道主義的価値観への理解と尊重を助長し、かつ、

"信仰及び人生観問題について異なる解釈の人々との理解と尊重と対話の能力を助長

しなければならない。

キリスト教知識・宗教・道徳は、普通はすべての生徒が参加するべき通常の授業科目で

ある。この授業は説教であってはならない。

キリスト教知識・宗教・道徳の教員は、始めに§ 1-2に定められた基礎学校の目的条項

を取り扱い、また、キリスト教並びにその他の宗教及び人生観の特徴を取り扱わなければ

ならない。同じ教育原理が様々な問題の授業の基礎に据えられていなければならない。

生徒は、彼ら自身の宗教、哲学によって、他の宗教の実践あるいは他の哲学への参加す

るために、両親の文書通知によって各個の学校の授業のこの科目の部分への出席を免除さ

れなければならない。このことは、学級の内又は外での宗教的活動においても可能である。

学校は、免除が通知された場合、可能な限り、特に低学年段階においては、教育課程内の

異なる授業の権利を提供するという解決を探さなければならない。

15歳に達した生徒は、自分で第4項の文書通知をすることができる。

§ 2-5　基礎学校における言語形態(mal重brmer)

コムーネは、 (ブックモールとニューノルスクのうちの"訳者補足。)どの言語形態が個

別の学校における主言語であるかに関する規則を定める。主言語形態は、文書教育と文書

学習で用いられなければならない。第8学年以上では、生徒は自分の望む文書言語形態を

使う。

口頭授業の場合、生徒と教育職員は、どの会話言語を用いるかを自分たち自身で定める。

しかし、教育職員と学校管理者は、言語選択と表現方法における生徒の会話言語を最大限

度可能な限り考慮しなければならない。

親は7学年までの生徒が使う教科書の言語形態を決める。 8学年以上からは、生徒がど

の言語形態を用いるかを決める。ノルウェー語の授業では、生徒は主言語形態の教科書を

持たなければならない。
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持たなければならない。

第1学年から第7学年の-つの学年の学級に通っている生徒の10人以上がコムーネが

採用したのとは異なる主言語形態の文書教育を要求する場合、もしその結果、生徒が去っ

たあとの学級又は学級の各々に残される生徒が10人より少なくなるのでなければ彼らは

分離学級を作る権利を有する。この権利は、分割によって作られた学級に残る生徒が6人

以上いる限り存続する。コムーネで生徒が複数の学校に分散している場合、親は単純多数

でどの学校が当該の主言語の授業を行なうべきかを決定する。

それまで使っていたのとは違う主言語形態の学校に転校した第1-4学年の生徒は、引き

続き元の言語形態による主言語形態による文書教育を受ける権利を有する。彼らはその人

数に拘わらず-つの分離集団でノルウェー語教育の授業を受ける権利を有する。

基礎学校の最後の2年間、生徒はノルウェー語の両方の形態の授業を受ける。省は、特

別の言語授業を受ける生徒に対する第二ノルウェー語形態の授業の免除に関する規則を定

める。

ノルウェー語の主形態の変更には、又はコムーネ議会の過半数若しくは有権者の四分の

一以上が変更を求めたときには、 § 8-1に定める学校の教区としての地域において意見表

明の全員投票が行なわれなければならない。

有権者は、当該学校に通学している生徒の親である。省は、施行規則を定めることがで

きる。

§ 2-6　手話教育(teiknsprakoppIa血g)

その第一言語が手話である生徒は、手話によるかつ手話のための基礎学校教育を受ける

権利を有する。その授業の時間配分と教育内容範囲は、この法律の§ 2-2及び§ 2-3によ

る規則で定められなければならない。

コムーネは手話による教育及び手話のための教育が、生徒の学校とは異なる場所で行な/

われると定めることができる。

義務教育年齢より下で手話教育を受ける特別の必要のある児童(bam)は、そのような

教育を受ける権利を有する。省は、施行規則を定める。

§2-7クベンーフィンランド系の生徒のためのフィンランド語教育

トウトン及びフィンマルク地方においてクベンーフィンランド系(kvensk_　　finsk

backgrunn)の基礎学校の3人以上の生徒が要求するときは、その生徒たちはフィンランド

語による授業を受ける権利を有する。その授業の時間配分と教育内容範囲は、この法律の

§ 2-2及び§ 2-3による規則において定められる。第8学年以上では、生徒自身がフィン

ランドごで授業を受けるか否かを決める。省は、学校の教員が第1項に定める授業をする

ことができないときの代替授業に関する規則を定める。
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§ 2-8　少数言語出身の生徒のための教育

省は、コムーネが少数言語出身の生徒に特別の教育をする義務に関する規則を定める。

§2-9　校則等

コムーネは、個別の基礎学校の学校の校則(ordensreglement) 〔直訳では秩序規程〕に関

する規則を定めなければならない。校則は、法律又は他の方法で定められていない範囲で、

生徒の権利と義務に関するきまりを定めなければならない。校則は、行為、規律を破った

生徒にどのような措置が用いられるか及びそのような事項が扱われる手続きを含まなけれ

ばならない。

校則は、生徒及び親に知らされなければならない。ノルウェー官報における告示に関す

る行政法第38節第1項c号に述べられた要請は、適用されない。

体罰又はその他の侮辱的処遇は行なわれてはならない。

生徒には、出席停止(bortbising)を含めて懲戒に関する何らかの処分が行なわれる前に、

処分決定の責任者にその事件について述べる機会が与えられなければならない。

§2-10　出席停止

コムーネは、校則において、重大に又は反復的にきまりを犯す第8-10学年の生徒は3

日以内の授業への出席停止に処せられることがあるということ、及び第1-7学年の生徒は

個別の授業時間への出席停止又はその日の残り時間への出席停止に処されることがあると

いうことを定めることができる。

校長は、生徒の教員の意見を聴いた後、出席停止を決定する。このような決定が行なわ

れる前に、他の援助あるいは処分の採用の検討が行なわれていなければならない。第1葛7

学年の生徒の親は、学校の残りの授業時間への出席停止が行なわれる前に知らされなけれ

ばならない。

§ 2-11義務教育の免除

適切な場合には、コムーネは申請に応じて、個別の生徒が2週間まで学校を休むことを

認めることができる。

ノルウェー教会外の信仰共同体に属する生徒は、申請によって、その共同体が聖なる日

とする日に学校を欠席する権利を有する。この権利は、親が免除期間に必要な教育を行い、

免除期間が終わったとき生徒が一般生徒の授業についていくことができるかどうかに依存

する。

§ 2-12　私立基礎学校



私立基礎学校は省によって承認されなければならない。承認は、学校が第2項及び第3

項に定められた要件を満たすときに行なわれる。この承認なしに私立の基礎学校を運営す

る者は罰金に処されうる。

この法律の§ § 1-2、 1-3、2-3及び2-4並びにそれらによる規則は、これらの規定が国際

法の下でのノルウェーの義務を侵さない限り、私立基礎学校の内容と評価に適用される。

・私立基礎学校には、 § 2-2、 § 2-5の第1、 2、 3及び6項、 §§ 2-9、 2-10、 2-11、 8-2、

8-3、 8-4、 9-1、 9-2、 9-3、 9-4、 9-5、 10-1、 10-2、 10-6、 10-9、 11-1、 11-2、 1l-3、 11-4、 11-7、

1口0、 14-l、 15-3及び15-4も適用される。

省は、ノルウェーにおける外国の学校及び国際的学校に対して、第2項及び第3項の要

件の免除を認めることができる。

§ 2-13　家庭における私教育に対する法律の適用

この法律のi § 1-2、 1-3、 2-3及び2-4並びにこれらによる規則は、それらの規定が国際

法の下でのノルウェーの義務を侵さない限り、家庭における私的な基礎教育の内容に適用

される。

第3章鯛中等教育

§ 3-1後期中等教育を受ける権利

基礎学校又はこれと同等の教育を修了した者は、申請に基づいて3年間の全日制の後期

中等教育を受ける権利を有する。 15歳に達した少年は、後期中等教育の受け入れ先を自

分で探す。生徒と職業実習生はこの法律とこの法律による規則に応ずる教育を受ける権利

を有する。

この権利全体は、通常基礎学校を修了して4年間に、また、実習が全面的あるいは部分

的に実習企業で行なわれる場合には5年間に行使されなければならない。県は、申請に応

じて、生徒又は職業実習生が権利の損失なしにその実習を延期又は中断することを認める

ことができる。省は、権利の延期及び中断に関する規則を定める。

第5章による特殊教育の権利を有する生徒は、専門的評価によって必要と認められるな

らば、可能な限りさらに2年間の後期中等教育が認められなければならない。

志願者は、志願した1年間の基礎コース3つのうちの1つとその基礎コースの上に設置

されている2年間の上級コースに入る権利を有する。この法律の第5章に照らして特殊教

育を受ける権利を有しかつ特殊基礎コースを特別に必要とする志願者は、省が定める規則

の定める割当の範囲内でそのようなコースへの入学を認められる権利を有する。

生徒又は職業実習生が選択した教育の履修に特別の困難を有する場合には、県は別の教
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省は、入学に関する規則を定める。

公費で維持される高等学校及び実習企業で提供されるコースは無償である。

県は、生徒及び職業実習生が学習に通常必要な自分の使用する教材及び学習器具を備え

させることができる。

県は、生徒及び職業実習生にそのような教材を複写するに必要な費用の負担を要求する

ことができる。

省は、施行規則を定める。

§ 3-2　後期中等教育の時間数

省は、後期中等教育における総授業時数及び実習期間の総計に関する規則を定める。学

校において授業に充てられる時間は、学年における連続した45週の枠内で少なくとも38

学校週以上でなければならない。県は、学年における授業日及び生徒の休業日に関する規

則を定める。規則は、全国試験の実施に適応していなければならない。ノルウェー官報に

おける告示に関する行政法第38節第1項cの要請は、適用されない。

省は、日々の授業時間及び生徒の休憩時間の枠組みに関する規則を定めることができる。

§ 3-3　後期中等教育の授業設定

後期中等教育は、学業資格、職業資格及びその他の部分的資格へと導くものでなければ

ならない。

学校のコースは、基礎コースと数段階の上級コース含む。各コースの期間は、通常1学

年間とする。

職業実習伍gopplaringa)は、通常、 2年間の学校における教育(opplaring)及び1年間の企

業における教育を含む。企業における教育が企業における生産労働と結びついている場合

には、企業における教育は2年以上に延長することができる。

県が企業における生産的労働の教育を希望する生徒に対して設定することができないと

きは、その教育も学校で行なわれなければならない。

高等学校は、理論的教育及び短かい実習を含む。

省は、特別の小教科、 § 3-1に該当しない職業実習生及び特別の必要を有する職業実習

生、並びに以上の授業設定からの逸脱(avvik deviations偏差)に関する規則を定めること

ができる。省は、どの教科の実習が企業で行なわれるかに関する規則を定める。

§ 3-4　後期中等教育の内容と評価

省は、コースの提供、教科とその時間配分、及び授業内容とその指導の仕方を記述する

教育計画(血eplan)に関する規則を定める。省は生徒及び職業実習生の評価、評価に対

する不服申立て、試験、職業資格試験並びに記録に関して規則を定める。
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生徒及び職業実習生は教育に能動的に引き入れられなければならない。教員は、この法

律によって作られた教育計画に従って授業を準備し実施しなければならない。校長は、第

1項による規則に従い、かつ、 § 1-2及び§ 3-3、並びに§ 1-3による規則に従って学校を

組織しなければならない。

省は、県の申請に基づいて、学校が教育計画から逸脱することを認めることができる。

こ▼の承認がなされる前に、学校協同委員会の意見が表明されなければならない。

§ 3-5　実習と学校以外での職業資格試験

定められた実習期間の23 %以上の労働経験を有する者は、それに基づいて職業資格試

験　伍g-OgSVeinepqve)を受けることができる。県の職業実習委員会

(yrkesopplaringsnemnda)は、志願者が申し述べる労働経験が承認し得るものか否かを決定

し、かつ、特別の場合には経験期間を上の定めよりも短縮することができる。

§3-6　フォローアップ・サービス

県は、 §　3-1に定める実習の権利を有し、かつ実習も労働もしていない少年に対するフ

ォローアップ・サービスをしなければならない。このサービスは、 §　3-8又は§　4_6に定

める後期中等教育の権利を失った少年をも含む。

省は、フォローアップ・サービスに関する規則を定める。

§3-7　校則等

県は、各高等学校の校則(ordensregelment)に関する規則を定める。校則は、法律その

他の方法によって定められていない限りで、生徒の権利と義務に関するきまり(「egel)を

定める。校則は、行動に関するきまり、校則に問題を起こした生徒に対して適用され得る

措置についてのきまり及びそのような事項を扱う手続きに関するきまりを含まなければな/

らない。

校則は、生徒及びその父母(めreldra親(複数・既知形))に知らされなければならない。

ノルウェー官報における告示に関する行政法第38節第1項cの要請は、適用されない。

体罰又は恥辱的な処遇は行なわれてはならない。

例えば退学(bortvisining)又は権利の喪失(tap av rettar)を含め、懲戒に関する決定が

行なわれる前に、生徒には、決定の責任者に対して口頭でその事情を示す機会が与えられ

なければならない。

§ 3-8　退学及び権利の喪失

県は、校則の中で重大又は反復的に校則を侵犯する生徒は3日までの停学にされること

があると定めることができる。校長は、その生徒を教えている教員の意見を聞いた後、生
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があると定めることができる。校長は、その生徒を教えている教員の意見を聞いた後、生

徒に対して上述による決定をしなければならない。

生徒が学校の秩序及び平穏な学業に重大に違反する行為を続けるとき又はその義務を著

しく怠るとき、生徒は入学を認められた基礎コース又は上級コースから退学させられるこ

とがあり得る。コースからの退学に関する決定と関連して、県は生徒が§　3-1に定める権

利を喪失することを決定することができる。県は、生徒の後期中等教育からの退学又はそ

の権利の喪失を定める本項の責任を学校の学校の機関(organ)に委任することはできない。

退学又は権利喪失の決定が行なわれる前に、生徒を救済し又は罰する他の措置を用いる

ことが可能であるかについての決定がなされなければならない。

第4章企業における後期中等教育

§4-1職業実習生

職業実習生とは、この法律によれば、 §　3-4にいう規則の定める一つの職業における職

業資格試験を受けるために実習契約を結んだ者である。

§ 4-2　職業実習生の特別の権利と義務

職業実習生は、法律と労働協定に定める権利と義務を有する実習企業における被雇用者

である(§4-6の最終項、参照)。

実習期間が終了したとき、労働協定も適用を終わる。職業実習生が当該企業に居続ける

ためには、新しい労働協定が結ばれる必要がある。

職業実習生は、教育学心理学センター(pedagogisk-PSykoIogisk teneste)を高等学校の生徒と

同様に利用することができる。

§ 4-3　実習企業の承認

1人又はそれ以上の職業実習生を採用する企業は、職業実習委員会から承認されなけれ

ばならない(§ 12-3、参照)。実習企業として承認されることができるのは、個別の企業、

公的部局又は施設、及び、実習の協同責任を負う施設間協同体(実習事務所又は実習団

体)の機関である。

実習企業は、実習内容に関する§　3-4による規則に定める要件を満たし、かつ、その実

習とその監督に責任を負う資格(実習監督)を有する者を雇用していなければならない。

省は、実習企業の承認の条件に関して施行規則を定めることができる。

§ 4-4　実習企業の権限と義務等
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実習は、定められた研修計画に従って行なわれる。職業実習生は、実習企業の外での理

論的授業に参加する自由時間を得ることが出来なければならない。基礎コース及び上級コ

ースIに加えて理論的教育を必要とする職業においては、実習企業はこの付加的教育の費

用を負担する。

実習企業は、良好な労働環境及び実習環境の創造に重点を置かなければならない。職業

実習生の労働時間及び学校時間の合計は、その職業の他の労働者に適用されている労働時

間よりも長くてはいけない。

実習企業は、職業実習生を実習期間の終わる日に最も近い日に行なわれる職業資格試験

に登録する。実習企業は、試験を受けるために必要な労働場所、材料、道具、設備及び助

手を提供する。それらの試験が学校で行なわれ学校が材料費を負担するときは、生産物は

学校の財産となる。

実習企業が停止し又は発展して職業実習生に充分な実習を提供することが不可能と分か

ったときは、企業は県の職業実習委員会に報告しなければならない。

実習企業は、省が定める規則に従って、県から補助金を受け取る。

§4-5　実習契約

実習が始まるときには、実習企業と職業実習生間の実習契約が実施されていなければな

らない。

この契約が有効であるためには、 § 12-3にいう県職業実習委員会の承認が必要であり、

労働関係が結ばれた日から契約は有効となる。省は、この契約の内容とその形式に関する

施行規則を定めることができる。

21歳に達し§　3-3第6項にいう全日制の実習を含む実習契約を結んだ職業実習生は、 6

ヶ月の試行期間に属さなければならない。文書による契約が、遅くとも試行期間の実習開

始の1ヶ月以内に設けられなければならない。試行期間中、実習企業及び職業実習生の双/

方は、実習を取りやめることができる。労働者の保護と労働環境に関する1977年2月　4

日の法律第58節及び第63節の規定は、職業実習生が特定の試行期間に対して文書でされ

なかった場合にも適用される。

文書による実習契約がなされるとき、保護者の同意は必要でない。

§ 4-6　実習契約の修正及び解除

実習契約は、当事者が同意し、職業実習委員会がそのことを文書で実習企業に知らせた

後、 § 12-3に定めるところにより、解除することができる。

次の場合、職業実習委員会の同意を得て、契約は実習企業又は職業実習生が解除するこ

とができる。

a.契約の相手方が労働関係における義務の重大な中断に責任がある場合、
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場合、又は

c.職業実習生が契約期間の終わりまで実習を続けることが不合理に不都合である

ことを書面で言明する場合。

職業実習委員会は、実習が止められなければならない場合を決定する。実習企業は、実

習期間のうち遂行されたことが言明される部分についての証明書を発行しなければならな

い。

職業実習生が実習契約を自由意思で解除する場合、 §　3-1に定める後期中等教育の権利

は、職業実習委員会が何らかの別の決定をしない限り、消滅する。実習契約解除の決定が

実習企業の要請によってなされる場合、職業実習委員会が消滅すると決定しない限り、職

業実習生の後期中等教育を受ける権利は存続する。

実習解除決定が実習企業の要請によってなされる前、又は権利喪失に関する決定がなさ

れる前に、職業実習生には決定責任者にその事情を説明する機会が与えられなければなら

ない。

職業実習委員会の同意によって、実習期間は休暇のために中断されることができる。

実習企業が存続しなくなる場合、 §　4-3による承認の条件を満たさなくなる場合、また

は職業実習委員会が実習が満足でないと認める場合、委員会は職業実習生が職業実習委員

会は実習期間の残りのための実習ができるよう援助しなければならない。新しい実習企業

は、前の施設に代わって実習契約に当たる。職業実習生が不適切な実習を受けてきた場合、

新しい施設における実習は県の同意によって1年にまで延長されることができる。

実習契約は、本節に従う以外のどのようなやり方でも修正されまたは無効にされてはな

らない。例外は、 § 4-5の第3項による試用期間中の職業実習生に適用される。

§ 4-7　個別の実習企業における監督

実習企業においては、次のことを確保するため、一人またはそれ以上の労働者の代表が

実習監督を補助しなければならない。

一、実習企業における実習条件が満足すべきものであること。

一、実習契約が作成されること。

一、科目の教育計画が遂行されること。

一、職業実習生が要求する理論的教育を受けること。

§4-8　罰

教育の責任遂行を大きく怠る者、文書による契約に基づくことなく職業実習生を任命す

る者または承認を受けるために職業実習委員会に実習契約書を提出することを怠る者は、

罰金を科せられる。
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§ 5-4　特殊教育に関する行政的手続き

生徒又は生徒の親は、その生徒が特殊教育を必要とするか否かを見定めるのに必要な検

査を行なうこと、そして必要ならば、どのような形態の教育が必要かを学校に要求するこ

とができる。教員は、生徒が特殊教育を必要とするか否かを考慮し、いかなるそのような

必要についても校長に知らせなければならない。

専門的評価を実施する前及び特殊教育の決定をする前に、生徒又は生徒の親との合意が

得られていなければならない。守秘義務の規則と行政法§ 19とによる限りで、生徒又は

生徒の親は、専門的評価の内容を詳しく知る権利及び決定が行なわれる前に自分の意見を

述べる権利を有する。

可能な限り、提供される特殊教育は、生徒及び生徒の両親との協同で計画されなければ

ならず、かつ、彼らの意見が強く考慮されなければならない。

§ 5-5　教育内容に関する規定の例外

この法律及びこの法律に基づく規則における教育内容に関する規定は、適用可能な限り

において特殊教育に適用されなければならない。個別の教育計画が、特殊教育を受ける生

徒のために準備されなければならない。その計画は、教育目標と内容を特別にし、授業が

どのように行なわれるべきかを指示しなければならない。職業実習生の契約条件からの逸

脱(avvikande)もまた個別の教育計画において定めることができる。

半年毎に生徒の学級担任教員は、生徒が受けた授業についての総括文書及び生徒の発達

の評価を用意しなければならない。校長は、この総括と評価を生徒又は生徒の親及びコム

ーネ又は県に送る。

§ 5-6　教授学心理学センターPedagogisk-PSykoIogisk teneste

それぞれのコムーネ及び県は、教授学心理学センターを有しなければならない。コムー

ネの教授学心理学センターは、他のコムーネと又はその県と協同で組織することができる。

教授学心理学センターは、特別の必要を有する生徒のための教育の適応性を改善するため

に組織の開発及び専門的知識の開発についての学校の仕事を援助する。教授学心理学セン

ターは、この法律が要求している専門的評価を確保しなければならない。省は、この事務

所に関する規則を定めることができる。

§ 5-7　義務教育年齢より下の児童に対する特別な教育援助

義務教育年齢より下の、特別な教育援助を要する児童は、そのような援助を受ける権利

を有する。その援助は両親に対する指導を含まなければならない。この援助は、保育所、

学校、社会福祉及び医療施設などと協同して、又は独自の措置として行なわれることがで
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学校、社会福祉及び医療施設などと協同して、又は独自の措置として行なわれることがで

きる。

特別な教育援助のために、この法律の§ 5-4第2項及び第3項が適用されなければなら

ない。この法律の§ 5-5第2項は、適用可能な限りで適用されなければならない。

l

§5-8　保健措置

省は、特殊教育を受ける生徒のための保健措置及び医学的援助に関する規則を定めるこ

とができる。

§ 5-9　国の教材確保義務

省は、特殊教育のための教科書その他の教材が作成されているよう務めなければならな

い。

第6章サーメ語教育

§6-1定義

この法律においては、次の意味で用いる。

[サーメ]サーメ選挙登録に登録できる人(サーメ議会及びサーメの法的事項に関する

1987年6月12日の法律第56号[サーメ法] §2-6、参照)及び登録できる人の子ども

[サーメ語]北部サーメ語、南部サーメ語、又はリュレ・サーメ語

[サーメ地方] 1)サーメ法§　3-1によるサーメ行政地方、 2)サーメ議会並びに当該

のコムーネ及び県が提出したところに基づいて閣議における国王が発する政令が定めるそ

の他のコムーネ又はコムーネの部分

§ 6-2　基礎学校におけるサーメ語教育

サーメ地方においては、基礎学校年齢のすべての児童は、サーメ語でサーメ語の教育を

受ける権利を有する。

サーメ地方以外では、一つのコムーネにおいて10人以上の生徒がサーメ語でサーメ語

の教育を受けることを希望するときは、 6人以上の生徒がいる限り、そのような教育を受

ける権利を有する。

コムーネは、コムーネにおける一つ又は複数の学校においてサーメ語教育を行なうこと

を決めることができる。

コムーネは、サーメ地方における基礎学校のすべての生徒がサーメ語の教育を受けるな

ければならないと規定する規則を定めることができる。
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は、生徒が通っている学校の教員からこのような教育を受けることができない場合の代替

教育の形態に関する規則を定めることができる。

第8学年以上の生徒は、第1項、第2項及び第5項によるサーメ語教育を受けるか否か

を自分自身で決める。

§ 6-3　サーメ語の後期中等教育

後期中等教育におけるサーメの生徒は、サーメ語教育を受ける権利を有する。省は、生

徒が通っている学校の教員からこのような教育を受けることができない場合の代替教育の

形態に関する規則を定めることができる。

省は、一定の学校、コース、学級がサーメ語の教育又は後期中等教育の特別サーメ語科

目の教育を行なうべきことに関する規則を定めることができる。

§6-4　教育の内容

§　2-3及び§　3-4による教育計画に関する規則は、他の科目領域と結び付けて、サーメ

の民族、言語、文化及びサーメ民族の社会生活に関する教育のあり方を定めなければなら

ない。

サーメ議会は、基礎学校及び後期中等教育におけるサーメ語教育の教育計画に関する規

則、並びに後期中等教育における特別サーメ語科目の教育計画に関する規則を定める。こ

の規則は、省が定める範囲と教材の枠内で定められなければならない。

省は、サーメ地方における他の特別教育計画及びサーメ地方の外でサーメ語教育を受け

る生徒のための教育計画に関する規則を定める。サーメ議会は、省と協同でこれらの規則

の草案を作らなければならない。

第7章運送と宿泊

§ 7-1基礎学校における運送と宿泊

学校から4kmよりも遠方に住む第2-10学年の学級の生徒は、無償運送の権利を有する。

1学年及び就学前学校の生徒に対してはその範囲は2血とする。特別に危険または困難な

道の生徒は距離に関わりなく無償運送の権利を有する。

必要な時は、生徒は行程距離に拘わらず無償の船舶運送の権利を有する。

毎日の運送が適当でないときは、コムーネは、生徒を宿泊(imlo♀jering)させなければ

ならない。この評価においては、年齢、障害、運送時間及び安全など個別の生徒に影響を

及ぼす要因、並びに毎日の運送がコムーネに非常な経費または困難をもたらすか否かが特

別に重視されなければならない。疑わしいときには、生徒が通学すべきか宿泊すべきかを
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両親が決める。

コムーネは、宿泊している基礎学校生徒の監督を指導する。

§ 7-2　高等学校における運送と宿泊

学校から6kmを超えて住んでいる高等学校の生徒は、無償運送の権利または運送費用

の完全な償還を受ける権利を有する。必要なときには、生徒は行程距離に拘わらず無償の

船舶運送の権利を有する。省は、特別な場合に生徒の運送を外の方法で充足できるという

ことに関する規則を定めることができる。

県は、家が離れておりあるいは行程が長くて毎日通学できない高等学校生が宿泊を確保

することを援助しなければならない。必要ならば県は生徒の家を建てなければならない。

§ 7-3　障害のある生徒及び一時的病気又は怪我の生徒の運送

障害または一時的病気もしくは怪我のために運送を必要とする生徒は、家学校間の距離

に拘わらずその権利を有する。

§ 7-4　付き添い及び監督

生徒は通学中必要な付き添いを受ける権利を有する。生徒は、毎日学級が始まるのを待

つ聞及び放課後必要な監督を受ける権利を有する。

§ 7-5　スクーリングの権利を有する成人の運送

§ 7-1、 7-3及び7-4は、 § 5-2に定めるスクーリングの権利を有する成人にも適用され

る。

§ 7-6　義務教育年齢より下の児童の運送

§ 5-7に定める特殊教育援助の権利を有する児童は、特別の考慮によってその援助を受

けるために必要なときには運送の権利を有する。 § 7-1の第3項及び第4項並びに§ 7_4

は、それに応じて適用される。

第8章轢鵬

§8-1学校

基礎学校の生徒は、住居に最も近い学校又はその教区の近隣の通学区の学校に通学する

権利を有する。コムーネは、そのコムーネの特別な通学区についての規則を定めることが



できる。ノルウェー官報における公示に関する行政法§　38の第1項cの要請は、適用さ

れない。

申請によって生徒はその通学区と異なる学校に受け入れられることがあり得る。

§8-2　学級

すべての生徒は、学級に属する権利を有する。授業の特定の部分については、生徒は他

の方法で組織されることができる。組織は、通常、能力の水準、性又は民族的所属によっ

てはならない。

各学級には、学級の実践的、行政的及び社会的教育上の仕事に関して例えば教区のクラ

スのように家庭とのその他の接触などにおいて責任を負う学級担任を置く。

§ 8-3　学級生徒数(Klaasedelingstal)

学年の始めにおいて、基礎学校の1学級は次に定める生徒数を超えてはならない。

・4又はそれ以上の学年にわたるとき、 12人

・3学年にわたるとき、 18人

・2学年にわたるとき、 24人

・第1学年から第7学年において1学年のとき、 28人

・第8学年から第10学年において1学年のとき、 30人

基礎学校の同一学級の複数学年集団は、その学校に連続している学年集団があるとき、

連続していなければならない。

学校は、同じ学級段階又は並行する複数年齢学級において、複式学級と単式学級とを同

時に有してはならない。しかし、学校は、学校の生徒の利益に照らして正当なときには、

1-4学年、 5-7学年、 8-10学年の各主要段階の中で混合学級を有することができる。

学年の始めにおいて、高等学校の1学級の生徒は、 30人を超えてはならない。 /

職業学科における専門科目においては、学年始めにおいて、 1学級生徒は15人を超え

てはならない。

学級生徒のために理由がある場合、コムーネ又は県は第1項及び第4項の規定の例外を

定めることができる。省は、独自の発意により、又は学級の1人又は複数の生徒の不服申

し立てに基づいて、そのような定めを除外し、又は追加的な教育資源がそのような学級に

割り当てられるよう要求することができる。不服申立ては、行政法の規定にしたがって扱

われなければならない。

§ 8-4　基礎学校第1学年における教材

18人を超える第1学年又は就学前学年の学級には、各授業時間2名の教員をおかなけ

ればならない。しかし、授業の部分は、もしそれが授業の他の部分において補償されるな
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らば1人の教員によって行なわれることができる。

第9章学校の運営、機能、設備、教材

.　　　§9-1運営

すべての学校で公正で専門的、教育的及び管理的運営がなされなければならない。

各学校の専門、教育及び管理の長(leiar)として校長(rektor)が任命されなければならない。

この校長に関する要請は、第1-7学年の30人以下の生徒の基礎学校には適用されない。

省は、申請によって第2項の規定に対する例外を定めることができ、かつ、学校運営の

他の方法を認めることができる。

§ 9-2　助言及び学校図書館

生徒は、教育、職業紹介及び職業選択について並びに社会的問題について必要な助言(「

adgiving)を受ける権利を有する。省は、施行規則を定める。

生徒は、学校図書館(skolebibliotek)を利用する権利を有する。省は、施行規則を定めるこ

とができる。

§ 9-3　設備と学習条件

すべての生徒は、その必要に適した学習場所の権利(retttil ein arbeids-　Plass)を有する。

学校は、必要な設備、備品及び教材を利用することができなければならない。

省は、生徒の安全に関する規則を定めることができる。

§ 9-4　教科書及びその他の教材

学校で用いられる教科書は、省によって承認されなければならない。省は、施行規則を

定めることができる。省は、それぞれの科目における教科書(未知型・複数)を承認の要

求の外におくことができる。

ノルウェー語以外の科目においては教科書及び他の教材は、ブックモールとニューノル

スクで同時にかつ同一一の価格の時にのみ使われることができる。特別な場合、省はこの規

則の例外を定めることができる。

省は、どのような教材が第2項に述べられた要請に当たるかについて施行規則を定める。

基礎学校におけるノルウェー語科目の読本は、生徒がブックモールとニューノルスクの

両方を読むことを学ぶのに充分なノルウェー語の両方の形式の教材を含んでいなければな

らない。
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§9-5　校舎

コムーネは、適切な基礎学校を整備しなければならない。

通常、基礎学校は生徒450人を超えて設立されてはならない。

学校並びに学校その他目的に関連する施設において、アルコールは提供されてはならな

いのみならず、公的又は私的催しに結びついた消費のためにこれらの施設に持ち込まれて

はならない。特別の場合、学校その他の目的に開通する施設において、これらの施設が学

校時間外の文化的社会的目的のために用いられるとき、例外がありうる。

第10章学校の鵬

§ 10-1教育職員の資格

基礎学校及び高等学校において授業をする職に任命される者は、そのための専門的、教

授学的能力を有しなければならない。省は、学年別及び学校の種類別の教育職に任命され

る者に必要な教育的な資格と経験に関する施行規則を定める。

§ 10-2　校長の資格

校長に任命される者は、学校又は学年に対する§ 10-1に定められた資格の一つを有し、

かつ、学校又は他の教育的管理部門で3年間以上、教員又は管理者として働いたことがな

ければならない。

§ 10-3　常勤の学校職員の資格

省は、常勤の学校職員の資格に関する規則を定める。

§ 10-4　職の公示

教員及び校長の職は、公示されなければならない。この要請は、 6　ヶ月より短い職につ

いて、又は雇用主が解雇の防止に関して労働の継続及び環境に関する1977年2月　4　日法

律4号第60節の定め及び新しい職への転任の権利に関する同法第67節の定めによって在

任職員あるいは前任職員にその職を提供する場合には適用されない。

§ 10-5　複数の求職者の間での選考

複数の求職者の間で一人を選ぶときは、教育と経験、任命が目標とする授業の必要及び

候補者のその職への適性が重視されなければならない。

§ 10-6　臨時的任命
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この法律に定められた資格要件を満たす候補者がない場合は、他の者が臨時的に任命さ

れることができる。より短い任命の取り決めがない場合は、任命は7月31日までとする。

§ 10-7　学校における教育実習の地位

省は個別の場合に又は規則によって、総合大学学生及び大学カレッジ学生(stud。nt。r fra

山versitet og hogskolar)を学校の教育実習及びガイダンスに行かせるようコムーネ又は県に

命じ、また、そのような実習に責任を負う人物を選ばせることができる。

§ 10-8　在職教育

国、県及びコムーネは、教員、校長及び学校において特別の責任を有する職員が在職教

育を受けて専門的教育的な知識を更新、拡大し、能力を高めて情報を有し学校及び社会の

発展の水準にあることを確保する努力をしなければならない。

§ 10-9　警察の証明

基礎学校に任命される者は、児童に対する性的虐待の罪を負い、起訴され、又は過去に

侵したことがあったか否かを示す警察の証明を提出しなければならない。児童に対する性

的虐待の罪を認められた者は、基礎学校に任命されることはできない。

コムーネは、日常的に基礎学校に出入りする他の者に対しても第1項の警察の証明を求

めることができる。

省は、施行規則を定める。

§ 10-量0給与と労働条件に関する団体協約

この法律の下で行なわれる職に対して、給与と労働条件は団体協約で定められる。閣議

における国王は、誰が給与と労働条件に関する交渉権を有する公務員組合と交渉するかを

定める。

組章学校の利描参加組織

§ 1量-1基礎学校の協同委員会

それぞれの基礎学校には、教員代表2名、その他の職員代表1名、父母評議会代表2名、

生徒代表2名、コムーネ代表2名による協同委員会を置く。コムーネ代表の内の1名はそ

の学校の校長とする。生徒代表は、事項が法律又は規則による秘密に属するときには出席

してはならない。

協同委員会はその学校に関するあらゆる事項についてその意見を表明する権限を有する。
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コムーネが協同委員会に行政上の職務を委任するときには、コムーネは協同委員会にさ

らに代表を加えることができる。コムーネは、協同委員会をコムーネ法第11節に定める

学校の理事会(styreforskolen)に指定することができる。コムーネが協同委員会以外のもの

を学校理事会に指定するときは、 2名以上の父母評議会代表が理事会の議席を有する。生

徒、職員、父母のいずれの集団も単独で理事会の多数を占めてはならない。校長は、会議

に出席し、話し、提案する権限を有する。

コムーネは、基礎学校とコムーネ立幼稚園の連絡協同委員会を設置することができる。

同意によって私立幼稚園とコムーネ学校との連絡協定を作ることができる。委員会には、

学校の生徒代表2名、教員代表1名、他の職員代表1名、幼稚園代表2名、学校の父母評

議会代表2名、幼稚園の父母評議会代表2名が含まれなければならない。第1項及び第3

項によるコムーネの代表に加えて、幼稚園の所有者は2名の委員を任命することができる。

§ 11-2　基礎学校の生徒評議会

各々の基礎学校に各学級l名の代表による第5 - 7学年の生徒評議会(elevrad)を一つ、

第8- 10学年の生徒評議会を一つ置く。代表は秋期始業の第3週に選ばれる。

その学校の教員1名が職務として生徒評議会活動を援助する。生徒評議会担当教員は生

徒評議会の会議に出席し発言する権限を有する。

生徒評議会会長(leiaren for elevradet)は、生徒評議会担当教員と相談して生徒評議会の会

議を招集することができる。生徒評議会は、その構成員の三分の一又は校長が要求すると

きはいつでも招集される。

生徒評議会は、学校の生徒の共通の利益を増進し良好な学習環境・学校環境をつくるた

めに働く。生徒評議会は又、生徒の地域的環境に関する事項について意見を表明し提案を

することができる。

§ 11-3　基礎学校の学級評議会

基礎学校の各学級にその全生徒で構成する学級評議会を置く。学級担任(学級教員)は、

学級評議会の活動について学級を支援する。学級担任は学級評議会の会議に出席し発言す

る権限を有する。

学級評議会は学級の生徒の利益を増進し教員及び父母と協同して学級の良好な環境をつ

くるために活動する。学級評議会は生徒評議会から得る事項に関して発言する。

§ 11-4　基礎学校の父母評議会

各基礎学校に、その学校の生徒の親全員を構成員とする父母評議会(foreldre- rad)を置

く。

父母評議会は、父母の共通の利益を増進し、生徒及び父母が良好な学校の環境をつくる
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ことに積極的に参加することを確保するよう援助する。父母評議会は、学校と家庭の連帯

の雰囲気を増進し、生徒の福祉と積極的発達の基礎をつくり、学校“地域共同体間の交流

を形成するために働く。

父母評議会は常務委員会(arbeitsutval)を選ぶ。常務委員会は、協同委員会のための2

人の代表とその補欠〔複数〕を選ぶ。常務委員会の長(l。iaren)は、この代表の中の1人で

なければならない。

§ 11-5　高等学校の学校委貝会

各高等学校に職員及び県の代表並びに生徒評議会によって選出された2名の代表で構成

される学校委員会を置く。校長は、県の代表でなければならない。

委員会は当該学校に関するあらゆる事項について意見を表明する権限を有する。

県は、学校委員会を地方自治法第11節の定める学校の理事会(styre for skole-n)と定める

ことができる。県が委員会以外の学校理事会を定める場合は、 2名以上の生徒評議会代表

が理事会に席を有しなければならない。生徒評議会代表の集団、職員代表の集団のいずれ

も単独で理事会議席の多数を有することがあってはならない。

校長は、出席し話し提言する権限を有する。

§ 11-6　高等学校における生徒評議会及び生徒総会

各高等学校に生徒20人に1人づつ以上の構成員で構成される生徒評議会をおく。生徒

評議会は無記名投票用紙で選出される。

とりわけ生徒評議会は、生徒の学習環境、勉学条件及び福祉的利益を改善するために働

く。

生徒評議会又は生徒の五分の一が要求するときは、学校の生徒全員を対象とする生徒総

会が行なわれる。学校の生徒の過半数が出席し投票するとき、生徒評議会は、招集に掛け〆

られた事項に関する生徒総会の決定に拘束される。

§ 11-7　共通規定

§ 11-1から§ 11-6による評議会及び委員会は、その長、次長(nestleiar)を選ぶ。それら

は書記(sekretar)をも選ぶ。

§ 11-8　県の委貝会における生徒の代表

後期中等教育の生徒の代表は、従業員に適用されるのと同等の規定に従って、県の委員

会(nemnder)に出席し発言する権利を有する。 (:コムーネ法§ 26、参照)

§ 11-9　基礎学校の全国父母委貝会
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コムーネが協同委員会に行政上の職務を委任するときには、コムーネは協同委員会にさ

らに代表を加えることができる。コムーネは、協同委員会をコムーネ法第11節に定める

学校の理事会(styre forsko】en)に指定することができる。コムーネが協同委員会以外のもの

を学校理事会に指定するときは、 2名以上の父母評議会代表が理事会の議席を有する。生

徒、職員、父母のいずれの集団も単独で理事会の多数を占めてはならない。校長は、会議
“に出席し、話し、提案する権限を有する。

コムーネは、基礎学校とコムーネ立幼稚園の連絡協同委員会を設置することができる。

`同意によって私立幼稚園とコムーネ学校との連絡協定を作ることができる。委員会には、

学校の生徒代表2名、教員代表1名、他の職員代表1名、幼稚園代表2名、学校の父母評

議会代表2名、幼稚園の父母評議会代表2名が含まれなければならない。第1項及び第3

項によるコムーネの代表に加えて、幼稚園の所有者は2名の委員を任命することができる。

§ 11-2　基礎学校の生徒評議会

各々の基礎学校に各学級l名の代表による第5 - 7学年の生徒評議会(。1evrad)を一つ、

第8- 10学年の生徒評議会を一つ置く。代表は秋期始業の第3週に選ばれる。

その学校の教員1名が職務として生徒評議会活動を援助する。生徒評議会担当教員は生

徒評議会の会議に出席し発言する権限を有する。

生徒評議会会長(leiaren for elevradet)は、生徒評議会担当教員と相談して生徒評議会の会

議を招集することができる。生徒評議会は、その構成員の三分の一又は校長が要求すると

きはいっでも招集される。

生徒評議会は、学校の生徒の共通の利益を増進し良好な学習環境・学校環境をつくるた

めに働く。生徒評議会は又、生徒の地域的環境に関する事項について意見を表明し提案を

することができる。

§ 11置3　基礎学校の学級評議会

基礎学校の各学級にその全生徒で構成する学級評議会を置く。学級担任(学級教員)は、

学級評議会の活動について学級を支援する。学級担任は学級評議会の会議に出席し発言す

る権限を有する。

学級評議会は学級の生徒の利益を増進し教員及び父母と協同して学級の良好な環境をつ

くるために活動する。学級評議会は生徒評議会から得る事項に関して発言する。

§ 11-4　基礎学校の父母評議会

各基礎学校に、その学校の生徒の親全員を構成員とする父母評議会(foreldre- r台d)を置

く。

父母評議会は、父母の共通の利益を増進し、生徒及び父母が良好な学校の環境をつくる
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閣議における国王は、基礎学校の全国父母委員会Foreldreutvalet for grunnskolenを任命す

る。委員会は長、次長及び5人の他の構成員を有する。その任期は4年である。省は、全

国父母委員会の任務に関する施行規則を定める。

§ 11-10　免除

省は、特別の場合、第11-1節から第11-7節までの定めを免除することができる。

第1晴企業内臓腑との運搬閑

§ 12"1労働生活職業実習中央評議会

国王は、労働生活職業実習中央評議会(rらd for fagopplaling i arveidslivet)を任命する。評議

会は省に助言し、職業実習の助長を主導する。評議会は、労働生活の構成員の代表及び省

の代表を含まなければならない。委員の過半数は、労働提供者及び労働者からの同数の委

員で労働生活を代表しなければならない。省は、評議会の構成に関して及びその任務を定

める。

評議会は、省が決定する前に次の事項について意見を表明しなければならない。

一　企業における実習時間を含む、職業又は労働領域における職業実習内

容に対する一般的指針

一　職業資格試験に関する規則

評議会はまた、一つの職業または労働領域が職業実習の下に含まれるべきかあるいはも

はや含まれるべきではないかに関する、関連領域の団体賃金協約の当事者又は省による提

案について意見を表明しなければならない。

§ 12-2　職業実習評議会(oppla)ringsrad)

企業において職業実習を行なうことができるそれぞれの職業(fag)及び職業評議会

(fagomrade)は、一つの職業実習評議会(eit fagleg oppl耕ingsrad)に結合される。省は、労働

生活職業実習中央評議会の提案にしたがって、労働生活における職業実習について、何の

職業実習評議会が設けられるべきか、その職業実習評議会の規模、それぞれの職業実習評

議会はどのような職業分野を蔽うべきか、及び職業実習評議会の仕事の規則を決定する。

その規則は、事務局または事務局の機能について定める。

省は、諸職業実習評議会の委員を任命する。それらの委員会の任期は4年である。各職

業実習評議会は、労働生活における賃金交渉両当事者の提案によって指名された同数の使

用者代表及び労働者代表を有しなければならない。委員会の長及び次長は、任期2年で両

当事者から選ばれる。職業実習評議会は、この外、職業実習の内容及び評議会の任務に広
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い知識を有する別の構成員を有するが、使用者及び労働者の代表の合計は構成員の過半数

でなければならない。

職業実習評議会は、企業における実習時間を有する職業または労働領域の資格要件

(sl皿kompetanse　実習終結時の能力)の提案を起草する。評議会は、その職業または労働領

域における実習内容に関して及びその職業または労働分野の全実習期間に関してもまた見

解を宣言しなければならない。

評議会は、省が次のことを行なう前に、その見解を発表する。

‾、早期の学校、コースまたはその他の科目教育を実習期間または実践期間と認定するこ

とに関する規則の決定

一、外国の職業教育をノルウェーの職業教育と認定すること

一、実習内容に関する規則が実習生に対して企業における実習を受ける前に基礎コースあ

るいは上級コースを修了していることを必要としていない場合に、ある職業に対する理論

的要求が適応されるべきかどうかに関する規則の決定

一、学習分野の外で試験を受ける受験生に対する職業資格試験の理論部分と同等であると

認定されうる試験を有する他の実習に関する規則の決定

§ 12-3　職業実習委員会及び職業委員会

県は、 i　4-3、 §　4-5、 §　4-6及び§ 12-4の定めによる責任を負う職業実習委員会

(yrkesoppla)ringsnemnd)を任命する。

この委員会は、 7名の委員とその各人の補欠委員(personlege varamedlemmner)で構成され

る。 2名の委員は被雇用者組織の勧告に基づいて、 2名は雇用主の組織の勧告に基づいて

指名される。この外にまた1名の実習生の代表が指名される。県はまた、産業及び雇用問

題に特別の識見を有する委員1名及び学校間題に特別の識見を有する委員1名を指名する。

任期は、県議会と同じである。実習生の代表は、一任期2年で指名される。県は委員会の

長及び次長を任期2年で指名する。

県の労働担当部局の代表1名と県の代表1名は出席し発言する権利及び議事録の見解を

入手する権利を有する。

委員会は、職業的問題を扱う際には県の指示権限に従わない。その他の任務の遂行にお

いては委員会は県の指示権限に従う。

県は、委員会に事務局と長を置く。

省は、どのような任務をこの事務局に与えられることができるかに関する施行規則を定

めることができる。

委員会は、各職業若しくは職業分野の助言的職業委員会を任命し、または試験委員会を

職業委員会として用いる。省は、職業委員会の構成と活動に関する規則を定めることがで

きる。
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§ 12-4　職業実習委員会の職務

職業実習委員会は、この法律に従って企業における実習を監督する。委員会は、労働生

活における職業実習を促進する活動責任を負い指導性を発揮しなければならない。

職業実習委員会は、実習場所(席)に関して同意を交わした実習企業の生徒を確保する。
’省は、その手続きに関する規則を定めることができる。

職業実習委員会は、受験志願者がいる職業について、可能な場合には他の県と共同で、

一つまたは必要ならそれ以上の試験委員会を任命する。

職業実習委員会は、合格した試験に基づいて職業資格免許状を書く。

職業実習委員会は、実習の外での試験の報告を志願者の実践として認める(§　3-5、参

照)。

委員会は、県、労働生活職業実習中央評議会及び省にその活動に関して及び職業実習に

とって重要な措置に関して報告する。

県は、職業実習に関連するその他の職務を委員会に課すことができる。

省は、規則でこの項及びこの法律第4章に伴う職務を超えて職業実習に関連するその他

の職務を課すことができる。

§ 12-5　教育計画グループ

県は、職業または企業における実習期間を有する労働領域における実習の内容を決定す

ることを援助する教育計画グループを任命する。

これらの教育計画グループは、同数の労働生活からの代表と学校側からの代表で構成さ

れなければならない。職業実習評議会は、労働生活の背景を有しなければならない教育計

画グループの構成員に関する提案を行なう。

§ 12-6　職業資格試験に関する不服審査委員会

省は、職業資格試験に関する決定に対する不服審査機関である不服審査委員会を任命す

る。各委員会は3名の構成員を有する。そのうちの2名は職業教育による資格を有しなけ

ればならない。省は、誰が長であり誰が次長であるかを定める。

不服審査委員会が職業資格試験に対して任命されなければならないときは、その職業の

職業実習評議会が勧告を行なう。

委員会の構成員とその個人的な代理は、長と次長を除いた中で、任期4年で任命される。

§ 12-7　評議会の構成員と委員会

選挙によって労働生活職業実習中央評議会、職業実習評議会、試験委員会または不服審

査委員会の構成員に選ばれた者は、その課題を果たす責任を負う。けれども委員は、その

仕事を続けてきたのと同じ長さの期間、更新して任命されないことを要求できる。満60
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仕事を続けてきたのと同じ長さの期間、更新して往命されないことを要求できる。満60

歳になった者は任命されないことを要求できる。

.　　　細事コムーネ、蝦び国の責務

§ 13-宣　コムーネが基礎学校教育及び特殊教育援助を施す義務

コ・ムーネは、この法律に従い、コムーネにおけるすべての住民の基礎学校教育及び特殊

教育援助の権利を充足しなければならない。この責任は§ 13-2によって県が責任を負う

生徒その他の人に対しては適用されない。

省は、個別の場合に誰がコムーネの住民と見なされるかに関する、かつ他のコムーネで

生じた基礎学校教育の費用の償還に関する規則を定め又は訓令を発する。

公的な基礎学校は、コムーネのものでなければならない(Offentlege grum-Skolar skal vere

kommunale.)。特別な場合、国又は県が基礎学校を運営することができる。県はその場合、

国の承認を得なければならない。

コムーネは、コムーネ管理部に、学校水準以上の学校専門性を有する職員を備えていな

ければならない。 (Kommunen skal ha skolefagleg kompetanse i kommuneadministra?jonen over

skolenivalet. )

§ 13-2　基礎学校教育及び特殊教育援助を施す県の義務

県は、県が運営責任を負う福祉・医療施設のクライアントの基礎学校教育及び特殊教育

援助の権利を充足しなければならない。

国は県の責任に関して、施行規則を定め又は個別の場合における訓令を発する。

§ 13-3　後期中等教育を施す県の義務

県は、すべての住民に対してこの法律による後期中等教育の権利を充足しなけばならな

い。

県は、 §　3-1による権利を有しない志願者に対して機会を与えなければならない(skal

gitilbod)。省は、機会の範囲に関する規定を含む規則を定める。

省は、個別の場合に誰がコムーネの住民と見なされるかに関して、及び他の県で生じた

後期中等教育の費用の償還に関して規則を定め又は訓令を発する。省は、県に他の県から

の志願者に対して後期中等教育の機会を与えるよう訓令を発することができる。

県は、刑務所における後期中等教育の責任を負う。省は、特別の場合、県が刑務所にお

いてその他の教育と結び付けて後期中等教育を施すことを指示することができる。

県は、国の日的、志願者の要求、並びに、あらゆる学習分野における後期中等教育に対
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する及び多様な年齢集団に対する社会の必要を考慮し、かつ、刑務所及び福祉・医療施設

における教育に対する責任及び特殊教育の必要を考慮して、後期中等教育の提供を計画し

施設を立てなければならない。

公的な高等学校は、県のものでなければならない(Offentlege vidareg台ande-Skolar skal vere

fylkekommuna]e.)。特別の場合、国又はコムーネが高等学校を運営することができる。そ

の場合、コムーネは省の承認を得なければならない。

§ 13-4　運送提供の責任等

コムーネは、基礎学校の生徒及び特別に危険又は困難な通学路のために運送の権利を有

する成人の運送に責任を負う。コムーネは、幼稚園児童、基礎学校生徒及び成人に対する

付き添いと監護を受ける権利を充足しなければならない。その他の場合、県が第7章に定

められた規定による運送、付き添い及び監護の責任を負う。コムーネは、県が運送した幼

稚園児童、基礎学校生徒及び成人の運賃を償還する。

県は、コムーネと協力して学校運送を組織しなければならない。コムーネと県が学校運

送の組織と財政について合意しないとき、省は訓令を発することができる。

省は、この法律による援助又は教育を受けるために宿泊を必要とする者のための旅の家、

付き添い及び休憩設備に関する規則並びに学校運送及び運送費用の償還に関する規則を定

めることができる。

§ 13-5　成人教育

国は、成人教育を全般に発展させる責任を負う。コムーネは、コムーネにおける成人の

基礎学校教育を計画し発展させる責任を負う。県は、県における成人の後期中等教育を計

画し発展させる責任を負う。

コムーネ又は県が現在の提供を通じてこのような教育の必要を充足することができない

ときは、教育の実施は、成人教育に関する1976年5月28日の法律第35号§ 10によって

承認された学習協会に委託することができる。

§ 13-6　音楽及び文化学校の提供

すべてのコムーネは、単独で又は他のコムーネと協同で、学校活動及び文化生活と結び

付けて組織された、児童bam及び若者ungeのための音楽及び文化学校を提供しなければ

ならない。

§ 13-7　学童保育Skoiefri-tidsordninga

コムーネは第1-4学年の授業時間の前及び後の学校保育(の制度、施設)

Skolefri-tidsordningaを提供しなければならない。
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学校保育は、児童の年齢、機能水準及び興味を出発点とする遊び、文化及び余暇活動を

用意しなければならないo学校保育は、児童を保護omsorgし、監督tilsynしなければなら

ない。機能障害のある児童は、良好な発達条件を与えられなければならない。場所の広さ

は、室内室外とも目的に適していなければならない。

学童保育は、次の事項に関する規程を有しなければならない。

.　a.所有権

b,児童の受け入れ決定権者

c.入所基準

d・入所期間、及び、学校保育在籍取り止めの予告期間

e.親の支出

f.遊びと在留の場所

g.毎日の開所時間と年間の開所期間

h.職員配置と運営

学童保育が学校に付設されているとき、通常、校長が管理と教育の長でなければならな

い。省は、この要請の例外を認める。

学校保育施設は、国及びコムーネの補助金と親の支出で賄われなければならない。

§ 10-9第1項及び第3項の規定は、学童保育における任命に適用される。

コムーネは、国の補助金を受ける私立の学童保育を認可し、監督する。

省は、学童保育に関する施行規則を定める。

§13-8　オスロ・コムーネ

オスロ・コムーネは、この法律において県に定められている権限を有し義務を負う。

§ 13-9　国からの補助金

国は、コムーネ及び県の出費の一部を充足するため補助金を出す。この補助金は、省が

定める規定による一括補助金の形で与えられる。

第14章監督と醐

§ 14-1国の監督と統制

省は、この法律による活動に関する事項の助言と指導を行い、かつ、その他の場合には、

コムーネ、県及び私立学校の設置者(eigarar。所有者)と協同して、法律と規則に応じた

満足で同等の教育施設の提供を確保するためになければならない。

省は、この法律による活動を監督し、それと結び付けて、学校施設と学校の文書を把握
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§ 15-3　児童保護事務所への通報義務

この法律による学校の職員は、その仕事において、児童保護事務所に諸措置をとらせる

当面の状況に対して留意しなければならない。 ( verepa vakt)

守秘義務に拘わらず、職員は、児童が家庭において虐待されている、若しくは保護にお

いて、 1992年7月17日の児童保護に関する法律第100号§ § 4-10、 4-11、 4-12が定める

重大な過誤が生じていると信ずる理由があるとき、又は児童が重大かつ継続的な行動上の

問題を示したときには、自分自身の発意によって児童保護事務所に通報しなければならな

い(skal gi opplysningar)。職員は又、児童保護に関する法律の解釈に責任を有する機関か

ら指示されたときにも、このような通報をしなければなければならない。

§ 15-4　社会福祉事務所への通報義務

この法律による学校の職員は、個別のクライアントに関する場合に、社会福祉事務所に

助言と指導を与えなければならない。職員は、その仕事において、社会福祉事務所に諸措

置をとらせる状況に留意し、かつ、自身の発意によって、そのような状況について社会福

祉事務所に通報しなければならない。このような通報は、生徒の承諾又は大抵は親の承諾

とともに、そうでない場合には守秘義務への服従を超えて行なうことができる。

第1脂難及び桝規定。他の法律の紐

§ 16-1実施

この法律は、国王が定める日から実施される。この法律の個別の規定は、その他の日か

ら実施されることができる。

§ 16-2　移行規定

この法律が実施されるとき、期限の定まっていない職に雇用されている基礎学校の職員

は、解雇されない。この職員に対しては、基礎学校に関する1969年7月13日の法律第24

号の§ 24の(1)の第2項及び(2)が適用される。

この法律が実施されてから5年の間、基礎学校に関する1969年7月13　日の法律第24

号の§ 17の(4)の第3項によって運営協定を設けた学校は、 § 9-1の第2項による校長に

関する要請の外に置かれなければならない。

§　2-1による10年間の基礎教育の権利と義務は、 1991年以後に生まれた児童に適用さ

れる。その他の児童と少年は、 9年間の基礎学校の権利と義務を有するが、基礎学校の第

10学年を終了するよう1学年上の水準の学年に進む。
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§ 16-3　他の法律の廃止

次の法律は、廃止される。

1.基礎学校に関する1969年6月13日の法律第24号

2.後期中等教育に関する1974年6月21日の法律第55号

-　3.労働生活における職業実習に関する1980年5月23日の法律第13号

・　4.生徒及び学生の福祉組織に関する1986年5月9日の法律第19号

§ 16-4　他の法律の改正(省略)

(以上)



コムーネ及び県に関する法律(コムーネ法)

1992年9月25日　法律第107号

1993年1月1日施行

最近改正: 1999年4月16日・法律第18号

Lov av 25 september 1992 m. 107

Om kommuner og fylkeskommuner (kommuneloven).

med endringer’Sisitved 16. apri1 1999 nr. 18

出典: Cappelen Akademisk Forlag as、 ISBN : 82-456-0432-2、 SePtember 1999.

目　　次

第l章　法律の目的及び適用範囲。コムーネ及び県(フユルケス・コムーネ)の組織
§l　法律の目的

§2　法律の適用範囲

§3　コムーネの分類、コムーネの名称、町

§4　コムーネ及び県の活動に関する情報

§5　コムーネ及び県の組織

第2章　コムーネ及び県の機関
§6　コムーネ譜会及び県議会

§ 7　コムーネ議会及び県議会の構成

§8　コムーネ執行部、県委貝会

§9　議長、県議長、副議長

§10　常設委員会。委員会

§11企業、施設等の理事会

§12　コムーネ行政区委貴会

§13　緊急事項における権限の拡大

§14　選挙権、選挙を受ける義務

§15　辞職、停職

§16　前倒し選挙、期日前選挙

§ 1 7　コムーネ議会及び県譜会における創立会譜等

第3章　コムーネ及び県の議事
§ 18　コムーネ又は県の議事の導入及び廃止

§19　コムーネ議会、県議会

§20　コムーネ機会及び県議会の責任と権限

§ 2 l　コムーネ議会及び県議会のグループへの事務的報告的援助

第4章　コムーネ及び県の行政
§22　行政長

§23　行政長の職務と権限

§24　コムーネと県の地位

§25　部分構成的委員会、行政委貝会

§26　委員会の職員代表に会う権利

第5章　コムーネ間の共同　(以下、 §見出しは省略)

第6章　住民代表機関における事務処理規則

第7章　住民代表の権利と義務

第8章　財政計画一年間財政

第9章　責任、支払い贈与の防衛、負債の徴収、支払いの中止

第10章　監察と統制

第11章権限設定。移行決定。他の法律の廃止及び改正。
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案文抄訳

第2章　　　コムーネ及び県の機関organer

§ 6.コムーネ議会kommunestyret及び県議会fylkestingetは、最高のコムーネの機関organer

・及び県の機関である。これらは、法規又は権限委任決定による他の決まりのない限り、コ

ムーネ又は県に代わって決定を行なう。

(中略)

§ 8.コムーネ執行委員会fomamskap、県執行委員会fylkesutvalg

l.コムーネ議会及び県議会は、それぞれ5名以上のコムーネ執行委員会及び県執行委員

会を選ぶ。ただし、これは議会執行制を導入したコムーネ又は県には適用されない。

2.コムーネ執行委員会又は県執行委員会の委員及び代理委員又はコムーネ議会又は県議

会の委員の中から任期4年で選ばれる。その選挙は、一人以上の委員が望めば比例代表選

挙で、さもなければ多数決で行なわれる。

3.コムーネ執行委員会及び県執行委員会は、経済計画、年間財政及び税決定の提案を処

理する。その他については、コムーネ議会及び県議会は、コムーネ執行委員会及び県執行

委員会の活動分野を定める。コムーネ執行委員会及び県執行委員会は、法による別の定め

のないすべての事項について決定権限を与えられることができる。

§ 9.コムーネ議会議長、県議会議長、副議長

1.コムーネ議会は、コムーネ執行委員の中からコムーネ議会議長及び副議長を選ぶ。県

議会は,県執行委員の中から県議会議長及び副議長を選ぶ。

(中略)

3.コムーネ議会議長及び県議会議長は、コムーネ議会及び県議会、コムーネ執行委員会

及び県執行委員会を主宰する。彼又は彼女は、コムーネ及び県の代表であ(る)り… (以

下略)

§ 10.常設委員会Faste utvalg、委員会Komiter.

1.コムーネ議会及び県議会は、自らコムーネ若しくは県の目的のため、又はコムーネ及

び県の活動の部分のためにコムーネ及び県の常設委員会を設置することができる。この常

設委員会の委員は、 3名未満であってはならない。

2.コムーネ議会及び県議会は、自ら常設委員会の活動領域を定める。この委員会は法律

によって別に定められない限りのあらゆる決定をする権限を与えられることができる。

3.コムーネ議会及び県議会は、自らその委員並びに委員の中から委員長及び副委員長を

選任する。

4.常設委員会は、コムーネ議会又は県議会によって別に定められていないところで、そ

の委員長又は作業委員会arbeidsutvalgに個別の問題又は原則問題を含まない事項の諸型に

ついて決定を下す権限を与えることができる。

(中略)
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§ 11企業、施設等の理事会Styre forbedrift, institu句on o.1.

l・コムーネ議会及び県議会は、自らコムーネ又は県の企業、施設等の固有の理事会eget

StyretSを設立することができる。これらの理事会は少なくとも3人の構成員を有しなけれ

ばならない。

2・.コムーネ議会及び県議会は、それらの理事会の構成について自ら定める。理事会は全

体的又は部分的に行政長から任命され又は関係企業もしくは施設の職員の中からあるいは

施設の利用者から選ばれなければならないと定めることができる。これらの措置で任命さ

れな’い又は選ばれない構成員は、コムーネ議会又は県議会から選ばれる。

3・このような理事会のいくつかは、活動の運営及び組織に関する決定に適合する権限を

委任されることができる。

4"　コムーネ議会及び県議会は、自らいっでもこのような理事会を再組織しまたは廃止す

ることができる。コムーネ議会及び県議会が自ら定めた規定の中での新しい選出による再

組織は、選挙能力を認められている同じ組織または職員によってなされることができる。

§ 13.緊急事件における権限の拡大

(中略)

§ 14.有資格者。選挙を受ける義務。

第3章　コムーネ及び県の議会主義

§ 18　コムーネ又は県の議会執行制の導入と終止

l ・コムーネ議会kommunetstyret又は県議会fylkestingerは、この章の定めるところに従っ

て、自ら議会執行制Parlamentariskstyringsfomの導入を定めることができる。この決定は、

コムーネ議会又は県議会の半数以上による承認を要する。

2・議会執行制の導入の動議は、任期終りから2年目の12月31日以前に提案され承認さ

れなければならない。この動議は単独過半数で承認されることを要しない。この議会執行

制は、次期市議会又は県議会の最初の会議まで解散されてはならない。この議会執行制は、

新議会の任期2年目までに決定され実施されなければならない。

3・コムーネ議会又は県議会は、この項の定めに従って決議して通常の執行制度に戻るこ

とができる。この決議は半数以上による可決を要する。

§ 19　コムーネ行政執行部。県行政執行部

1・コムーネ議会及び県議会は、コムーネ又は県の行政の最高機関overste ledelse av

kommunens eller fylkeskommunens administr$onとしてコムーネ行政執行部kommuner各dまたは

県行政執行部fylkesradを設置しなければならない。

2 ・コムーネ行政執行部又は県行政執行部が導入された場合、執行長admonistrasions軋vf

(chiefexusective)の制度は廃止されなければならない。

3・議会執行制の継続に際して、コムーネ議会又は県議会は、その選挙の後の設立会議に
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おいて執行委員会et radを選ぶ。コムーネ議会または県議会が現在の執行委員会sittende

誼detの職の終止を決定したとき、又は、執行委員会が職を止めることを知らされたとき

は、次の会議以前に新しい執行委員会の選出が行なわれなければならない。執行委員会は、

選出後直ちに職務を開始する。

4.執行委員会の承認は、執行委員会に要すると同数の委員名を含み、かつ、誰が執行委

員会の委員長及び副委員長になるかを特定するものでなければならない。

(以下、略)

§ 20　コムーネ行政執行部及び県行政執行部の責任と権限

1.コムーネ行政執行部及び県行政執行部は、この法律に基づく以外には、あらゆるコム

ーネ又は県の行政組織に対する最高の行政機関　overste ledelse for den samlede kommunale

eller fylkeskommunale administra句onである。

(中略)

4.コムーネ議会及び県議会は、執行委員会にコムーネ及び県の活動の分離部分部分に関

して、その行政に関する執行委員会を設置し任命する権限を与えることが出来るo

(中略)

5.コムーネ行政執行部及び県行政執行部は、コムーネ議会又は県議会に出席しなければ

ならない。執行委員会委員長は、自ら又は執行委員の代理によってコムーネ又は県の諸機

関の会議に出席する権限を有する。この会議に出席する権限は、これらの会議がコムーネ

議会自体の若しくは県議会自体の又はそれらの機関自体の内的組織に関する横断活動的業

務であるときには、統制委員会kontrollutvalge　の会議又はコムーネ議会自体の機関の会議

若しくは県議会自体の機関の会議には適用されない。

§ 21コムーネ議会又は県議会のグループに対する職務援助及び業務説明

(略)

第4章　コムーーネ及び県の行政組織

§ 22　行政長administra匂ons♀ief

l.コムーネ及び県には行政の長が雇用されなければならない。

2.コムーネ議会及び県議会は、自己の行政の長を雇用しなければならない。

§23　行政長の職務と権限

l.行政長は、コムーネ議会又は県議会の定める規定に基づく例外を除き、かつ、その定

める基準の範囲内で、コムーネ又は県のあらゆる行政組織の最高指導者den ffVerSte leder

for d。n Samlede kommunale e11er fy′lkeskommunale administra$onであるo

2. (以下、略)



教員制度

(-)総論

ノルウェーの教員制度は、 4つの教育レベルに応じている。

初等前教育(学童保育施設及び第1学年)

基礎学校教育(第1学年一第10学年。すなわち義務教育)

後期中等教育(第11-13学年)

高等教育
`　　(以下特記の場合以外、出典: h備P://www.dep.non{uf/publ/dice/ 1999.09.1 1)

基礎学校及び後期中等教育の教員資格に関しては「基礎学校及び後期中等教育に関する

法律」 (Lov om grunnskolen og den vidaregaande opplaringa。略称教育法opplaringsIova。 98年

制定)及び「大学及び高等教育学校に関する法律」 (Lov om universiteter og hqgskoler。 95年

制定)が、一般的なことを定めており、実質的には「教員養成基本計画」 (Rammeplan for

larerutdaming)及び大学等の各機関の計画によっている。

(1)総じて、初等、中等教育の教員になるためには、次の二つの要件がある。

A.最小限2学科(su切ect)についての大学レベルでの3年乃至6年のから学習。

B.教授学10単位、教科目教授法(5十5)単位、教育実習最小限週16週を含む1年間

の教職課程

(2)その上で、教員の種類によって養成課程は異なる。総じて、

①初等前教育教員　カレッジで最小限3年

②基礎学校全科教員(全科目を教育する教員。第1-10年担当)

③専科教員(特定の科目を専門に教育する教員。大部分は高等学校)

④職業教育教員は、 3-6年の養成課程での勉学を要する。

(以上(1)、 (2)は、テレマーク・カレッジ教員養成学科助教授ピョン・アークレ氏による。)

教員(以下、紛れのない限り初等中等教育教員を言う。)養成は、現在では26の国立カ

レッジのうちの18カレッジ及びlつの私立カレッジ、並びに大学で行われている。

(二)初等前教育教員

この資格を得るためには、 3年制カレッジで初等前教員課程を修了しなければならない。

現在では、第l学年教員も基礎学校教員の資格を得るため1年間の教職理論及び実習課

程(以下、本稿では教職課程と言う。)教育を受けることが望ましいとされている。

(三)基礎学校教員

この大半は、 ①全科教員である。

全科教員は、教員養成課程を有するカレッジで養成され、彼らは全科教員免許状

Certificate of Teacher Educationを有する。

現在の4年制全科教員養成課程は次の要素を含む。

必修の教科科目:2年半(50単位) :ノルウェー語10、数学10、宗教及び倫理学10、

理科、環境及び社会科10、実践的科目・美的科目各5

-1-
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教授学及び教育方法学はこの50単位中に10単位分含まれていると見なされる。

教育理論:半年(10単位)

選択教科科目の深化研究: 1教科目1年(20単位)又は2教科日半年(10単位)2つ

基礎学校教員には、そのほか基礎学校の科目の2、 3関係する一般的な大学又はカレッ

ジの学位を有し、さらに必修の1年間の教職課程を修得する。これらの教員には、 ②アデ

ユンクトa叫nkt (教職課程を含めて4-5年)とレクター③ lektor (教職課程を含めて7

年)の教員資格の種別がある。

初等段階では、実際には初等前教員を除いてほとんど全教員が全科教員であり、上級学

年でより多く、専科教員が使われている。

しかし、現在では前期中等教員の9割までが全科教員になっており、教員の多様性が失

われつつあることを由々しい問題とする指摘(ユニ・キウス・アーリン氏)がある。

(四)後期中等教育教員

後期中等教育教員は、職業教育教員も一般教育教員も科目についての専門家である。

高等学校の職業科目教員の資格は、次の分野を基礎としている。

通常はカレッジにおける専門科目教員の課程

職業資格、それに関連する職業経験及び1年間の教職課程

承認された芸術能力と1年間の教職課程(芸術科目)

しかし、 3年制の職業教育養成課程が2000年乃至2006年のうちに導入されることにな

高等学校の-般教科又学問的教科の教員は、 3年半から6年間の専門教育と1年間の教

職課程の教育を受ける。高等学校一一般教科・学問教科の教員の大部分は、 5-6年の大学の

学位を有する。

(五)教員の給与

教員の給与は、政府と労働組合全国連合体の交渉を経て、各教員の教員資格と年功によ

って定まる。 98年5月から2000年4月までの給与協定による年収はつぎのとおり。

Iarer　最低　201,300NOK　　最高　249,000NOK

匂unkt　　　2 1 6, 500NOK　　　　269,000NOK

lektor　　　23 0’900NOK　　　　298,300NOK

このほかに、学級担任、生徒相談等を担当すると手当が付く。

(六)教員の労働時間

年間労働時間は、 1717.5時間

週間平均労働時間は、教育レベルによってことなり

初等教育25時間

前期中等教育21,4時間

後期中等教育20,7時間

60分のうち45分が授業時間

この外、年間190時間(週約5時間)が学校所在拘束時間

この外、授業日のほかに年間5日が計画作成日

-2.
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HALDEN VIDEREGÅENDE SKOLE

Klasse- Og elevpla§Stall for skoIe紅et 1999/2000

Avdeling Christian Augus`

A(うA

VKI Allmeme fag

②konomiske og administrative fag

VKII Allmeme fag

⑦konomiske og administrative fag

臆Allmennfaglig pal)ygning

Sum:

Tilrettelagt kurs med a=meme fag og butikfag

KP

GK Kjemi og prosessfag

Sum avd・ Chr. August:

Avdeling Porsnes

AのA

GK Allmeme’ck. og adm. fag

Eし

GK Elektrofag

VKI Elektro

VKI Elektronikk

Sum:

Ne l fo-kurs

ME

GK Mekaniske fag

VKI Plate- Og SVeisefag

yKI Mekaniske prosessfag

Sum:

HS

VKI Bame- Og ungdomsarbeiderfag

叩elpepleier

HelsescⅣ iceぬg

O msorgs魚g

VKII Apotektekniker

H e l se sekreta:r

Iijelpepleier

Sum:

土山Iereutdamingsku「s i psykiatrisk hjel匹pleie

Sum avd. Porsnes

3kl. 108elevplasser l/Iうス3`久

l kl.

243 elevplasser

kL　　20　くく〉〉

11 Ⅲ・ 263elcvpl雅紀r

4kl. 120elevplasser

3 kl.　36　　《》

1 kL　15∴∴《〉〉

1 ki　15　　の〉

5 kl. 66elevpla§ser

l kl.  13　　くく〉〉

田園

詔書紺(弛㌦)
1 k1　15　　《))

4kL　00c重evplass頃

1虹　13elevpl謎端r

l kL　15∴∴《〉〉

1虹.　15∴∴《〉〉

1 k1　15　　くく〉〉

1 kL　15　　くく〉〉

l k上　1う　　くく〉)

1 kl　　15　　くく〉〉

7kl. 105elevpIasser

l k1　15　　くく)〉

22kl. 38l elevplasser
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k
l
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唖



Avd. Ri§um

MDD

GK Musikk, dans og drana

VKI Musikk/drama

VKII Musikk/Drama

Smm:

BY

GK Byggfag

VKI Tqmrer

Sum

HN

GK Hotell- Og na=nngSmiddelfag

VK Kokk飴色

Sum:

HS

GH Helse- Og SOSialfag

FO

GK FomglVmg

VKI Fomgivingsfag (aktivitqr)

VKI Tegning¥form¥farge

VKII Tegning¥fom¥farge

Sum:

T初で〃eIag/ applαri〃g

A⑦A (klasse med sterkt redusert elevtall)

Byggfag

1 kl. 15elevplasser

lkL　14　　くく〉〉

2kl. 29elevplasser

2kl. 30elevplasser

l kl　15　　くく〉〉

3kl. 45elevplasser

4kl. 60elevplasser

3 kl. 45elevplasser

l kl. 15　　くく〉〉

2kl.　30　　くく〉〉

2 k1　30　　くく〉〉

8 kl. 120elevplasser

l kl.　4elevplasser

2kl. 12　　　くく〉〉

1 k1　6　　　くく〉〉

4k1　22elevolasser

24 k1 366elevplasser

6 kl. 27 elevDlasser

63 kl. 1037 elevDlasse

Sum avd. Risum

Avd・ Tosterodberget

Tilrettela曾te klasser innen AI
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SamtIige grupper l grupperegi§tret med e獲evantall

Iナedehk 〃 v;deI℃g5ende sko/e

ÅAlqK enonomi og info.-behandling

1AAA CAA l (2)K99 1

・1AAAFAA lのK99 1

1AABCAA l elK99 1

1AABFAAでくZJK99 1

1AACCAA lのK991

1AACFAA lのK991

1AADCAA了のK991

1AADFAA l fZ]K99 1

1AAECAA lのK99 1

1PDAFAA l e)K99 1

1PDBFAA IZ)K99 1

AA2βi BioIogi (2Bi〉

C2BIAO99 1

C2BIC499 1

F2B/B 1991

991　N=s A Holme

991　Salvi B(研Stad

991　Liv Odsbu

991　Sdrvi Bの「stad

991　　しiv Odsbu

99 1　　Knut-Ha「aId Christiansen

991　Tom Jannestad

991　T「ine Mo「ch KIev

991　NiIs A HoIme

991　Ch「iste「 A, Eng

991　Salvi Bo「stad

991　Hans OpsahI

991　Tore Wi=y Tangen

991　Knut Boymo

AA2Bの　　Bedriftsokonom i i

AA2EN EngeIsk i

C2ENBO99 1

C2ENCO9 9 1

C2ENE499 1

F2EMO99 1

F2END 1 99 1

F2ENF4 99 1

991　WiIly Lien

991　Jan Malie「 Jakobsen

99 1　KnuトHa「aId Christiansen

991　Trine Morch KIev

991　Niis Heige HeIgesen

991　Bj〇四」ie「

991　Elisabeth Pette「O DyndaIe

991　Astrid Weei Sannrud

991　Tu「id Skaa「a Egeberg

991　Magne Aasb「enn

991　Svenn Poppe

30. aug. 1999

a= grupper:

AntaiI grupper:

187

g「uPPer:

丁otait

28
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Samtlige grupper I gruPPeregistret med elevantall

Ftederik // V紺eregaende sko/e

C2POAO991　　　　　　991　Ha「「y Hen「iksen

AA2REI Regnskap I

C2REIA1991　　　　　　991　NiIs Helge Helgesen

AA2RL RettsIaBre l

C2RしAO991　　　　　　991　Esben Kionig

C2RしB1991　　　　　　　　991　NiIs A HoIme

AA2SK Samfunnskunnskap (2SK)

C2SKBO991　　　　　　991　Svein Skahjem

C2SKD4991　　　　　　　991　しiv Odsbu

F2SKAO991　　　　　　　　991　Ma「ie Johanne Vatevik

F2SKC1991　　　　　　　　991　Even Dahlback

AA2SPC SpanskC-SPねk2

112

187

C2SPCA4991　　　　　　　991　0ve Jan Dedichen

30・ aug・ 1999

」2! 3i　5I

Anta= grupper:　1

Anta= gruppe「:

i臆.臆○○当　4

Anta= grupper:

18

11

19

grupper:

AA3Bi BioIogi (3馴)

C3B仏O99 1　　　　　　　　99 1　Lasse Pettersen

F3B/B2991　　　　　　991　K…tBoymo

F3BIC399 1　　　　　　　　99 1　To「e Lauvstad

AA3Bq Bedriftsokonomi =

C3BのAO991　　　　　　　991　NiIs A HoIme

C3BZ)C3991　　　　　991　Nils Helge HeIgesen

F3BのB2991　　　　　　　991　KnuトHa「ald Ch「istiansen

187

AA3EN EngeIsk ii, Skriftlig (alt.A)

C3EMB2991　　　　　991　Sten Be「giund

F3ENAAO991　　　　　　　991　EIizabeth Smith LerfaId

」三ユー」
AntalI g「upper:

AntaII g「upper:
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Source: Statistics Norway.

Universities. Students。 1 Octobe「 1998

「二七硬
匹一当ひ庵詐

W m小宅γし

Students, tOtai

Unive「sity of Osio

Free FacuIty of TheoIogy

State Vete「ina「y Coliege

OsIo Schooi of A「Chitectu「e

さ=乙8

ブきりol

755

430

270

Norwegian CoIIege of Physicai Education and Sport　697

NoMegian Co=ege of Agricuitu「e　　　　　　　　　2 026

State Academy of Music　　　　　　　　　　　　　　450

Unive「sity of Be「gen I 6lO7

Norvegian SchooI of Economics and Business　　　2 698

Norvegian Unive「sity of Science and TechnoIogy l「qP3

University of T「omsの　　　　　　　　　　　　　　5 991

Source: Statistics Norway.





ノルウェーの学校教育
-その概要、共通教育理念と後期中等教育制度-

目　　次

はじめに
’(一)学校教育の概要

(二) CORE CURRICUしUM-共通教育理念

(1)精神的人間

(2)創造的人間

(3)労働する人間

(4)一般教養教育を受けた人間

(5)社会的人間

(6)環境を認識した人間

(7)人格的に統合された人間

(三)後期中等教育改革

(1)従前の後期中等教育問題

(2)課題

(3)解決策

(4)解決策による利点

(四)職業訓練制度

(五)後期中等教育生徒の権利及び生徒の自治、

大学の管理運営への学生参加

北　川　邦　一

(l)後期中等教育生徒の学校管理運営への参加、権利及び自治の保障・……‥ 127

(2)生徒の『手引き』

(3)大学の管理運営への学生参加

おわりに

l

　

　

1

　

　

3

　

　

3

　

　

3

　

　

4

　

　

○

○

　

　

6

　

　

7

　

　

8

　

　

8

　

　

8

　

　

8

　

　

9

　

　

0

　

　

3

　

　

3

1

　

　

1

　

　

1

　

　

1

　

　

1

　

　

1

　

　

1

　

　

1

　

　

1

　

　

1

　

　

1

　

　

1

　

　

1

　

　

1

　

　

2

　

　

2

　

　

2

1

　

　

　

1

　

　

　

1

　

　

1

　

　

　

1

　

　

　

1

　

　

1

　

　

　

1

　

　

　

1

　

　

　

1

　

　

　

1

　

　

　

1

　

　

　

1

　

　

　

1

　

　

　

1

　

　

　

1

　

　

　

1



ノルウェーの学校教育
-その概要、共通教育理念と後期中等教育制度-

SchooI Education in Norway

北　川　邦　一

KITAGAWA Kunikazu

はじめに

本稿は、主としてノルウェー政府諸機関の発行する英文文献に依って、同国の学校教育

の概要、その教育改革における共通教育理念、及び後期中等教育制度についてまとめるl) 。

(一)学校教育の概要2)

学校行政の責任は、小、中学校は市町村(municipalities),後期中等教育(upper

SeCOndary education)は県(county),大学は国が負っている。教育を管轄する国の機関

は文部省である3)。 1994年以来、社会の実情に沿うよう教育改革が進められている。

義務教育生徒の98.5%、後期中等教育レベル生徒の96.5%は公立学校に通っている。私

立学校が認められており、国の補助金は私立学校の運営経費の小中学校で85%、後期中等

教育レベルで75%、残りは授業料等によっている。

義務教育期間は、現在は9年間で就学年齢は7歳(l月から12月の間に7蔵になる児童。

新学期は8月)であるが、 1997年8月からは就学年齢が6歳に引き下げられ10年間となる。

小学校は6年間、中学校は3年間の課程であり、学校は週5日制、年間38週又は190日開

校する。 l学級の生徒数は、上限が小学校28名、中学校30名と定められているが、小規模

校が多く、平均小学校18名、中学校22名となっている。教員1人当たりの生徒数平均は、

小学校10名、中学校8.9名となっている(1993年) 。

義務教育では、早い場合は第2学年から英語があり、第8、 9学年では第二外国語(フ

ランス語、ドイツ語、他)が選択科目としてある。

義務教育各学校は、親、生徒、教員その他職員の代表による調整委員会の援助を受け

(assisted by coordinating committee)、校長によって運営される。同時に親、教員、生

徒の各評議会(council)及び学級評議会がある。

学校時間外に7-10歳の子どもを預かるデイ・ケア・センターが91年に発足し、 93-4年

-11l-
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ノルウェーの学校教育

には自治体の80%に設けられており、 97年迄に100%に普及することが目ぎされている。

16歳の約95%の者が義務教育終了後、なんらかの中等教育を引き続き受けている(93年

で約21万人) 。 94年の教育改革によって、 16-19歳の青少年に大学人学資格や職業資格に

.　つながる3年間の後期中等教育を受ける法的権利が保障された。障害者には5年間に拡大

された。県は、学校制度の外にいるこの年齢グループの青少年をフォロー・アップする

(follow up)責任を負う。後期中等教育学校では1つの学校で一般科目と職業科目の両方

を教えている。後期中等教育学校の授業料は無料であるが教科書代筆は生徒が負担する。

後期中等教育学校教育修了者の約4割が高等教育へ進む。

高等教育機関としては、 4つの大学と6つの大学レベルの「ユニヴァシティ・カレッジ」

があり、これらの修業年限は4へ7年である。この他に26の国立カレッジがある。これら

の総学生数は93年で約16万人である。

成人教育については、 1976年に制定された成人教育法によって政府は助成金を出してい

る。 92年、市町村が運営する初等及び前期中等教育レベルのコース及び県が運営する後期

中等教育レベルのコースで約5万人、通信教育で約3万人が学んだ。この外に43の成人教

育協会や通信教育機関が設けるコースがあり、それに93年、後期中等教育レベル7万人、

高等教育レベルl万7500人を含む約60万人が参加した。又、正規の資格には結びつかない

が17歳以上なら誰でも入学できる全寮制の民衆高等学校(フォーク・ハイスクール)があ

る。 92年、 84施設総計約7700人定貝で宗教団体や独立の財団、県等によって設置運営され

ている。

以上のようなノルウェーの現行教育制度を定めている基本法規は次の諸法律である。

①primary and Lower Secondary Education Act　　初等及び前期中等教育法

②Act No.55 of 21 June 1974 Relating to Upper Secondary Education, As

Subsequently Amended, Most Recentry by Act No.90 of ll June 1993

後期中等教育法

③Act No.13 0f 23 May 1980 Relating to Vocational Training, As Subsequently

Amended, Most Recentry by Act No.85 0f ll山ne 1993　　職業訓練法

④Act No.22 0f 12 May 1995 Relating to Universities and Colleges　　大学法

⑤Adult Education Act, 1976　　成人教育法

@Folk High SchooIs Act　　民衆高等学校法

なお、同国に言語的な少数集団(language minorities)としてサーメ(Sami)がおり、サー

メ出身の子どもは第一言語又は第二言語としてサーメ語で授業を受けることができる。こ

の選択はノルウェー語を話す子どもにも開かれている。現在1400人のサーメの生徒がサー

メ語で授業を受けており、サーメ語による授業は多くの高等学校でも行われている4)。
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(二) CORE CURRTCULUM　-共通教育理念-

1994年以来のノルウェーの教育改革の一つの核心的な理念ないし精神を示す文書として

∬ノルウェーの初等、中等及び成人教育のためのコア・カリキュラム』 (Cbγe Cuγγiculum
’わγ PγeimaIy, Seconddry and AdeJlt Educa寂m Jn Nbγu′の)5)が作成されている。

.この基本的性格について、同国文部大臣はその前書きで次の旨、述べている。 ①この文

書は「初等、中等及び高等教育において同時に大規模な改革が導入されるときに、成人教

育を含めて諸水準の教育の結合を強調する観点をもって、教育課程の共通コアの共通の系

統的叙述説明(a common formulation of the common core of the curriculum)をす

る」ものである。 ②文部省は、その設けた作業班の調査研究報告による提言と草案を受け、

これを教育制度を統括する諸法6)の定める諸目的及び数年の論争を経て議会の承認を得た

中央政策文書の諸原則によって検討して草案を作成した。 ③ 「本文書this documentの草

案は広く配布され討論され、その文言(the text)は次に議会(Parliament)の最終的形式で

提出される前に修正された。議会はそれ以上の変更を加えることなしに全面的同意を与え

た。 」 ④ 「それ故、この文書は様々な水準におけるそれぞれの教育課程及び主要な授業要

目の発展に対して拘束力のある基礎(a binding foundation)、ノルウェー教育制度の共

通コアを成している。 」

このCbγe Cuγγiculumは、その内容を見るとわが国で言う「カリキュラム」すなわち

学習教育内容の区分とその順次的配列を示すものではなく、共通教育内容の核心とするべ

き理念ないし精神の説明をしているものである。

以下、この目次・構成を示しつつ、わが国の教育改革を念頭におくとき注目されるその

内容の抄訳を示す。見出しは原文の目次の大項目、続く角括弧[ ]内はその小項目であ

る(見出しの( )付き数字番号および波下線による強調は北川が付した) 。

序論

「社会は教育機会の平等が実現されるよう確保する責任がある。 」 (5頁)

(1)精神的人間[キリスト教的及び人間的価値。文化的遺産とアイデンティティ]

「キリスト教的人間的価値は、異なる文化及び慣習に余地を提供しつつ寛容を要求し養

う。これらは、法の支配並びに平等な政治参加及び討論の枠組みとしての民主的国家を強

化する。 ……

キリスト教の信仰と伝統は私たちの歴史の深い流れを成している。 …

私たちのキリスト教的人間的伝統は、平等、人権及び合理性をその前面に置く。

社会進歩は、理性と明察の中、人間の創造し評価し交流する(communicate)能力の中

に探し求められる。
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又、この織り合わされた伝統……　それは、無私で創造的な努力を鼓舞し誇り高くかつ

礼餞正しく思いやりのある行動を励ます。

同時に、 ・・・若者は、道徳的基準が争いの源でありうろこと、しかし、又、それが変化を

受け、省察と批判と対話を通じて社会関係と人間の相互作用に対する新しい型が創造され

得ることをも理解しなければならない。

教育は、あらゆる人が平等に創られており人間の尊厳は不可侵であるという観点に基づ

くべきである。教育は、各人が独自的uniqueであるという信念、すなわち、各人はその

固有の成長を育て(nourish his own growth)うろこと、及び、各個人の特徴は私たちの

世界を豊かにし活気づげろという信念を確実なものにするべきである。 」 (7頁)

「個人のアイデンティティの発達は、継承した振る舞いの形式、行動の規準及び表現の

型に慣れ親しむことを通じて生ずる。それ故、教育は学習者の全国的地域的伝統一家族

の歴史及び世界における文化の多様性に対する私たちの貢献である顕著な特徴-との親

密性を努めて作りあげ深めるべきである。サーメの言語と文化は、ノルウェーと北欧諸国

が保護する特別の責任を有しているこの共通の継承物の一部である。 」 (9頁)

「知的自由(intellectual freedom)は、他の観点を掛酌することallowanceを含むだけ

でなく、一つの立場をとること、たった一人でとるべき信念、並びに、自分自身の信念に

照らして考え行動する性格の強さを励ます。 …

教育は、自己の権利の主張及び他者の権利の主張を決意すること、並びに、それらの侵

犯に対して立ち上がることを発達させなければならない。 」 (10頁)

(2)創造的人間[創造的能力。 3つの伝統(tradition)。判断についての批判的感覚。

科学的方法と活動的民衆]

「過去の大小の業績は、前の時代の人類の事績に対する尊敬の念を吹き込むだけでなく、

未来が開かれており今日の若者がその発意と想像によって未来を形づくることをも示す。

私たちの文化的遺産は過去と同義語ではなく、むしろ創造的な過程であって、その過程で

は学校教育は小さからざる貢献者である。

その上、創造は学習を前提条件とする。 ……　事実に基づく知識は、夢と想像と遊びに

火をつけ、精神を異なった分野における共通のパターンの発見へと駆り立てる。

それゆえ、教育は、革新的労働、知的探究及び芸術的表現という人類の偉大な伝統の中

で繰り広げられてきた過去の貢献を、そのようなものとして打ち立て論証しなければなら

ない。 (Education must build upon and demonstrate the contributions of the past

…)」 (1l-12頁)

「教育は、継承した実践の更なる発展及び新しい知識の獲得に学習者自身が参加できる

ようなやり方で構成されなければならない。 」 (12頁)

「第一の伝統は、実践的労働及び経験を通じての学習に結びついている」 (12頁)
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「教育は、 ……　どのように現存の基準が試行錯誤によって継続的に改善されてきたか

を伝えなければならない。 (12頁)

「学習者は、論理と事実、経験、証拠と研究によって試される理論的発展を通して新し

’い知識が勝ち得られる諸学科(subjects)において第二の伝統に出会う。それは言語、数

学、社会科学、自然科学の学習において提供される。 」 「教育は、思考の訓練、 推測、そ
/ヽノーヽ一/ヽ〈

れらを概念的に検討すること、結論を引き出すこと、結論に達すること、観察と実験の訓

練を必要としている。その副本(counterpart)は、議論、論争及び論証において自分自身
〇〇〇〇血書;〇〇　　　〇〇〇〇〇〇〇長田　　　　　　　　　おお三〇〇壬さ　　　　　　　　　　　　　　　　　曇iこ±:看こ±雪i容量○こ言霊査こ⊆こ乙Oこと

を簡潔に表現する実践である。 」 (13頁)

「第三は、体と精神によって伝達され、美術と工芸の中、言語と文学の中、劇場、歌、

音楽、舞踊と競技の中に埋め込まれている私たちの文化的伝統である。 」 (13頁)

「批判的な判断は、生活のあらゆる領域において求められる。 ……　生活の多様な領域

における批判的な判断は、明確な諸基準に対置する表現と実行を試みることによって発展

させられるべきである。 」 (13-14頁)

「3つの伝統に共通しているのは、それらが創造すること及び経験することという人間

の資質(gift)を融合することである。 」 (14頁)

「科学的思考と労働方法とにおける熟練(skill)は3つの機能の訓練を要求する。

○疑問に思い新しい問題をたてる能力(abilitiy)

〇人が観察した現象に対する可能な説明を考案する能力

○他人の説明をその源泉、経験あるいは観察によって試す能力」 (14頁)

(3)労働する人間[技術と文化。学習と労働習慣。授業と個人のイニシャテイブ。既

知から未知へ。生徒に適合させた授業。全面的発達。教員と教育者の役割。授業能力と活

動的学習。集団としての学習]

「教育は、学習者に労働の世界の多様性への覚醒と視野を与え、それへの活動的な参加

に必要な知識と熟練を贈るべきである」 (16頁)

「私たちの社会の幸福と全存在は高度な技術に基づいている。しかし、その同じ適用さ

れた科学と技術が破壊的な目的に使われ得る。 ……技術が統御されず、又は間違って使用

されるときは、それは地球を使い尽くし次の世代の存在の基礎を破壊するかもしれない。

‥"…私たちの技術的遺産(our technoIogical heritage)をよく知ることは一般教育

(general education)の不可欠な要素である。 」 (17頁)

「教育は、自分が選んで実践した結果を各個人がよく見ることによって学ぶことができ

るようにしなければならない。それゆえ実践的な労働と訓練は教育の重要で統合的な部分

でなければならない。 」 (19頁)

「あらゆる教育実践的課題のうちで最も重要なことば、子どもたち若者たちに彼らが絶

えず前進していることを伝え彼らが自分自身の能力(abilities)への確信を得るようにする
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ことである。 」 (22頁)

「学校外の社会的条件を別にすると、学級間の違いは、教員が生徒の課業(work)を構

成し、生徒の努力に対して指示と応答、支持と励ましを与える方法に大きくその原因があ

る。 ……等しく授業を受ける権利(right to equal schooling)は、各個の生徒が割り当て

られている学校の学級からも独立でなければならない。 」 (23頁)

(4 )一般教養教育を受けた人間(the liberally-educated human being) [明確な知

識と広いレファレンス・フレーム(specific knowledge and broad frames of reference)。

専門化した社会における共通レファレンス(common references in a specialized

society)。国際化と伝統の評価]

「学校教育は、多面的で全面的な一般教育を提供するべきであり、この一般教育は、広

い視野と見通しを与え得る人間と社会と自然についての具体的な知識、生活の実践的社会

的個人的な課題に対する方法と熟練、並びに、人々の協同を容易にし人々が共に暮らすこ

とを豊かで魅力的なものにする特質と価値を備えたものでなければならない。 」 (25頁)

「教育においては、知識は、次第に物事の概観を把握し統一性を与えるよう、常によく

配慮して選ばれたものでなければならない(In education, knowledge must always

COnStitute a careful seletion, PreSented in a progression to provide overview and

Create COherence.)。 …教育課程は学習者が何をどんな秩序どんな水準でよく知ってい

るかを確認したものでなければならない。 」 (26頁)

「情報を秩序づげろ知識が、学ぶことを学ぶため、又知らないものを把握するのに知っ

ているものを用いるために求められている。

前後の脈絡、統一性と見通しを与えるためには学科と分野を超えて授業を計画し調整し、

それら相互の関連が開かれより統合された理解が出現するようにすることが重要である。

このようなレファレンス・フレーム(frame of reference照合機構)が全人民の共通の

財産でなければならないということ、さもなければ能力の差異が社会的不平等の中で表面

化し非民主主義的な力によって悪用されることを避けるためにまさしくその一般教育を統

合する一つの部分(an integral part of the general education)でなければならないとい

うことは、人民啓蒙の中心的な信条である。

それゆえ、共通レファレンス・フレームと近代技術の熟知とが全集団に分有されて民主

的参加のための条件における不一致を避けるようにすることは、必須である。 」 (26頁)

「このような共通のコンテクスト(contexts文脈)、理解のためのレファレンスは、歴

史的事件[ 「4月10日」 ] 、憲法の原理[権力の分立] 、古典文学[ 「Peer Gynt」 ] 、

文化的慣用句[ 「らくだと針の穴」 ] 、あるいは天気図に用いられる記号等を含む。この

ような判読や解読、解釈や関係づげを容易にする共通照合点(common reference

points)を有することを欠いては、人は自分自身国から疎遠になり得る。 ([ ]書きは原
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文による。一北川)

これらの頭上にかかるパラダイム(paradigm理論の枠組み)の理解かなくては、通常の

専門家でない市民がその生活に深く影響を及ぼす決定に参加することは不可能である。私

もちの文化が専門化され技術的になればなるほど職業の境界を超えて意思伝達することは
’困難になるであろう。このように共通背景知識(common background knowledge)は民

主的共同体の成員間の意思伝達の全国ネットワークの核心にある。それは、人が見、読み、

聞くものを一つの共有の、口に出さない思考様式に結びつけることを可能にする共通レファ

レンス●フレームである。それは複合したメッセージを測ること、新しい思想、状況、課

題を説明することを可能にする。 」 (26-28頁)

「教育は、この共通背景情報、すなわち、もし社会が民主的でその市民が主権者で在り

続けるべきであるならばすべての人がよく知っていなければならない文化を伝えることに

おいて指導的な役割を果たさなければならない。 」 (28頁)

「よい一般教育は、言語、伝統及び学習における地方の共同体からの共通の刻印を印象

づげろことによって国民的なアイデンティティと結束(national identity and solidarity)

に寄与しなければならない。 ……新来者(newcommers)は、私たちの文化に暗黙のうち

に含まれた特質が明らかにされ目に見えるようにされるとき、私たちの社会により容易に

組み込まれる(incorporated)。 」 (29頁)

(5)社会的人間[多様化した仲間文化(diversified peer culture)。義務と責任。学

校共同体からの社会的学習。学習ための広い文脈:仲間文化、父母参加及び地方共同体]

「今日では…‥若者は労勘の世界における仕事(tasks)から大きく遠ざけられ、それに

対する少しの責任又はそれに対する少しの統制しかもっていない。それに加えて、増大し

つつあるマス・メディアに曝されていることが彼らを観客という受動的な役割におき、彼

らを対立する見解や価値に曝している。

若者が学校外の実際的世界と接触することの狭隆化及びその結果としての大人との交流

の減少が、しばしば内向的で内省的な仲間文化(peer culture)を悪化させている。 ‥‥

代理的経験の成分(the component of vicarious experience)が直接経験を犠牲に

して増加してきた。

それゆえ、学校を社会的熟練の発達のための仕事の共同社会として開発することが重要

である。学校は、学習者の活動が他の人々に対する結果をもたらすようにし、学習者が自

分の決定の影響力(immpact)から学ぶことができるように構成されなければならない。

(30-31頁)

「各人は学習環境に関して、他人の必要への考慮と学習の尊重をお互いに示す責任があ

る。後の人生の良い機会としての各人の学校における毎日の立場は、争いや分裂が学級の

雰囲気や学校を支配することが容認されると破壊されうる。全ての生徒は、秩序があり節
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度のある条件のもとで教育を受ける権利をもっており、このことについてお互いに責任が

ある。 」 (3l-32頁)

「両親はその子どもの養育と教育に第一次的な責任をもっている。これは学校に委せら

.　れるのでなく、学校と家庭の間での共同によって果たされなければならない。 」 (34頁)

(6 )環境を認識した人間(the environmentary-aWare human being) [自然科学、

.生態学及び道徳。人間、環境及び利害の相克。自然の喜び]

「もし私たちが持続可能な開発を確保すべきであるとするならば、経済、生態及び技術

の相互作用は、私たちの世代に、科学的、倫理的な一つの要求をするに違いない。この持

続可能な開発は、私たちの自然環境によって、資源、技術水準及び社会条件によって、並

びに、環境への配慮が優先されるときに生ずる衝突によって設定される制限をその出発点

として受け取らなければならない。世界の開発は、生物圏が人間の活動の結果を吸収し得

るように、政治的機関によって成長し得るコースに置かれなければならない。そして又、

持続可能な開発は倫理的要求をする。すなわち、もし持続可能な開発が実現可能であるな

らば、世界の貧しい人々との兄弟関係と団結が一つの推進原理でなければならないという

ことである。それゆえ教育は自然における諸相互関係についての、及び、人間とその生息

環境との相互作用についての広い認識を与えなければならない。 」 (36-38頁)

「教育は、身体活動における又自然の大いざにおける喜びの感覚、風景の描線の美しい

国で季節の変化の中に生活することの感覚を燃えたたせる(enkindle)べきである。 」

(38頁)

( 7 )人格的に統合された人間(the integrated human being)

「教育による優れた教え(precept)は、より偉大な知識、方法と熟練を社会的な認識、

倫理的な方向づけ及び美的感受性に結びつけることでなければならない。 ・・…・

教育の究極の目的は、共通の善性に役立つような方法で、すなわち発達しつつある社会

において人道性を育てるために、諸個人がその可能性を実現することを鼓吹することであ

る。 」 (40頁)

(三)後期中等教育改革

本筋では、ノルウェー文部省著作『94年改革:私たちの解決策-1994年に開始された

ノルウェーの後期中等教育改革』 7)を縮約紹介して、この改革の問題と課題、解決策とそ

れによる利点として期待されている事項を示す。

(1)従前の後期中等教育問題

この文書が従前「問題であったこと」として示しているのは、次の10の事項である。
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①職業コ一一スの地位が高等教育準備コースと比べて下がりつつあった。

②若者の相当の割合が労働資格も継続教育の機会もないままに離学(leave school)して

いた。彼らは基本的に非雇用に向かって訓練されていた。
’③国の教育制度は学校教育を見習訓練制度(apprenticeship)と結びつけるものであるが、

・利用できる養成所(apprenticeships)があまりに少なすぎ、学校の職業訓練と産業との結

合があまりに弱かった。

(①地理的な不平等があった。

⑤社会的な不平等があった。

⑥専門化(specialize)が早すぎたため、あまりにも多くの者が間違った選択をしていた。

すなれち、選択肢として100以上もの異なった基礎コース(foundation courses)又は当初

登録コース(ports of entry通関港)があった。

(り職業教育を受けた後、カレッジ又は大学進学を希望した多くの者が杓子定規な

(square)教育から再出発しなければならなかった。

(①成人に対する教育機会が減少していた。

⑨恵まれない学生に対する制度的な援助がほとんど無く、ドロップ・アウトした者は、

適切なフォロウ・アップを受けていなかった。

⑲教育の内容と方法が未来の必要に適合していなかった。

(2)課題

この改革案が「我々の課題(our challenges)」として示しているのは、次の10項目であ

る。

①職業訓練の地位を向上させ、若者に魅力あるものにする。

②すべての若者と成人を適応させることができるような多様な教育機構を創り出し、彼

らに正規の能力(formal competence)を与える。

③ドロップ・アウト問題の解決策を見出す。

④環境悪化の問題に対応する。

⑤国際化の課題に応える。

⑥マイクロチップから合成素材まであらゆる分野において知識が益々重要になっている

という「知識革命」の結果を受容する。

⑦1994年に16歳で中等教育に入る人はほぼ2040年まで労働力として留まる。彼らを生涯

持ちこたえさせる知識と能力が必要である。

⑧それゆえ、生徒と見習訓練生(apprentices)は、今日の労働市場に向けてだけでなく、

まだ′いこ描かれていない(not yet envisaged)仕事に向けても教育されなければならない。

(り生徒と見習訓練生は、生涯学習の用意をしなければならない。

一119-

く「62〉



ノルウェーの学校教育

⑲生徒と見習訓練生は、収入の多い雇用のためにだけでなく、自分達自身で新しい仕事

を案出するため、企業家的視野(entrepreneurial outlook)を得るためにも訓練されなけ

ればならない。

’　　(3)解決策

この改革案が「私たちの解決策」として示している14項目の要点は、次のとおりである○

①16歳から19蔵までのすべての者は、満3年の中等教育を受ける権利を与えられる。地

方行政当局は、そのような教育を与える法規上の義務(statutory obligation)を有する。

②当初登録コースを100以上から13に引き下る。基礎コースのうちの3つは伝統的なギ

ムナジウム(gymnasium)に相当し生徒を高等教育に準備させる。残りの10は職業コース

である。すべてのコースがすべての地方(regions)で用意される(available)。

③すべての生徒は、後期中等教育に入るに当たって、自分が優先させる3つの選択のう

ちのlつが認められる権利を有する。

④生徒と見習訓練生は、基礎年の13種から第2年の約90種、第3年の200種の職業関連

選択へとシステムを通過するに連れて次第に専門化(specialized)した選択に分かれる。

図工　後期中等教育分化の概略

⑤新しい職業訓練の2元制度(dual system)における典型的な系統sequenceは、一つの

学校で2年の教育を受け、 lつの会社fimで見習訓練生として2年の訓練を受けることに

なる。後者の半分は正規の教育(formal education)であり、その他の半分については見

習訓練生は支払を受ける。教育課程は、完全な系統として定められる。見習訓練生を引き

受けている会社は、訓練の教育的部分に対して弁済を受ける。会社は、学校におけるl年

の見習訓練費用に等しい金額を受け取る。

⑥後期中等教育の終わりに、生徒は高等教育のための免状(diploma for higher

education)又は熟練労働者の資格証明書(certificate as a skilled worker)を授与される。

⑦一般教育(general education)は、職業訓練の統合的一部分であり、ノルウェー語、

英語、数学、自然科学及び社会科学における共通コア・カリキュラムを含む。これらの履

修単位は、見習訓練生が後になって高等教育に進もうとするときに算定される。
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第1年　　　　　第2年

(学校で)

基礎コース

(学校で)

上級コース工♯

第3年

(学校で) 

上級コースII 

ー一般科目 

ー職業コース* 

(学校で) 

上級コースH 
ー一般科目補足 

(上級コース1レベルの 

職業コースへの補足) 

(全労働場所) 

訓練 

(全労働場所) 

訓練と生産労働 

第4年

(全労働場所)

訓練と生産労働

*　学校における職業訓練コースは一般規則に対する例外である。

♯　いくつかの業種における訓練構造は変則的に労働場所における

上級コースIを伴う。

図II　学校における学習と労働場所における訓練・生産労働

⑧一般教育課程における教材と学科内容(subject matter)は、例えば保健・社会保障の/

基礎コースの生徒は英語の授業で「盲腸」を、機械の基礎コースの生徒は「研磨機」とい

う異なった語彙を学ぶなど、一定の範囲で生徒が学ぶ職業領域に応じたものとする。

⑨すべての生徒と見習訓練生は、いくつかの企業家的熟練(some entrepreneurial

ski11s)を教えられる。

⑲恵まれない学生の必要に応じるよう特別の措置が取られる。

⑪ドロップ・アウトに対して法規による「フォロー・アップ」サービス制度をつくる。

⑫広い知識観を導入する。事実に関する知識、手の熟練、倫理的価値及び人格的特質

(例えば、社会的能力、コミュニケーションの熟練、創造性)のすべてを重視する。

⑲社会と労働市場における未来の課題に応じるようすべての教育課程を見直す。

⑭よりよい教育機会が基準化された教育課程を通じて成人に提供され、地方当局は成人

に適応したコースを提供する責任を負う。
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(例:上級レベルIおよびIIにおける電気業E獲ectrical Trades)

[当初登録コース]　上級水準工 ��上級水準IIコース/ 

基礎コース �コース �企業における訓練 

一般及び 職業学習 音楽、ダンス 演劇 スポーツ 及び体育 �電子工学 オート メーション 」聖聖堂_」 �一般学習補足 航海電気学 高電圧組立 �臆 

高 等 教 育 

技 能 証 明 書 �ー〉 �学 問 的 教 科 �ー〉 
生産-…---〉 生産-----一 生産…・---) 生産i……〉 生産‥--〉 生産・・-…・) 生産‥---・〉 生産……-) 生産……・シ 

保健及び 社会福祉 芸術、工芸 及びデザイン 農業、漁業 ��fitter 低電圧組立 信号組立 リフト設置組立 電気修理 産業家庭電気組 

及び林業 電気業 ホテル業及 び食品加工業 建設業 Building&Q〕nstruC.tion �Electrical Professions 海洋科目 航空機技 航空電子工学 

建築業 TecnicalConstruction 技術機械業 化学加工業 木工業 ��立 電話交換機組立 発電所技術 列車電気 

図萱II　職業教育訓練の基本構造
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(4 )解決策による利点(advantages)

この改革案がその改革による利点として挙げている内容の要点は次のとおりである。

「マクロ経済上の利点」

(弗巨熟練又は無資格での後期中等教育雑学の消滅。 ②全人口における高い資格水準の達成。

③職業資格についての全国的基準の形成とこれによる流動性の促進。 ④学校でのより広い

知識、熟練、態度、現職教育でのより専門化した知識、熟練、態度という職業訓練の両特

徴の兼備。 ⑤見習訓練期間を通じた実習環境における最新設備の利用。 ⑥労働力市場での

需要供給の整合改善。 ⑦よりよい教育の質の確保。 ⑧若者の非雇用の減少。 ⑨才能の豊か

でない人への機会の供与の改善。 ⑲雇用者組織及び被雇用者組織の教育・教育課程開発へ

の能動的参加。 ⑪労働力の弾力性の増加。

「生徒と見習訓練生にとっての利点」

①すべての若者の正規の能力に達する後期中等教育を受ける権利の保障。 ②職業訓練と高

等教育に至るコースへの等しい地位の付与。 ③職業訓練から高等教育へのアクセスの容易

化。 ④学校から労勘への移行の円滑化。 ⑤実務的課業に対する最新の教育課程によるより

適切な理論的知識の確保。 ⑥認められる熟練に基づく、見習訓練生の地位と収入の獲得。

⑦人格の発展、独立性及び責任の奨励。 ⑧年齢混合環境及び熟練した成人及び訓練中の若

者との密接な相互交流に基づく、見習訓練生に対する動機づけのよりすぐれた環境の提供。

⑨生涯学習に対する強固な基礎の確立。

「雇用者にとっての利点」

①あらゆる職種、業種における専門的熟練と態度を有する被雇用者の質、量の確保。 ②労

働者が質がよく採用後直ちに生産に従事できること。 ③全国的基準と教育課程が採用決定

に対してより強固な基礎を付与すること。 ④雇用者の組織と被雇用者の組織が教育内容に

ついて一つの影響力を有すること。

「教育当局にとっての利点」

①経済的資源のよりよい使用。 ②正規の学校と見習訓練制度とに基づく2元制度の確立。

③学校教員と産業指導員との協同の達成。 ④教員及び指導員の熟練の系統的最新化。

(四)職業訓練制度

上記に見られる、ノルウェーの学校と労働場所とにおける2元的な後期中等教育・訓練

制度は、わが国を基準に考えれば非常に特徴的に思われる。この2元制度の一方の職業

訓練制度を定めている「職業訓練法」の要点部分を次に示す。同法は、全文24ヶ条、英文

ではA4判14頁の分量である。
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職業訓練に関する1980年5月23日の法律第13号

(最近改正: 1993年6月Il日法律第85号) 8)

(抄)

第1節　本法の適用範囲

第1条　本法の関与事項

この法律は職業訓練に関して定める。この法律は、この法律の下での職業及び見習訓練

生、学校生徒及び正規の訓練を受けていないがその知識についての証明を得たいと望む志

望者の就職又は職人試験(jouneyman’s examination)に関して定める。

②又、この法律は、見習訓練生及び訓練施設(training establishment)の権利義務、訓

練の計画と実行における雇用者及び被雇用者の団体の協同、並びに職業訓練の助成に関す

る県及び国の責任について定める。 (○で囲む項番号は北川が付した。以下、同様)

(①後期中等教育に関する1974年6月21日の法律第55号は、学校において行われる職業教

育に適用する。

第1条a.基本目的

この法律は、工芸、職業(profession)及び社会に関する能力、理解及び責任を開発する

こと、継続教育の基礎を与えること、並びに見習訓練生の人間的発達を援助することを目

的とする。

(∋職業訓練は、基礎的なキリスト的及び人間的価値、わが国の文化的遺産、民主主義的

理想及び科学的思想と方法についての認識と理解を増大させなければならない。

(①職業訓練は、人間の平等と平等な権利、知的自由と寛容、生態学的理解と国際的協同

責任を促進しなければならない。

第l条b.訓練の組織(横棒)

訓練は一般に職人試験を通じて訓練を受ける者に職業資格(vacational qualification)

を与えなければならない。

②この法律に応じる訓練の基準モデルは、見習訓練生が後記中等教育学校において基礎

コース(foundation course)及び上級コースI (advanced cource I )終了の後、訓練施

設において行われる全日制l年間の訓練である。訓練施設における訓練は生産労働と結合

されることがあり、その場合は訓練期間は2年に延長されることがある。

⑤県が訓練施設で行われる訓練を提供できない場合は、訓練の最終段階も学校で行ねれ

なければならない。

第2条　この法律の下における職業

省は、その発意又は所轄部門における団体賃金協定当事者によって提出された提案及び

職業訓練全国評議会(National Council for Vocational Training)の助言に基づいて、

ある領域の労働又は職業がこの法律の下に含まれなければならないことを決定する。
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②ある職業がこの法律の下に含まれるべきでなくなる場合の決定も同様とする。

第2節　見習訓練生及びその要件

第3条　見習訓練生の定義

この法律による見習訓練生とは、第l条bの規定にしたがって就業するため又は職人資

格を得るためにこの法律の下にある職業(trade)における見習訓練契約をした者である。

②県職業訓練委員会(county vocational training board)は、委員会が県の代理として

協定を結んだ相手方の訓練施設に生徒を配置する準備をする。大臣はこの手続に関する規

程を定める。

第3節　監督及び管理

策5条　職業訓練全国評議会

職業訓練全国評議会は、国王によって任命される。この評議会は大臣に助言し、この法

律によって与えられた事務を遂行し、率先して職業訓練を推進する。評議会は雇用者の組

織、被雇用者組織及び省の代表を含むものとする。その成員の過半数は、雇用者及び被雇

用者の同数代表からなる労働共同体(the working community)を代表するものとする。

省は評議会の構成と職務について定める。

第6条　職業訓練評議会(Vocational training councils)

各職業又は職業分野は職業訓練評議会と提携するものとする(Each trade or trade

area shall be a晴iliated to a vocational training council.)。大臣は、職業訓練全国評

議会の助言に基づいて、職業訓練評議会の設立、その人数規模、その技術的視野

(technical scope)及びその活動の管理規則を定める。この規則は、職業訓練評議会の事

務局及びその機能に関する規定を含む。

②職業訓練評議会は、団体賃金協定の当事者によって提案された雇用者及び被雇用者を

代表する同数の成員を含むものとする。

職業訓練評議会は、又、訓練計画の内容及び機能に広い知識を有する成員を含むものと

するが、雇用人及び被雇用人の代表が委員の過半数でなければならない。

④職業訓練評議会は、その職業に関する問題についての県の職業訓練委員会の決定に対

する苦情処理機関である。

省は、職業訓練評議会の決定に対する苦情処理機関である。

第4節　見習訓練契約。訓練施設及び見習訓摂生の権利及び義務

第10条　仮見習訓練及び見習訓練契約

①書面による契約が訓練施設と見習訓練生との間で見習訓練の始めに記入されるものと

する。

第11条　訓練施設の権利と義務

l・訓練は定められた教育課程にしたがって行なねれなければならない。
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2・ …・・・見習訓練生の労働時間とあらゆる学校時間(any school hours)は、合わせて

その職業における他の労働者に適応されている労働時間を超えてはならない。

第12条　見習訓練生の権利と義務

1・見習訓練生は、理論的訓練を補足するため職場を離れる権利を含め、教育課程に定

められた訓練を受ける資格がある。

2・見習訓練生は訓練計画の目標を能動的に遂行し、よい労働環境と協同のためのよい

条件の創造に寄与しなけれなならない。

3・見習訓練生は、見習訓練期間の終りに最も近い日に行なわれる試験に出席しなけれ

ばならない。

第13条　関連する学校授業及び職業試験の理論的部分

教育課程で修得すべき理論と職業試験の理論部分は、通常は(nomally)基礎コースと

上級コースIの完成と相応している。

第16条　見習訓練契約の解約

見習訓練契約は、訓練施設から県を代表する県職業訓練委員会への書面による通知がさ

れた後、当事者の合意によって解約することができる。

②次の場合、契約は、県職業訓練委員会によって代表される県の承認を得て、訓練施設

又は見習訓練生のどちらか一方のみによって解約することができる。

l "　当事者の他方に労削こおける義務の重大な違反がある場合。

2・見習訓練生又は訓練施設が見習訓練を継続する能力がないことが明白な場合。

3・契約期間の終りまで見習訓練を続けることが自分にとって過度に不適切であるとい

うことを見習訓練生が書面で表明する場合。

第17条　勤務条件

見習訓練生は訓練施設の被雇用者であり、その権利と義務は法規と賃金協定によって生

ずる。

(五)後期中等教育生徒の権利及び生徒の自治、

大学の管理運営への学生参加

本筋では、ノルウェーにおける学校の管理運営への後期中等教育生徒の参加及び生徒自

治の法的保障及びそれに関する生徒指導方針、並びに、大学等の管理運営への学生参加の

制度の要点を示す。
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(1)後期中等教育生徒の学校管理運営への参加、権利及び自治の保障

ノルウェーにおける「後期中等教育(upper secondary education)」は、 「前期中等教

育(義務教育である一北川)と高等教育の問のあらゆる教育及び訓練(education and
’training)」を指して言われている9)。これに関する法律の抄訳を示す。 93年、前記の職

業訓練法と同日に改正されたものである。

後期中等教育に関する1974年6月21日の法律第55号

(最近改正:1993年6月11日法律第90号) 10)

第15条　学習環境及び生徒の権利と義務

生徒は、教育課程に定められた教育を受ける権利を有する。又、生徒は教育計画

educational programmeの目標を達成するために積極的に教育計画に参加する義務を負

う。

県における生徒代表は、理事会(board)の会議で、職員(empIoyees)が会議に出席し発

言する権利と同じ、出席し発言する権利を有する(県及び市町村に関する1992年9月25日

の法律第107号第26条、参照。 ) 。

第16条　生徒の退学処分

生徒が重大な違反又は大きな怠慢の罪を有する(guilty)時は、最終的には退学処分

(expulsion)にされうる。

退学処分の決定がされる前には生徒に釈明の機会が与えられなければならない。

第27条　学校委貴会(SchooI Committee)

各学校には、職員及び県の代表及び2名の生徒代表による学校委員会を置かなければな

らない。

校長は、この委員会の成員でありかつ書記であり、会議に出席し意見を述べ委員会に提

案する権利を有する。

委員会はその学校に関するあらゆる事項について意見を表明する権利を有する。

県は、委員会を学校理事会に任命することができる(The county may appoint the

COmmittee to be the board of the school)。

県が学校委員会の外に学校理事会を任命する場合は、地方自治法(しocal Government

Act)第Il条により生徒は理事会にその成員として少なくとも2名の代表を有しなければ

ならない。

省は学校委員会の任務(function)に関してより詳細な規則を定めることができる。

第31条　生徒評議会及び生徒総会(Pupils’ council and General Meeting)

各学校は、少なくとも生徒20人にl人以上の成員による生徒評議会を置かなければなら

ない。生徒評議会は、その議長及び副議長を選ぶ。
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生徒評議会又は5分の1の生徒の要求により全生徒の生徒総会を学校で行うことができ

る。

生徒評議会の選挙は、書面の秘密投票により行われる。

生徒評議会は、生徒の学習条件及び福祉に関する事項を扱う。

省は、生徒評議会の任務に関する規則を定めることができる。

第34条　子ども福祉機関に情報を提供する義務

この法律の下に働く職員は、その義務を遂行するに当たって児童福祉機関の活動を必要

とする条件に留意しなければならない。

守秘義務に関わらず、職員は、子どもが家庭において虐待されているとき若しくはその

他適切な保護を与える上での間違ったやり方の下におかれていると信ずる根拠があるとき

は子とも福祉に関する法律第4-10、第4葛11及び第4-12条により、又は、子どもが重大

な行動上の混乱を示したときは、同法第4-24条により、自己の発意で子とも福祉機関に

通告しなければならない。職員は、又、子ども福祉に関する法律の定める責任機関の要求

に応じてこのような情報を提供する責任を負う。

(2)生徒の『手引き』 (me G諦め)

ノルウェーの国立教育資源センター(The National Centre for Educational Resources)

が1994年発行した『手引き』 (77!e Guide)11)は、次に示す「まえがさ」及び目次から判る

ように後期中等教育生徒の学校生活全面に及ぶ手引き書である。

まえがき(抄)

『手引き』はあなたたちの進路を助けるために作られました。これを読めは、どのようにすれ

ば責任を確信して自分自身の学習ができるようになってゆげろか、どのようにすれはあなたやク

ラス・メートが学級の学習で積極的役割を果たせるかがわかるでしょう。学級代表がどういうも

のであるかも理解できるでしょう。

目　次

第I部　学習という仕事(job of leaming)

単元1動機づけ一計画一責任一学習……… 9頁

単元2　教育課程の目標から学習へi………‥15頁

単元3　評価

単元4　学習の組織的枠組み…………………31頁

第II部　学級代表

学級代表選出の仕方……………………………37頁

生徒評議会の成員としての学級代表…………37頁

学級代表は紛争にどのように応ずるべきか…37頁

ほかに何を取り上げることができるか………39頁

生徒評議会(The student council) …・"…・39頁

生徒評議会の義務………………………………39頁

生徒評議会執行部の成員とその義務…………40頁

生徒評議会の議長が留意すべきこと…………44頁
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この中で生徒の自治や権利、学校の管理運営への参加を奨励している記述を以下に示す。

第1部第4節　学習をとりまく組織的枠組み

学級評議会(class council)

学級評議会はそのクラスの全生徒から成り、例えば生徒評議会(student council)に生
’徒の意見が求められて報告が提出される前に生徒が諸事項を討論することができる場

fo甲mである。学級評議会は、学習環境や学級などその学級だけの諸事項も扱うことがで

きる。 ……議長は通常は学級代表が務める。

学級全体会議(class general meeting)

学級全体会議、あるいは学級時間は、多くの学校で導入されている。

生徒、教員、及び管理者(administrators)が会する会議である。

学級時間は学習計画作成や学習方法討論にも充てられる。学校によっては、自由時間に

学級全体会議を予定として組み込んでいる。

生徒評議会

生徒評議会は、学校評価あるいは学習及び教育行政に関するその他の問題を討論するこ

とができる。生徒評議会は、生徒が学級代表を通じて又は直接に生徒評議会の執行部に諸

問題を提出するならは最も良く機能する。

第2部学級代表(class representative)

生徒評議会の成員としての学級代表

生徒評議会で取り上げられる問題をその会合の前に、例えば学級全員会議や自由時間に

学級で討論しておくことが重要である。

生徒評議会が『手引き』 (The Guide)に沿って活動できる次のようなやり方がある。

●学年の始めに各学級は生徒評議会が勧告した線に沿って様々な教員の冊子(booklet)

の使い方を討論することができる。学校は冊子の使い方に関する全面的な計画をもってい

るかも知れない。その場合にはあなたたちはその計画を討論しなければならない(should

discuss)。もしそのような計画がないなら生徒評議会は計画が作られるよう提案してその

仕事に参加することができるだろう。

生徒評議会執行部の成員とその義務

全生徒は生徒評議会執行部の選挙に立候補することができる。

生徒評議会執行部は、生徒評議会の効果的な活動及び日々生徒評議会の前に置かれる問

題を処理することに責任を負う。

生徒評議会をどれだけの回数するかは評議会自体が決めることである。しかし、多くの

場合、取り上げて欲しい問題をいつ出すべきかわかるように、週に1度決まった曜日に会

議をすることが都合がよい。

(生徒評議会執行部には、会長、副会長、書記、会計、その他の役員が置かれる。 -北川)
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総会(general meetings)

生徒評議会は総会が定期的に開催されるよう準備しなければならない。

事務所と当番名簿

生徒評議会は生徒が評議会委員と会えるように事務所をもち、事務所を開いている時間

と当番を決めるべきである。

(3)大学の管理運営への学生参加

以下に示す法規に見られるように、ノルウェーでは、国立カレッジ以上の高等教育機関

の理事会、評議会への学生代表参加が保障されている。なお、これらの学校では、日本の

学部等に当たると思われる“Departments"　の運営委員会(Steering Committee)にも学

生代表が15喜20%の委員構成比率で参加することとされている(下記法律12条1項、 13条

l項・4項) 。

大学及びユニヴァシティ・カレッジに関する法律(1995年5月12日　法律第22号) -2)

(抄)

第1条　この法律の適用施設

1.この法律は、大学(universities)…、ユニヴァシティ・カレッジ(university

COlleges)…、国立カレッジ(state colleges).…‥に通用される。 (省略部分に8つの大学、

6つのユニヴァシティ・カレッジ、 26の国立カレッジの名称が列挙されている一北川)

第3条　主たる管理機関

1.各施設は、大学理事会(board)又はカレッジ理事会によって管理される。

第4条　理事会の義務

1.理事会は、施設の最高管理運営機関であり、 …… (以下、略) 。

第6条　理事会の構成

1.理事会は、 9、 1l、又は13名で構成される。

2.その成員は、総長、副総長、 2乃至5名のアカデミック・スタッフからの選出代表、

1乃至2名の技術職員及び管理職貝からの選出代表、 2乃至3名の学生からの選出代表、

2乃至4名の学外者による。

3.理事会はその成員の過半数がその施設のアカデミック・スタッフのみ、又はアカデ

ミック・スタッフと学生でなければならない。

第7条大学又はカレッジ評議会の義務

1.大学又はカレッジ評議会(council)は、大学等の活動の基本方針に関する事項又は

それに関連して生ずる原理的な重要問題について理事会に助言をする。 ‥…・

5.評議会の会議は公開である。但し、個人のプライヴァンイを守るため又は施設の運

営の利益に関わる場合は単純多数により秘密会にすることができる。 ・…‥
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第8条　大学又はカレッジ評議会の構成

1・大学又はカレッジ評議会は、第4項に定める場合を除いて、少なくとも15名で構成

される。その人数配分は次のとおりである。

a・常任アカデミック職員　　5l-60%

b.臨時指名アカデミック職員　0-10%

C.技術・管理職員　　　　　　5-25%

d.学生　　　　　　　　　　15-30%

第11条　理事会及び評議会の選挙

2.理事会及び評議会の学生成員及びその補欠は、 l年の任期で選ばれる。

おわりに

以上、 ①成人教育や少数言語教育重視を含むノルウェーの教育の概要、 ②その改革にお

ける一般教育重視の基本理念、 ③学校と労働場所において一般教育と専門教育とを共に保

障しようとする2元制度による後期中等制度改革、 ④その2元制度の一方としての職業訓

練制度、 ⑤学校の管理運営への生徒・学生の参加の制度的保障と後期中等教育生徒の自治

育成方針、等を見てきた。

以上のような理念や方針、制度等が、ノルウェーで国をあげて追求されているという事

実は、わが国の教育改革においても、これらに含まれている価値ある内容を創造的に適用・

発展させることの重要性を改めて考えさせる。

今後、教育実態や教授学習内容、教育課程、子どもや親の権利保障なども含めて、ノル

ウェーの教育についての知識と理解をさらに深めろ機会を求めてゆきたい。

出典( 《　〉内は便宜上の和文略称)

①ノルウェー大使館発行ノルウェーInfoumation No.3/95 「ノルウェーの教育制度」 、

和文A4判l枚表裏2頁。

②Norway Ministry of Education, Research and Church Affaires, Education Jn

Noγu)の, OsIo:May 1994, 12 pages, A4　format.　《ノルウェーの教育〉

③the same as above, Coγe Cuγγiculum hγ Pγimary, Secondaγy and Adαlt

農協caiion Jn Nbγuqy, Oslo:1994, 42 pages,　《コア・カリキュラム〉

④the same as above, Refbγm ’94; This Js o#γ SOlution-The R〆oγm Of V帥eγ

Secondary Education Jn Noγu)のStaγted ;n August 1994, OsIo:November 1994,

10 pages, 《後期中等教育改革か
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⑤Act No・J3 of 23 May 1980 RelatingわVocational Tγaining, As Subsequently

Amended, Most Recen砂by Act No.85 o/ 11 /une J993, English Translation by

the same Ministry as above, 24 august 1994. 〈職業訓練法〉

⑥Act No.55 qf 21 Jwne 1974 Relating toのクeγ Secondrry励ucation,As Subsequenth,

.　Amended, mOSt Recent7γ by Act No.助〆」」佃ne J9蹄, English Translation by

the same as above,24 august 1994.　〈後期中等教育法〉

⑦The National Centre for Educational Resources, The Guide, OsIo:1994. 48

PageS.　《手引き〉

⑧Aci ”0.22 o/ Mの1995 RelatingわUni彬rsities and (かI塚es, English Translation

by the same Ministry as above.　〈大学法〉

注

l)ノルウェーの概要と特徴の若干を記しておく。

[国土]ノルウェイ(Norge又はNoreg)は、

正式国名ノルウェー王国Kongeriket Norge、

94年現在人口約430万人、領土面積約38万

7000km、概ね北緯56。へ72。東経5 。一3lOス

カンディナビア半島の北西部に位置している。

国土は、そのl/3は北極圏内にあり、山岳

地帝が多く耕作面積は約3%である。スカン

ディナビア山脈による長い国境線によって半

島南東部のスウェーデンと隣接している。首

都オスロ(Oslo)は、人口的48万人、北緯

60O東経IIO、 1日の平均気温は年間平均で

5.7℃、最寒l月の平均気温-4.3℃、最暖7

月17.3℃である(東京書籍編集部『世界各国

要覧』 1995年及びDominique et Michele

FREMY, O#id 1996, Paris:Editions

Robert Laffont,1995, P.1268、参照) 。

[歴史]ノルウェーは1380年のデンマークとの

同君連合の成立以降デンマークに支配されて

いたが、 1814年、スウェーデン支配下に移さ

れた。この下でノルウェーは形の上では独立

国としてスウェーデンと同君連合をなし、ノ

ルウェー独自の憲法・議会・政府の維持を認

められ、外交と軍事が共同の名目でスウェー

デン側に握られていた。この「エイツヴォル

憲法」の下で、ノルウェー議会は1884年には

スウェーデン国王に任命されるノルウェー政
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府を完全に支配下におくようになり、また議

院内閣制・普通選挙・地方議会における婦人

参政権の導入などを行なった。しかし、ノル

ウェーの海運業と漁業が発展し外交権を持た

ない不利益が顕著になり、 1890年頃からノル

ウェー側とスウェーデン側の対立と交渉が進

行した。結局、 1905年ノルウェーの国民投票

のほほ2千対lによる結果に基づく独立表明

を経て同年9月のカールスタッド協定による

円満な連合解消が成立しノルウェーは独立し

た。 (百瀬宏・村井誠人監修『北欧』 19粥年・

新潮社、 63-七4頁・本間晴樹執筆及び355-358

頁「北欧史略年表」 ) 。

[言語]公用語にはポークモール(bokmaaう。

rikusumaalともいう)とニーノンュク(ny-

norsk)がある。前者は80-85%の人に教え

られている第一言語であり、デンマーク語を

ノルウェー語の発音に合わせて変化させたも

のでかつて400年間は唯一の公用語であった。

後者が公用語として新しいが前者に代わる傾

向はなく二者が併存している。後者は、デン

マークによる征服の以前から日常的に話され

ていた言語を引き継いだものであり(以上、

Qud」的、前掲頁) 、非デンマーク的なノ

ルウェー語を確立しようする運動によって各

地で使われていた方言を採取してつくられた

もので1885年に国会で公用語として承認され



大手前女子短期大学・大手前栄養文化学院・大手前ビジネス学院「研究集録」第16号(1996年)

た。この両言語の問題は「あくまで書き言葉

の問題」であり「東京弁と大阪弁を正書法に

採用しているような」ことだと言われる

(岡本健忘・ 『北欧』 74頁) 。

● [政治経済]第二次世界大戦でノルウェー(以

下、本荘ではNと略記)は、 1940年4月、ナ

チスドイツの奇襲攻撃を受け大戦終結まで本

土はドイツに占領され、ロンドンの亡命政権

と国内戦線によるレジスタンスを展開した。

戦後、 45年に国連、 49年にNATOに加盟し

た。東西対立の中でNはデンマーク(以下、

D)とともに、 NATO加盟に際して「自国

領に外国軍基地を設置しない」という特別項

目を付ける(しかしのちNATO軍を置くこ

とになった。 ) 、 62年には自国領に核兵器を

置かない宣言をする等独自の安全保障を追求

してきた。北欧諸国、すなわちN、 Dととも

に、スウェーデン、フィンランド、アイスラ

ンド(以下、 S、 F、 Iと略記)は、53年各

国国会議員による「北欧会議」を形成(Fは

56年加盟) 、 60年「ヨーロッパ自由貿易連合」

EFTAに加入(Fは準加入) , 64年「国連

待機軍」を創設(工は不参加) 、 72年「北欧

閣僚会議」を設置するなど国際政治経済にお

いて一定の北欧独自の共通性を追求してきた。

EU加盟問題での各国国民投票では、 Dが

92年否決・93年再投票で可決、 94年S、 Fが

可決したが、ノルウェーは72年EC加入否決

に引き継ぎ94年EU加盟を否決した。 「EU

という特権階級よりも、残りの世界の人々と

手をつなぐ」というのか加盟反対派のスロー

ガンであったが、その裏付けには69年に北海

油田が発見されその採掘量l日280万バーレ

ル、天然ガス採掘年間600-700バーレルによ

る経済の安定があると言われる(以上、前掲

百瀬編『北欧』 85-118頁、武田龍夫『物語

北欧の歴史』 1993年・中央公論社・ 190-197

・22l-230頁、大鳥美穂ほか『環バルト海』 9

5年岩波書店・ 153-167頁、参照) 。

政権は、労働党が1928年に少数内閣を形成、

35-40年単独、 40-63年連立政権、その後保守

連立政権となった(武田・前掲書197頁) 。

議会は伝蹄郎こ小党分立的で、同時に政党が

社会主義的と非社会主義的とに大別でき2大

政党政治的とも見られ、近年では概ね総選挙

毎に保守と革新で政権交替が行なわれている。

現在は、 93年9月の総選挙の結果、女性のグ

ロ・ハルレム・ブルトラソ首相が率いる労働

党の単独政権となっている(前掲『世界各国

要覧』 140頁) 。

[福祉・教育] Nでは他の北欧諸国と同様又は

それ以上に環境や福祉への施策が先進的に進

められている。例えば、 (D 「男女平等法」

(79年施行)の規定の追加・修正によって

「公的に任命される理事会、審議会、委員会

等の構成は男女一方の性が少なくとも40%以

上でなければならない」とする制度が88年か

ら実施されている。 (り42週間の休暇の場合は

100%、 52週の場合は80%の育児有給休暇が

父母に保障されており、うち母親は出産の直

前に3週間、産後6週間とらねばならないが、

93年からは父親も4週間以上とらなければな

らないとされている(上野勝代『子とも、お

年より、女性が輝く国ノルウェー』95年・か

もがね出版・ 165-166頁) 。 ③81年、世界に

先駆けて「子ともオンブッド」制度を実施し

た(同国大使館、英文「子どものための委員

に関する1981年5月6日の法律第5号」等の

諸資料) 。同国の学校教育については、 『国

際理解教育と教育実践』 (ェムティ出版、

1994年)第4巻第10章「ノルウェー」 (中嶋

博執筆)及び中田慶子『私の出会ったノル

ウェー』 (ドメス出版、92年)等があるが、

前者に和文文献の紹介はなく本格的な紹介・

研究はこれからと思われる。

2)この節は、特記しない限り、本文末記載出典

の①、 ②による。

3)英文では直訳と思われる“Ministry of

Education, Research and Church Affaires”

The Royal Ministry of Eユucation, Research

and Church Affairs’∴∴∴∴“The Royal Ministry

of Church,Education and Research”など
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が用いられている。日本語直訳は「 (王立)教

育研究教会省」などであろうが、本稿では「文

部省」とする。

4)サーメは、現在ノルウェー、スウェーデン、

●　　　フィンランド三国の北端からロシアの西北瑞に

かけて住みトナカイ放牧を中心に狩猟、漁労な

どで生活してきた人々である。従前の「ラップ」

という呼称は差別的だされている。人数は認定

基準によって4万人とも10万人ともされる。サー

メ語は18世紀まではサーメ人の居住地域では半

ば公用語の地位にあったか、 19世紀に言語的同

化の圧力が高まり学校教育はサーメ語を排除、

同語の習得や使用が社会的心理的に困難になる

状況が生み出された。第二次大戦後、北欧サー

メ会議及び同評議会においてサーメ語復権運動

が始められ、ノルウェー政府は87年の通称「サー

メ法」及び90年の立法措置を通じて同語の地域

的な公用語化、同語教育及び同語による教育に

道を開いた。続いてフィンランドも91年の通称

「サーメ言語法」により同語の地域的公用語化

を実現した。スウェーデンでは、 93年にサーメ

人の代議機関が設置された以外は、通常学校に

おける同語の教育・同語による教育はノルウェー、

フィンランド両国に比して限定的であり地域的

公用語化もまだ実現していない(吉村博明、大

倉純一郎・前掲『北欧』 82-83頁) 。

なお、ノルウェーでは88年、同国に住む14哉

以下のすべての外国人の子ともたちは週に最低

4時間、それぞれの母国語で授業を受ける権利

を保障されているという(中田慶子・前掲書78

頁) 。

5)本文未出典(①。 A4判全文42頁カラー図版入

りである。

6)ここで「教育制度を統括する諸法」として挙

げられているのは、本稿(一)に記述の6法律の

うち　《大学法〉以外の5法律である。 Coγe

C#γγiculumではこれらの基本目的(principal

aimes)を定める諸条文を表紙裏面に示し、こ

れら諸法律の目的の要素を次の6大項目に分類

整理している。 O道徳的視野(moral outlook)

②創造的能力③労働(work) ④一般教育⑤協

同(cooperation) ⑥自然環境。

7)本文未出典④　8)出典⑤　9)出典②p.8

10)出典⑥

ll)出典(り。 A4判全文48頁のものである。

12)出典⑧

-1996年10月21日-
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-オスロでの小、中学校調査を踏まえて-
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ノルウェーの学校教育(その2)
-オスロでの小、中学校調査を踏まえて-

On SchooI Education in Norway (II)

-Based on My Visitation in Oslo-

北　川　邦　一

KITAGAWA Kunikazu

本稿は本誌第16号(96年12月)に発表した「ノルウェーの学校教育-その概要、共通教

育理念と後期中等教育制度-」の続編である。

前編執筆後、 1997年9月2日(火曜)から5日(金曜)にかけて、ノルウェーの首都オ

スロにおいて1つの小学校、 2つの中学校、 2つの高等学校、 2つの教育行政機関を訪問

して見学、聞き取り、資料収集を行なったl)。本稿ではこの訪問で得た知見を踏まえて、

主として、前編では触れることの少なかった同国の義務教育学校の状況についてまとめる

ものである。

高等学校教育及び教育制度・教育行政についてのまとめは、別の機会を期したい。

なお∴本稿で特に注記しない事項は、訪問校での見学・聞き取り及びそこで提供された

資料に基づいている。

(-)義務教育と97年改革

( 1 )義務教育の制度・教育課程と97年改革

ノルウェーでは、 1969年の「基礎学校に関する法律」に代わって「教育および訓練に関

する法律」 (Loひom oI)plαγing) 2)が施行され、義務教育について1997年8月の新学年

度の課程から「97年改革」 (R〆bγm 97)が始められた。この改革は、前編で紹介した同

国における全面的な教育改革の一環であり、とりわけ「94年改革」 (R〆bγ〃2 94)と呼ば

れる後期中等教育改革と連動するものである。

この97年改革によって、従来、義務教育は小学校(barneskole) 6年間(7-13歳) 、

中学校(ungdomsskole) 3年間(13-16歳)であったが、就学前(forskole、プレスクー

ル)のl年間が義務化されて小学校に編入され、小学校が低年齢段階(smaskoletrinnet)

4年、中間段階(mellomtrinnet) 3年の計7学年制となり、中学校の3ヶ年と合わせて
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義務教育が10年となった3)。また、小学校、中学校の新教育課程が次のように導入され

ることとなった。

1997/98学年度　:第l学年/就学前

第2、第5、第8学年

1998/99学年度　:第3、第6、第9学年

.　1999/2α調学年度:第4 、第7、第10学年

新教育課程の基準は、 ①ノルウェーにおける初等、中等および成人教育のためのCORE

CURRICULUM (共通教育要綱) :一般部分、 @義務教育のための原則と指針、 @科目

要綱(subject syllabuses)によって構成される。

新1年/プレスクール学年については、 19人以上の学級には2人の教員が充てられる。

また、当面、従来の小学校教員およびプレスクール教員のどちらにもこの生徒を教える資

格が認められ、プレスクール教員はさらに研修を受けて低年齢段階(第1学年~第4学年)

を担当する資格が認められることになる。

10年制義務教育学校は、 「全ての者に同一の学校」の原則を強化するものであり、原則

として全生徒は同一の課程で同一の科目を学び、科目要綱に示された教育内容は授業に対

する共通の拘束力ある基礎を成すものであるとされ、新教育課程では共通の科目内容が強

調されているが、同時にそれを地方的条件および個別の生徒に適合させることも可能とさ

れている。

97年学習指導要領( ``The Cullic#la /bγ the 」O-yeaγ PγimaIツand Lou)eγ Seconda?γ

School’’of 1997。学校、教育行政機関において“し97’’と略記される。 )は、学科交流

的な授業(inte「disciplinary teaching)を含む主題的授業(thematically organised

teaching)を授業方法として義務づけた。又、 97年学習指導要領は、プロジェクト学習

(project work)を学校における授業方法として義務づけた。主題的授業によって生徒

は全体的で意味に満ちた事物の性質(nature)についての教授を受ける。また、プロジェ

クト学習においては、生徒自身が学習課程において能動的な役割を果たし問題に基づいて

具体的な結論と結果に対する基礎としての情報を獲得しなければならず、教員は監督

(supervisor)としての重要な役割を果たすべきであると考えられている4)。

なお、 97年9月5日、オスロでノウェー政府オスロ及びアケルンュス教育局(STATANS

UTDANNINGSKONTOR I OSLO OG AKERSHUS)を訪ねた。その時の教育局

長(UTDANNINGS DIREKTのR)のどヨルグ・エルスタット(Bj毎gのIstad)氏(女

性)の説明によると、この教育課程改革は、 ①男女平等、 ②児童生徒のニーズに適合した

教育、 ③子どもの能力を伸ばし得る教育という考え方を授業方法に取り入れ、プロジェク

ト法を重視し、第1学年の授業は一斉教授方式の授業は約25%でプロジェクト法による授

業が75%、学年進行とともに教授授業の比率が増し第10学年の高等学校第3学年では教授
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方式授業を約80%とする計画であるという。

(2)義務教育学校の科目時間配当

国の定めでは、義務教育学校における必修教科は、次にように定められている。

●キリスト教、他の宗教および道徳教育(Christianity,Other religions and moral education)

●ノルウェー語

●算数・数学

●公民科又は社会科(Civics/s∞ial studies)

●美術および工芸

●理科および環境科目

●英語

●家政科

●体育

●追加科目

この外に、学校および生徒が選ぶ科目のための時間を加えることが可能とされている。

また、上記の「追加科目」では、 (⊃ノルウェー語、英語以外の、生徒が選ぶ言語科目、

②既習のノルウェー語、英語又は身ぶり語学習を深化する科目、 ③実践的なプロジェクト

学習、の3つのうちの1つが提供される5)。

表I　オスロ市小学校、中学校の授業時間配当

教　　科 �小学校段階 �������中学校段階 

学　年 �������学　年 

1 �2 �3 �4 �5 �6 �7 �8 �9 �10 

キリスト教 �76 �76 �76 �76 �76 �76 �76 �76 �76 �95 

ノルウェー語 �266 �266 �266 �266 �190 �190 �209 �190 �152 �190 

算数・数学 �114 �152 �152 �152 �152 �152 �152 �152 �114 �152 

社会科 �38 �38 �76 �76 �114 �76 �114 �114 �114 �152 

美術及び工芸 �38 �38 �76 �76 �152 �114 �114 �76 �76 �76 

理科及び環境科目 �38 �38 �76 �38 �76 �76 �95 �l14 �l14 �114 

英語 �0 �19 �38 �38 �114 �76 �114 �114 �114 �l14 

音楽 �38 �38 �38 �38 �76 �76 �76 �38 �38 �38 

家政科 �0 �0 �0 �76 �0 �114 �0 �0 �114 �0 

体育 �76 �76 �76 �76 �76 �76 �114 �152 �76 �76 

選択科目 �0 �0 �0 �0 �0 �0 �0 �76 �114 �114 

生徒評議会・学級評議会 �0 �0 �0 �0 �0 �0 �0 �38 �38 �19 

自由活動 �114 �95 �38 �0 �0 �0 �0 �0 �0 �0 

学校選択・生徒選択 �38 �38 �38 �38 �38 �38 �38 �0 �0 �0 

合　　　　　計 �836 �874 �950 �950 �1064 �1064 �1102 �1140 �l140 �1140 

週当たり授業時間単位数 �22 �23 �25 �25 �28 �28 �29 �30 �30 �30 

(注) ※数値は45分を単位とする授業単位数を示す
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オスロ市の小学校および中学校で1997/98学年度から行なわれる教育について見ると、

その授業時間配当は、表Iのとおりである6)。

科目欄に挙げられている科目を見ると、 「KRL」は“KRL=Religious Instruction

qud Ethical Education’’と説明されているが、国が挙げている「キリスト教、他の宗教

および道徳教育」に当たる。又、 「社会科」は、国の挙げる「公民科又は社会科」に当た

る。 「選択科目」 (Electives)と「生徒又は学級評議会」 (Pupil/Class Council)およ

び「自由活動」 (Free Activities)という科目は、国ではこれらの名称は直接には挙げ

ていない。オスロ市の上記授業時間配当は、国の定める最小限単位時間総数よりも、 722

単位時間多い。

(3)義務教育学校の父母組織、生徒組織、学校運営組織

また、公立義務教育学校においては、学校運営および生徒、父母の諸組織が設けられて

おり、オスロ市教育長編集の文書では、次のように説明されている7)。

【父母評議会】 (Foreldrerad)　各学校に設置され、その学校に通う生徒の親全員で

構成される。父母評議会は、父母および保護者の共通の利益を保護することおよび父母が

良い学校環境を創造することに能動的に貢献することに責任を有する。

【父母評議会運営委員会】 (Foreldrearbeidsutvalg。 FAU)　通常各学級の父母代表

で構成され、この中から2人が学校の調整委員会委員に選ばれる。

【学級の父母代表】 (父母評議会学級委員)　学級生徒の父母の中から女性l名、男性

l名が選ばれる。一方で学級の父母・保護者の間で、他方で父母評議会運営委員会の問で、

学級教員と父母との協同をとりもつ。学級の父母代表は、 ○父母一学級教員会議の企画・

開催、 ○学校内外の環境に関する問題の討論、 ○学級父母への父母評議会運営委員会の活

動に関する情報提供、 ○生徒と父母の連絡網の作成、 ○学級遠足の準備への参加等の役割

を果たす。

【生徒評議会】 (Pupiles’ council)　各中学校では生徒評議会が設けられてきたが、

新教育法は、これを中間段階(第5学年一第7学年)に拡大した。初等段階のどの学校に

も生徒評議会がっくられ得るようになり、通常、各学級は生徒評議会への代表を選出する。

【学級評議会】 (Class Council)　各学級にその全生徒を構成員とする学級評議会が

設けられる。

【調整委員会】 (The Coordinating Committee)　各学校には調整委貝が設置され、

これは教員/プレスクール教員の代表2名、その他の職員の代表1名、父母評議会からの

代表2名、生徒評議会からの代表2名から成る。校長とコミューネ(kommune。市、町

又は村)に任命された委員とがコミューネを代表し、校長が事務を担当する。議事が守秘

事項に及ぶときは、生徒代表は席を外さなければならない。調整委員会の仕事は、学校社
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会の多様な当事者の接触と協同を奨励しその活動を調整することである。調整委員会は学

校に関するあらゆる問題に関して見解を表明し学校の諸活動に影響を及ぼすことが認めら

れている。しかし、給料及び労働条件並びに個人的事項に関する決定は扱ってはならない。

(ニ)ルセチエルン小学校

9月3日9時、オスロ中央駅からSki行き電車で南方へ約8.5km、 Holmlia駅で下車徒

歩数分、 Nordavein l, n-1251 OsIoに位置するルセチェルン小学校Lusetjern skoleを訪

問した。

リングスタード(Lyngstad)校長(女性)、教員のアームスクコークさん、調整委員会委

員長のブッシュマンさんにインタビューに応じていただき、主として校長から説明を受け、

いくつかの授業参観をした。

学校の組織構成は、次のとおりである。

生徒(elver) 410名。

学級(klasser) 17学級

(第l~5学年各3学級、第6学年2学級)

職員総数47名。

教員(l鍵rere) 42名

(校長rektor l名を含む)

助手(assist) 3名

事務職員(sekret鍵r) 1名

用務員(vaktmester) 1名。

1997/98学年度から小学校は7年制になっているにもかかわらずこの学校に第7学年が

ないのは当校が94年8月から開設されたという特殊事情によっている。すなわち、当校は

隣接校の収容力不足解消のため、 94/95年度に第1学年、第2学年及び第6学年で発足し

た。発足時の2学年は97年8月には従来の制度によれば第5学年になるところであるが、

制度改革で第6学年になった。その1年上の学年は元々在校生がないのだから第7学年は

欠けているのである。

図Iは校舎・教室の配置図である。校舎は、 AへGの7棟からなり、 1階がワーク・ショッ

プ用、 2階が教員のdata roomその他の部屋からなるA棟以外は全て平屋で学年毎にま

とまって教室が割り当てられており、各教室はそれぞれ戸外への出入口をもっている。特

殊教室としては、美術室(formingsrom) ,音楽室(musikkrom) ,情報室(mediatek)

があるが、理科実験室、家庭科室がなく、体育館は外部の施設を2校で使用している。

この学校はオスロでも外国籍の生徒が最も多い方で、約4割の生徒がノルウェー語を第
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しuSE“冒JERNSK OLE

97′l/98学度　学級配置 

E陳 �D棟 �A棟 ��B棟 �F棟 �C棟 

l番二1B �4番1階= �20番1階=作業場　A:5年 �‾　央. �音楽室 �8番l階=5A �14番l階=2A 

2番=1C �5番l階= �教員図書室　　　　B:6年 �T_こ イ季 �メディア室 �9番1階二5B �15番l階=2B 

3番=lA �6番2階二6A �C:4年 �I菜 ム国 会及 ��10番l階=5C �16番l階=2C 

7番2階二6B �E:教員のため　　　D:2年 ���11番2階二4A �17番2階=3B 

工芸室 �の情報室　　　　F:3年 �合び 室 ��12番2階=4B �18番2階=3A 

G:l年 ���13番2階=4C �19番2階二3C 

図I

2言語にしている。パキスタン、ベトナム、アラブ系の子が多く、それらの言語ができる

教員が配置されて授業担当者を助けている。

教員は、各学級担任に2、 3人の教員を加えた計5人又は6人の教員で学年の生徒を担

当する。そのため、毎週2時間打ち合わせの時間をとっている。障害児や少数言語の子な

ど特別の指導が必要な子も普段は普通のクラスに属する。

各生徒の能力・発達段階に沿った授業という考え方が基本にされ、一斉授業は、なるべ

くしないように行政でも決めており、プロジェクト、テーマを重視して授業をしており、

遊びが重要な役割を果たすと考えられている。

常時勤務の教師は週当たり25時間の授業担当のほか企画・打ち合わせ・研修を5時間、

合わせて30時間勤務する。この外、年間540時間自由に仕事をし(以上2つの合計では

1710時間) 、年間合計1770時間、勤務する。学年は39週間でありl週45時間の勤務である。

学校の管理運営に関する組織としては、 「調整委員会」が設けられている。調整委員会

の構成は、親代表が2名、教員2名、教員以外の職員1名、コミューネ代表1名、校長1

名の7名で構成される。この機関は、校長の助言機関であるが、 98/99年度からは決定権

を有することになっている。

調整委員会の委員長は、学校の職員以外から選ばれることになっており、現在はコミュー

ネ代表がなっている。
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地方自治体代表は、議員とは別に、コミューネ議会で会派の勢力比に応じて各種の行政

分野の諸委員が任命され、そのうちの1つとして学校への委員が定められているものであ

る。

学校には生徒の全父母で構成する「父母評議会」があり、各学級では2名の父母代表が

定められ、そのうち1名がFAU (父母評議会運営委員会)に参加して毎月1回会合をし

ている。

調整委員会は、学校予算の増額や教員増、教育条件の整備など地方自治体に対する要求

などを議題として取り上げている。

父母評議会や学校の調整委員会はもっと大局的な学校の管理運営や予算、職員増などに

ついて校長に勧告をしたり、体育館の増改築などどちらかと言うと地方自治体に対する要

求を扱っているという。

親の学校や教員に対する要求や不満は、父母評議会や調整委員会には出されず、校長に

出されている、という。

見学した1つの授業は男性教員の第1学年の学級だった。生徒は3週間前、学校に入学

したばかりで、 10迄の数の学習で、大きな丸に色を塗ったり、 「 (インディアンが)一人、

二人、三人来ました」の歌を歌ったりしており、数人づっ向き合う机の配置だった。

もう一つは、女性教員の社会科の授業であった。 9月14日の国会議員選挙の直前だとい

うことで国会についての勉強をしていて、首相や大蔵大臣、文部大臣など大臣の名前を挙

げていた。もう一つのクラスと質問を出し合って競技をすることになっているという。授

業生徒人数は21人で、机の配置は黒板に向かう一斉授業様式であったが、机の間や前後が

広々とした感じであった。

(三)ホルムリア中学校

ホルムリア中学校(Holumulia ungdomsskole)は、ルセチェルン小学校に隣接してい

る。同校を午前10時15分頃訪問し、オース(Aas)校長(男性)及びロードジベル(女性)の

応接・説明を受け、授業を見学し、生徒評議会役員生徒2人と話をした。

同校の1997/98学年度の学級・生徒数、職員数は、次のとおりである。

生徒総数　蛮9名

龍三叢謀幾鎧11名
第8学年6学級　161名

第9学年5学級　136名

第10学年7学級　151名

(第10学年に2名の学級がある外は、同学年でも学級生徒数に若干の幅はあるが、各学級とも生徒数は鮪名へ00名)
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学校職員総数　63名

校長(rector) 1名

副校長(unde「vismngslnSPektO「er) 2名

ロードジベル(radgivere) 2名

教員(庵re「e) 51名

助手(skoleassistenter) 3名

事務職員(sekreta∋rer) 2名

警備員(vaktmester) 1名

清掃員(renholder) 1名

上で「ロードジベル」というのは、助言(rad)を与える人(givere)という意味であ

り、ノルウェー語一英語辞典では“αれise〆’とされている。学校運営上の役割と生徒に

対する助言を兼ねる職である。 ((四)で後述するロフスルード校のロードジベルの仕事、参照。 )

同校は、外国語を母語とする生徒が約50%である。そのため、同校は“Holmlia

SChool, a SChool /hat !S erubeγant and e亮ting and w,ith a cultuγal diひeγS砂’’と題する

「学校要覧」ないし「学園案内」に類する文書を英文で作成している。

校長とロードジベルの説明並びに上の文書によると、同校の教育は次のようである。

まず、教育の重点は次の点においている。

●生徒に良い普通教育(general education)を与える。

●生徒に安全と豊かな発達を与える。

●生徒に肯定的な自己概念(positive selトconcept)を与える。

●生徒に他の諸文化を尊重することを教える。

外国からの生徒受け入れ学級は、外国からきたばかりの生徒16人までに1年間、社会科

とノルウェー語を教える。生徒は、その後、通常学級又は他の学校に移る。

この外に3つのオルタナティブ学級があり、その生徒は通常学級と重複している。 ①

「地域環境グループ」は通常の課程に加えて実践的な教育を行っている。 ② 「売店営業」

では、 8人へ12人の生徒が企画、生産、経理、販売等の売店営業の実習を12単位時間行い、

後の18時間は通常の学習を行なう。 ③「メディア・音楽」では、 「センドル・ホルムリア

余暇センター」という青年クラブと協同してビデオ及び音楽の製作の一部を担っている。

これには12人まで受け入れることができる。

通常の学級は、 2つの学級毎にノルウェー語、数学、英語の3人の正規の教員を配置し、

その3人の教員がその学級・生徒について密接に協同して教えている。授業運営において

は、いくつかの科目について、 「キャスリング・モデル」 (ノルウェー語ではrokeringsmodell

8))、すなわち、 2学級を合わせて3つのグループに分け、各科目の教員はその3つのグ

ループ全部の授業を持つという方法を採っている。
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また、 5人の特別教員、副校長及びロードジベルで協同して特別教育を行なっている。

例えば、 8週間で4つの数学の基本演算を習得させるために目標を立て、生徒と父母が契

約にサインをする。その間、生徒は他の科目のいくつかの授業から離れるというやり方で

ある。

図書室は、 97/98年度から週に30時間開け、生徒への貸出、プロジェクト授業、図書指

導、教材収集、インターネットなどを行なう。

全生徒はワープロとスプレッド・シートの教育を受けている。選択教科及び補助授業で

情報を行なっており、インターネットに学校のホーム・ページを有している。

当校はプロジェクト教育を何年もやってきた。秋の間は「私たちの街」というプロジェ

クト教育をやり、春には「オープン・イウニング」に至るプロジェクトを行なった。後者

では、第10学年生が様々な国の紹介、フォーク・ダンス、民族衣装、民族の食事や展示を

行ない、 8年生と9年生は校庭でフォークダンスや木工作品の展示やいろいろな種類の催

しをし、両親や近所の人たちを招いたという。

正規の全教員は毎週1授業の問に生徒と会話をしなければならないことにしている。ま

た、何人かの生徒向けには生徒の興味を惹く話題を扱う2人の青年をリーダーとする「会

話グループ」を作っている。

また、当校はブリュッセルから資金を得ての「コメ二ウス計画」の取り組みや他文化の

父親グループの取り組み、水泳の経験のない他文化女子生徒の水泳コースなどもしている。

見学した授業は、どの授業も落ち着いたなごやかな状態で行なわれていた。

見学した数学の授業は、上記の「キャスリンク・モデル」の一つの適用なのであろうか、

担当する2学級生徒を進度別に3つのグループに分けて教えていたが、どうやら進度別に

3分した一番遅れているグループのようで、第8学年(13歳生徒)であるにもかかわらず、

26十58　等の計算練習をしていた。

なお、その教科書に示されていた計算手順は次のように図式化しうるものであった。

26+58= (26-2)十(58十2)

=　24　十　60

二(20+60)十4

二　84

高等学校への進学について、校長とロードジベルに質問した。特に大きな問題はなく、

大半の生徒は中学校での助言を受けて概ね本人が納得し志望する高校の学科に進学するこ

とができている、また、受け入れ高校の方でもそれなりの対応をしている、敢えていうと、

職業的学科と結びっいた見習い養成所が、中学校側の希望に比べて少ない、産業界の人材

要求というよりも教育的に見て見習い養成所が不足している、ということであった。

生徒とのインタビューには、どちらも第10学年で現在学校の生徒評議会役員をしている
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ウェルウィン君と生徒評議会役員を経験したことがあるゴクツエル君が応じてくれた。ウェ

ルウィン君は、オスロ市の「青年評議会」の役員もしている。物おじしない落ち着いた態

度の子たちで、次のように話してくれた。青年評議会は、オスロ市の各学校の生徒評議会

代表50%とオスロ市内の青年クラブの代表合わせて59人で構成しており、年に2回会議を
’する。 25人の運営委員会を選んで多いときには3週へ6週に1度の割合で会合をもってい

る。

この委員会の主導で、 ①労働環境法で労働条件が定められているが、それに相応する生

徒の法律の草案を作っている。そのため学校の学習条件を定めようとしている。また、 ②

いじめやをどうやってとめるか、児童家庭省と相談して方針書作成のため審議をしている。

また、学校の生徒に、いじめや喧嘩等の紛争調停の方法を教える講座を開いている。 「街

で武器を持たないようにしよう」というキャンペーンのためTシャツを売ったりしている。

(四)ロブスルード中学校

ロフスルード中学校(Lofsrud ungdomsskole)は、オスロ中央駅の南南東約8km、

LofsrudhOgda 210, N-1281にあり、ホルムリア中学校の北東約3kmに位置する。この

学校を9月4日正午過ぎに訪ねた。

97年9月3日現在、生徒は521名、学級数19、第8学年はAへGの7学級、第9、 10学

年は各々AへEの6学級、各学級の生徒数は厳密に均等ではないが各々独人一30人、職員

は教員53名と他11名合わせて計蝕名の学校である。

校長室で、ビェルトネス(Bjertnes)校長(女性)から同中学校の教育の概要について、

メーブリ・サングッン社会問題担当教員兼ロードジベルから生活指導のやり方について、

ヨースンド進学問題担当ロードジベルから進路指導について、それぞれ主として説明を受

けた。その後、コード・ロシュラン副校長(男性)の案内で施設及び授業を見学した。授業

見学の後、学校の調整委員会委員であり父母評議会委員長であるトーレ・レーニンさんの

来校時刻を見計らって校長室に戻り、彼から父母評議会の活動について説明を受けた。

以下、概ねこの順で見聞をまとめるが、校長と両ロードジベルからは説明に際してその

内容に関する文書(いずれもノルウェー語)の提供を得た。限られた時間での説明よりも

明確な部分もあるので以下では、適宜それらの邦訳を示して見聞・質疑内容を補足する。

(1)学校運営の概要

同校の教育の概要については、校長から説明を受けたが、その際、 「学校運営の概要」

(ノルウェー語。 A3判3頁)と題する文書を提供してもらった。これは、同校1996/97

学年度についてのものであるが、 97/98学年度は97年8月下旬から始まったばかりであっ
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たから当時から見て最新の状況を述べたものである。まず、その全文の訳出によって学校

の概況を示す。なお、 1997/98学年度からは、義務制就学が1年早まり、同中学校には第

8学年二13歳から第10学年二15歳の生徒が在学している。

ロフスルード中学校1996/97学年度

学校運営の概要

OひeγS硯oひeγめ′妬e"∴ひe(I s居ole7ノ2

ロフスルード校は、 18学級、各学年6学級で生徒は合計479名、その中に26ヶ国か

らの138名の少数言語(ノルウェー語以外一訳注)の生徒がいる。

教員は50名、他に職員10名がいる。

【授業組織】

第8学年と第9学年では、授業はABCとDEFの2つのティームに分けて行なわ

れる。ノルウェー語、数学及び英語の授業は、それぞれの科目について援助グループ

とT-time　グループ(テーマ学習グループ)があるように3クラスづつ同じように

設定されている。第二言語としてのノルウェー語は、ノルウェー語と同じように設け

られている。第7学年では、 97/98年度は2学級づってティームを作るという試行を

している。これらの2学級に、 1人の数学教員、 1人のノルウェー語と英語の教員が

つく。後者は社会科、理科及びキリスト教も教える。 T-time　グループがノルウェー

語、英語及び数学の時間と同様に設けられている。

この学年は1つの「キャスリング・モデル」 (前出。原語rokeringsmodell)を持っ

ており、この2学級が、ノルウェー語、英語及び数学の時間には週に2回、 3つのグ

ループに分けられる。このティーム・モデルは、 1月ないし2月に評価されことになっ

ている。

学校は、 97年指導要領に向かう状況下でよい組織のあり方を考えてさらに仕事をす

ずめなければならない。

【少数言語の生徒の授業】

当校は3つの学年全部に外国語としてのノルウェー語を設けている。また、語彙が

少なく、学習上の問題の理由で科目に困難を有している少数言語の生徒に対しては、

通常のクラスに通うが、特に少ないグループでノルウェー語、英語、数学、社会科及

び理科の授業を受けるようにしており、そのような生徒は教員の厚いフォローアップ

を受ける。

【小学校から中学校への移行】

ロードジベルは、小学校の教員から生徒の情報を入手する。ロードジベルは、我々
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及びロフスルード校の関係者の父母評議会に出席する。彼らは又、小学校の学級訪問

も行なう。小学校の学級は、 5月又は6月にロフスルード校を訪問する。ロードジベ

ルは、全ての情報が集められた後で新しい学級を一緒に設定する。

【特別授業】

生徒企業

特別授業として当校は、生徒企業を設けている。これは、実践の中での多く学ぶ必

要のある生徒に対する企業である。生徒は週当たり4時間、この科目を受ける。企業

では、生徒は食べ物を作り、売り、計算をする。

選択科目・売店

学校は、 8、 9学年に売店の選択科目を提供している。生徒は売られる食品を大変

自由に作る。

生徒は、毎日、大変自由に乳製品やジュースを買うこともできる。

活動日

学校は年に4日の活動日を持っている。秋に1日・自由スポーツ又は遠足日、 2月

にl日・冬季活動日、初夏に遠足、フットボール試合旅行などのための2日である。

新年ダンス会・第7学年祭日

第9学年には新年ダンス会がある。第7学年には秋に「大親睦会(en stor　《bli

kjent med hverandre fest炒。大「相互に知られ合う祭」 )がある。

タレント祭典(7tzlentiade)

わが校では、全生徒に対して年に一度、 《タレント祭典かも行なう。生徒たちは、

着飾って互いに見せ合う。私たちは、多様な学級の中の最善の要素を選ぶ。

アルコール・ドラッグ授業

第8学年には、青年期と酔いをめぐって学級で継続的な授業を伴う若者コースがあ

る。第8学年は、その関連の中で大きな生徒評議会又は父母評議会に組織される。

朝の集会

学校は、各年、何回か朝の集会を行なう。ここで生徒は互いに選び合う。スポーツ

で、あるいは他の方法で擾れたことを示した生徒は表彰される。

大変自由な活動

しばしば、音楽が大変自由に演奏され、生徒委員会は校外で演奏する。

5月17日(訳注:憲法記念日)

父母評議会運営委員会は、生徒のために特別朝食を伴う協同行事を組織する。

【父母の活動】

ロフスルード校では、学校と家庭の間によい協同がある。毎秋、学校の全学級のた

めの大父母評議会があり、その後、各学級で会合がある。さらに、各学級はクリスマ
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スの後で父母評議会をもつ。教員は年に2回、父母と相談時間をもつ。

第9学年に対しては、毎年l月に生徒とその保護者に対して高等学校に関する会合

がある。

学校のFAU (父母評議会運営委員会)は、大変積極的で活動的である。

【情報教育】

学校は2単位時間の情報の選択科目を提供している。この学校は、 5つのこのよう

な選択グループを有しており、つまり、約80人の生徒をカバーしている。

第8学年向けには今年、全8年生に対して文書処理コースを設けた。学校の教員は

多くの情報訓練を必要としている。

(2)学校の年度計画

また、校長から「ロフスルード校1997年の活動計画　目標‥成長における知識と充実」

( VIRKSOMHETSPLAN VIS/ON KUNNSKAP OG TRIVSEL /レ,EKSTノ　と題す

る、表紙を含めてA4判8頁の同校の教育計画文書の提供を得た

この作成手続きは、各学年から1人ずっ計3人で計画作成に責任を負う教員集団をつく

り、一般の教員の意見を踏まえて提案を校長に出す。校長は原案を作成し、同校に2つあ

る教員の労働組合の代表との協議を経て、父母評議会運営委員会に提案し、調整委員会に

諮って定めたという。

この学校の調整委員会は、校長、教員代表2名、他の職員代表1名、生徒代表l名、親

代表l名の合計6名で構成されている。なお、 97年9月時点では、学校運営の法的決定権

は校長にあり、調整委員会は助言的機関とされている。

また、労働組合のうちの一つは大学の教員なども入っている組合で全国的な連合体を形

成しており労働党との関係が深い組合であり、もう一つは主に産業労働者が入っている独

立的な組合である。

さて、上記「活動計画」は、 5つの「努力領域」 (Innsatsonrade)から成り、各努力

領域毎に一つないし複数の「主要目標」 (Hovedmal)が掲げられ、この目標毎に、概ね

数個の得るべき「結果目標」 (Resultatmal) ,それを実現するための「手段」 (Tiltak) ,

その責任者、期限が書き込まれている。このような学校の計画・目標・手段の作成の様式

は、オスロ市の学校に共通と推定される。

次に、これに挙げられている5つの努力領域、主要目標・その結果目標を例示するlノ

1997年活動計画　ロフスルード中学校

目標　成長における知識と充実

VIRKSOMHETSPしAN 1997 LOFSRUD SKOしE
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VISJON KUNNSKAP OG TRIVSEL / VEKST

(抄)

5つの努力領域

.　①97年学習指導要領(し.97)

②適応的教育、包合的学校(Tilpasset undervisning, en incliderende skole)

.　③学校に基礎をおいた評価・職員研修(Skolebasert vurdering / kollegaveiledning)

(注:直訳すれば「同僚職貝指導」 )

④収容能力の整備(Tilrettelgging av kapasitet)

⑤父母の協同(Foreldresamarbeid)

(以上の番号は後の便宜上、 ○番号に変えた。 )

【主要目標】学校は生徒用図書室をよく発展させること(上記努力領域①)

<結果目標>生徒は自分の勉学で参考文献を使用できるようになること。

[手段]より多くの参考文献、新聞、辞書の買い入れ。責任者、校長。期限、 12

月。

[手段]図書重用パソコンの取り替え。 CDロム辞書の導入。

<結果目標>図書室が時間を定めて開かれるべきこと。

[手段]図書室に人を配置する時間を定める。責任者、校長。期限、 6月。

<結果目標>素材文書の発展

[手段]最新の新聞をファイルすること。責任者、図書担当。期限、 12月。

[手段]学科に沿ったビデオ収集、視聴覚室への設置。責任者、視聴覚室担当。

期限、 6月。

【主要目標】 97年学習指導要領の原則と方針に沿った学業をおこなうこと(努力領域

①)

<結果目標>全学校はプロジェクトを伴う学業を行なうべきこと。

[手段]それぞれの学級段階に一つのプロジェクト。責任者、全員。期限、 4月。

[手段]それぞれの学級段階に一つの環境教育プロジェクト。責任者、全員。期

限、 8月。

【主要目標】生徒は教科学習で実用的道具として情報機械を使用できること。

<結果目標>生徒は文書取扱いを習得すること。

[手段]第8学年生は、 97年春又は97年秋に文書扱いを伴う学習を少なくとも-

つ行なわなければならない。責任者、第8学年教員。期限、 12月。

[手段]第8学年生は文書処理課程を履修する。責任者、校長・教員。期限、 12
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月。

<結果目標>教員は情報の訓練を受けなければならない。

[手段]教員・情報責任者に対するインターネット及び他のプログラムの課程。

責任者、校長。期限、 12月。

【主要目標】職員指導と学校に基礎をおいた評価を通じて教育の準備をし開発をする

こと。 (努力領域③)

<結果目標>準備と問題解決にために互いに助言をすること。

[手段]必要に応じて学年で職員研修(同僚指導)を行なうこと。責任者、学年

主任。期限、 12月。

<結果目標>学校は、プロジェクト授業の発展を追求すること。

[手段]プロジェクトと結びっいた評価がなされなければならない。責任者、校

長・全員。期限4月一8月。

(3)ロードジベル(radgivere)

先の文書中にも出ている「ロードジベル」 ( ``履くなiひeγe’つは、ホルムリア中学校に

も2名置かれていたが、ノルウェーの中学校で学校運営上重要な役割を果たす職程である。

ロフスルード中学校には2名配置されており、うちl名は進路問題担当(男性)、もうl人

(女性)は“sosia手嬢γeγne’’と兼任であった。両中学校の職員人数表では一般の教員と区

別して示されているが、ロードジベルは授業も何時間か持っということであった。
“sosia手嬢γeγne’’というのは、教科教育ではなく生活指導上の問題で生徒を指導する

教員であって、 「生活指導教員」とでも訳すのが適切な職務であり、各学校に1名は配置

されているという。

次に訳出するのは、この生活指導教員兼務のロードジベルであるサンダソンさんから提

供してもらった彼女の職務課題の一覧である。

ロブスルード校における生活指導教員兼ロードジベルの課題

SOSIAL-L佃RERNES/RÅDGIVERNES OPPGAVER VED LOFSRUD SKOLE

l.科目間の会議の召集と参加

会議の記録

会議で合意されたことのフォローアップ

2.父母評議会・報告会議及び学校の必要事項が見つけられるようなティーム会議へ

の参加
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3.学級運営に伴う審議事項における家庭との交渉(Kontakt)

4・社会的・医学的研究者、教授学的・心理学的機関、児童保護、社会福祉事務所、

余暇クラス警察及び精神病対応機関との協同

・ 5・勉学上の又は社会的な特別の保護を要する生徒(障害児ではない。 )のフォロー●

. 6・生徒の援助・支援事業の実行及び維持継続に対する協同責任
7・学校内外におけるオルタナティブ授業の設定と維持継続

8・選択科目時間の設定。選択科目としての労働生活学習○選択科目教員との交渉

(Kontakt) o全生徒及び保護者に対する履修指導(Orientering) 。

9.小学校・中学校問の移行(Overgang) o小学校との協同(訳注:この中学校へ

は、 3つの小学校からの生徒が進学してくる) 。

10・中学校・高等学校問の移行○高等学校との協同。

(4)高等学校への進学指導

また、高等学校進学担当ロードジベルのヨースンドさんから中学校卒業後の制度につい

て説明を受けた。これに関しては、概ね拙稿前編に示したとおりであり、高等学校は大き

く13の基礎コース(学科)に分かれており、この内、 3つは高等教育に進学するコースで3

年制、残りの10のコースは職業資格取得をめざすものであり、就学年限は4年でありこの

間に職業見習い実習も行なう。 94年教育改革で生徒は義務教育修了後3年間の高校教育

(障害者は5年間)を受ける権利が保障されている。

彼からは、さらに進学指導の概要について説明を受けた○その際、提供された高等学校

への進学指導計画を次に訳出して示す。

基礎学校から高等学校への進学に関するロードジベルの業務計画

FRAMDRIFTSPLAN FOR RÅDGIVER

VEDR. OVERGANG GRUNNSKOLE/VIDEREGÅENDE SKOLE

l・第9学年の学級ティーム主任、第9学年の父母評議会、及び第9学年の全学級に

業務計画を示す。 (9月)

2・ロードジベルは、全生徒と対話をする(2人ずっ) ○ (9月、 10月、 11月)

3・ロードジベルは、全学級に行き、冊子「様々な教育」を配布し、生徒にその特徴

及び要点に関する情報の活用法、 94年教育改革及び進学申込書類語大法( 3課程

希望、 2校)に関して教える○ (9月、 10月)

4・ロードジベルは、全学級に行き、冊子「オスロの高等学校の情報」を配布し、ど
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んな可能性があるかについて少し話す。 (11月、 12月)

5.ロードジベルは、生徒及び可能ならその保護者と新たな対話をする。 (12月、 l

月)

6.大集会(保護者たち及び生徒たち) 。ソクン、ノルトストランド、ランベルセテ

ル、マングレルド及びウルスルド各校の教員が生徒及び保護者に自分の学校につ

いて説明する。 (1月末)

7. 5、 6、と並行して、私たちが援助することが必要な生徒のいずれについても、

教員、生徒、保護者、校長及び市教育庁教授学・心理学事務所の話し合いが行な

われる。 (2月l日迄に)

8.ソグン高等学校訪問(「オープン・デイ」)。 (l月)

9.ノルトストランド、ランベルセテルその他の高等学校訪問。 (2月、 3月)

10.軍隊訪問?　教育に対するどのような可能性があるか?　(3月)

ll.ロードジベルは生徒の進学申請書の下書きを助ける。下書きの完了。 (3月15日)

12.ロードジベルは生徒とともに3月25日迄に高等学校進学申請書を書き上げる。

13.ロードジベルは、奨学金・貸与奨学金について説明する。 (5月、 6月)

14.ロードジベルは、全ての生徒が卒業証書とともに「フォロー・アップ・サービス」

( -`のウル唐ing訪enesten’つ　についての書類を書くことを確保する。

以上について若干補足説明をする。

まず、文書の標題にある「基礎学校」という語であるが、場合によって小学校と中学校

をまとめて「基礎学校」 (grunnskole)という言い方がされている。また、小学校と中

学校の両課程を有する学校が相当比で存在する。

次に、上記「1」に関して、ヨースンドさんは私たちが訪問したこの日、 9月4日、父

母への説明会を行なったところであったという。

また、 「学級ティーム主任」というのは、当ロフスルード校でも、先のホルムリア校で

も、例えば、同一学年の学級A、 B、 Cの学級を一つのティーム、 D、 E、 Fをもう一つの

ティームというように、同一学年に複数のティームを作っている。日本の学年主任よりも

もう少し小さい単位で置かれていることになる。

「6」の説明会では、 13の基礎コースの代表が各コースの内容を説明するという。ここ

に挙げられている高等学校は、ソグン校は職業科だけ、ノルトストランド校とウルスルド

校は普通科、ランベルセテル校とマングレルド校は普通科と職業科を有する。ソグン高校

だけはこの中学校から約24km離れているが、その他の学校はいずれもロフスルード校に

最近接の高等学校である。

「14」の「フォロー・アップ・サービス」 ( “Oppf研gingstjenesten’つ　というのは、
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94年教育改革で導入された制度であり、高校中退・不登校などで学校制度から外れてしまっ

た若者を指導をする制度である9)。

’.　(5)学校の予算・施設設備

この学校の予算の支出は、 97年度で年間1570万ノルウェー・クローネである。当時のレー

ト(lノルウェー・クローネ(NOK)は約16.8円)で計算すると約2520万円である。この

中には教職員給与1450万NOKが含まれている。学校予算は校長が行政機関と相談して作

成し、最後に調整委員会に諮って決定するという。学校が定めるのは管理運営費のみであ

り、建設費等は別である。

同校には、 6棟の校舎とその間の広場を蔽う、開閉装置のついた大きなガラス屋根があ

り暖かい。しかし、暖房にも開閉にも経費がかかる。 1988年に建設したこの学校の建設費

は8800万NOKであった。校舎は2階建てで障害者のためにエレべ-ターが設置されてい

る。

この学校は、 18学級用に建てられており、今は19学級となっているので少し狭い。特別

の教室としては、実験室l、調理室1、美術・工芸室4、情報処理室大小各1、音楽室1、

図書室1などがある。 2つの教室毎に入り口が一つ、トイレが一つ作られており便利になっ

ている。しかし、この学校には小人数教室(7人くらいまで用)がないので発音教室、歯

科医の事務所、心理学担当者の相談室、会議室などを相談し合って小人数用教育と共用し

ている。体育館は仮設で2つあって、校舎から離れている。歯科医は近隣の学校と合わせ

て学校歯科医が配置されており、その事務室がこの学校にある。小人数教室不足の問題は

近くにもう一つ中学校を建設中でそれで解決することになっている。職員室の感じは多く

の日本の中学校の職員室に似ていたが、それとは別に快適でゆったりとした感じの教職員

が休憩したり食事をする部屋が別にあった(これはホルムリア校にも、見学した他のどの

小学校、高等学校にもあった) 。

(6)授業など

授業見学は、まず、シルべ- ・キスケドゴールさんのノルウェー語の授業と英語の授業

を見学した。彼女は、ノルウェー語、英語、フランス語、ドイツ語を教えているという。

ノルウェー語の授業では視力の悪い女生徒が1人おり、教室にその生徒用のカメラ、モニ

ター、パソコンが設置されていた。キスケドゴールさんによると、外国出身の生徒もいる

がノルウェー語の遅れている生徒は2人であるという。見学した第10学年のノルウェー語

の授業は、文学史の自然主義の勉強であり、この日に見学した授業の内容は生徒が自分で

調べた内容を発表する授業であった。時間の都合上、見学はしなかったが、演劇のような

形で行なうことや「ラップ」の調子で歌うこと予定しているということであった。
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見学した10年生の英語の授業は、通常は30人で行なっているが、この日の授業は2つに

分けており15人で行なわれていた。黒板には英語で次の課題が書かれていた。

①Read the text Asking Out

②Check the story

③CIose your books

④Tell the story by the help of the pictures

生徒は英語とノルウェー語の対応ノートを作っていた。

もう一つ、副校長の案内で別の第10学年ノルウェー語文法の授業の「とび入り」見学を

した。母親が日本人の女子生徒もいた。授業終了後の担当教員の話では、中学生は反抗期

で親や学校に反抗的な行動も見られる、この学校ではそれほど大きな問題はない。彼がい

ま教えている学級もそれほど問題はないが、中学校修了時に試験があり、進学ではその成

績が問題になる、それで生徒は緊張している。ノルウェー語には、オスロの方言に近いホッ

クモールと西ノルウェーの方言に近いニーノルスクがあり、義務教育ではどちらも書ける

ようにならなければならないが、ニーノルスクの学習に反抗的な生徒がいるという。

なお、一例として第9学年B組の時間割を挙げると、次の表IIのとおりである。

表II　ロブスルード中学校第9学年B組の時間割(1997/98年度)

9B �月 �火 �水 �木 �金 

8:15 �選択教科 �体育 � �ROK � 

9:05 �選択教科 �体育 �ROK �ROK �(不明) 

10:00 �学級会 �ROK �ROK �ROK �選択教科 

10:55 �木工 �ROK �ROK �ノルウェー語 �選択教科 

12:10 �芸術 �ROK �ノルウェー語 �社会科 �理科;音楽 

13:05 �体育 �理科 �生活指導 ・キリスト教 �理科;音楽 �社会科 

14:00 �選択教科 �社会科 � �選択教科 �生活指導 ・キリスト教 

14:45 �選択教科 � � � � 

注　①表中のROKはrokeringsmodell (英語: CaStlmg mOdel) 。本文及びホルムリア中学校の記述および注8 )

参照のこと。この学級の生徒は3つに分かれてそれぞれ他学級の生徒とグループを形成する。

②選択教科としては、オスロ市教育部は、 1)ドイツ語、フランス語又はフィンランド語、 2)上級のドイツ

語、フランス語又はフィンランド語、 3)実践的プロジェクト学習を挙げているが、当校で何を置いている

かは未確認。

(7)父母評議会の活動

父母評議会については、父母評議会の代表であり、その資格で学校の調整委員会の委員

にもなっているトーレ・レーニン(Tore ROming)さんから話を聞くことができた。
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父母評議会の構成等は、概ね、本稿(一)の(3)に記述のとおりであった。付け加えれば、

進学年が始まったとき各学級で2人親の代表を選び、そのうちのl人が全校の父母評議会

運営委員会の委員になる、したがってこの学校の委員会は19名で構成されている。この委

早会の議事録は毎回出している。父母評議会は、年に3回、学校が召集する。父母評議会
’運営委員会は毎月第l火曜日、夕方に2時間くらい開催している。委員会の義務としてそ

の決定を文書や電話で各親に伝えている。それ以外にも特別の会議をしたり親と連絡を取

り合ったりしている。この学校の父母評議会ないしその運営委員会の活動内容については

次のように説明された。

父母評議会では、 ①放課後、子どもが望ましくないことをするのを防ぐ対策、 ②教育に

関する政治・政策の学習・検討、 ③体育館の設置推進の3つの課題にとり組んでいる。

道を調べて交通事故対策を考えた。

5月17日の憲法記念日には学校に生徒を集めて朝食を振る舞いそれからパレードに参加

させた。

地域に13歳へ22蔵の青年が参加する青年クラブがある。その活動は、毎週金曜日の夜7

時へ11時に行なわれている。 100人へ200人くらいの若者が集まる。ディスコやビリヤード、

映画、本の朗読などを行なっている。オスロ市の職員とそのほかに4、 5人が指導に当たっ

ている。禁酒や建物の中での禁煙、宿泊には親の許可を必要とするなどのきまりがある。

地元の若者というよりは外部からの若者が邪魔をすることがあったりして、時に喧嘩など

があるのでそれを防ぐために親が当番で携帯電話を持って見守りに歩き、必要な場合は警

察やコミューンの青年担当と連絡をとったりしている。親は、 9時へ12時30分、当番で見

守る。

スポーツについては、地域のスポーツ・クラブがこの青年クラブとはまた別にある。ロ

フスルード中学校の生徒もアイスホッケー、ハンドボール、サッカーのクラブを作ってい

て参加している。

教育政治・政策に関しては、 97年改革を検討して学習指導要領が変わり、親の機関の権

限が拡大したことが判ったので、それに関する意見を出した。

教育改革の結果、親の発意で文化祭ができることがわかったので、職員と協力して97年

4月17日(木曜日)の午後、 12の文化圏にまとめて、出店、料理、音楽、展示などで、そ

れぞれの出身国・地域の文化を紹介する文化祭をやった。およそ1000人が集まり大成功だっ

た(掲示場にこのときの写真がパネルにして飾ってあった。 )

政治家に働きかけて、通学に必要なバスの本数を増やしてもらった。

父母評議会として特に力を入れてきたのは、体育館の設置である。法では設置が義務づ

けられており、 10年間働きかけてきたのにできていなかった。それで、父母評議会は怒っ

て生徒のストライキをおこなった。始めは、 1カ月毎に1日、生徒を休ませた。これには
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99%の親が賛成した。それでも体育館設置を約束しなかったので2カ月毎にl週間休ませ

るという方針を取った。 2回目も実行したら、 2回目にオスロ市教育部から手紙がきて、

山の中に体育館を作ることが決まるとともに、 500万NOKで仮設の体育館を作ってもらっ

.　た○山の中の本式の体育館は、以前にあった山の中にあった体育館を改造してあと14日で

完成する。これは他校と共用する。

なお、校長は、このような「ストライキ」というようなことは非常に例外的ではあると

付け加えた。校長は、雇用者側・行政側であるので抑制する立場で振る舞ったが、親には

「ストライキ」をしても書の少ない日を選ぶよう勧めたという。

まとめに代えて

①上述した学校がノルウェーの平均的な学校ではないが、外国からの子どもたちを多数

受け入れ、しかも見られる限り和やかに教育が行なわれていたのは、心暖まる気がした。

②生徒数・学級数に対する教職員は、多数の外国からの生徒数を考慮しても、わが国よ

りもはるかに多く配置されていると言えよう10)。また、教室などの施設も豊かと見受け

られた。

③教授・指導方法では「キャスリング・モデル」の学習グループ編成やプロジェクト法

など大胆な工夫・試みが行なわれているようである。その意義や学習・教育の内容・水準、

進路指導の実態等は今後調査研究してゆきたい。

④生徒や親の学校・教員に対する要求や不満とそれへの対処はよく判らなかったが、限

られた見聞による限り父母評議会の位置づげや学校のそれへの対応は、開放的に思われた。

⑤中学校の生徒会が学外の青年協議会に参加していることやその活動内容、生徒会委員

の態度などからは、市の教育部や学校が青少年の自治的能力を相応に認め、かつそれを育

成しようとしていることが感じとられた。

⑥遠方の外国のしかも言葉も通じず始めて訪ねた一介の大学教員あるいは短期大学教員

である私たちの限られた時間内での訪問に対して、充分な見学の機会と豊富な資料の提供、

心のこもった応接をしていただいたことは、ノルウェーの教育研究の初心者である私にとっ

て最大の喜びであり励ましであった。
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注

l )本稿の記述における学校・教育行政機関訪問

は、 1997年9月l日(月)関西空港発フィンラ

.ンド経由、同月13日関西空港帰着の日程で、京

都府立大学教授宮嶋邦明氏とともに行なったス

ウェーデン、ノルウェーの教育見学・調査旅行
`の一環である。本誌前号第17号(97年12月発行)

では、この旅行を踏まえて「スウェーデンの高

等学校」を発表した。

これらの研究は、拙稿「子どもの権利条約と

諸国の先進的動向・制度-フィンランド、フ

ランス、ドイツの例を参考に一」 (望月彰・

土屋基規編著『いのちの重みを受けとめて』

(神戸新聞総合出版センター・ 1997年、所収)

とともに、子どもの権利・福祉・環境重視の北

欧諸国の教育への関I亡高二基づくものである。

2 )英語では　`’lhe Act Relating to Ed‡lCation

and T名aining’“を当てている。

(ニrsLO K馴MMUNE Skolesiefen(オスロ市教育長) ,

Siaγting School, aslo: 1997. p.2.

なお、以下、ノルウェーの学校、行政機関作

成の英文資料による場合で、ノルウェー語を確

認できていない語は、さしあたり英語で示して

おく。

3)以下、注4)添付箇所までは、下記による。

The Norwegian Ministry of Education,

Research and Church Affaires,

Rehγ〃! 97　The ComlwIsoγy Schoo[ R〆bγm,

αlo: 1996. p.3, p.9.

4)この段落は、 S/aγting School, P.16.

による。

5) Re句γm 97, p.9

6) Staγiing School, p.17.

7 ) Slaγting School, p.9.

8 )当地の学校の英訳文書では``castling m(del’’

の語が当てられており、 “CaStllng’’は、チェ

スにおける用語で次のように説明されているの

で、本稿ではそのニュアンスを生かして「キャ

スリンク・モデル」の語を当てることにした。

「castling《チェス〉キャスリンク、王(king)

の入場(王と左右のルーク(r○○k)の間の駒が

出払ってしまい、しかも王とルークが一度も動

いていない時、ルークを王の隣に動かすのを一

手で行なう方法;ただし、 Checkがかけられて

いるときは行なうことはできない。 」 (研究社

『新英和大辞典』第5版、 1980年)

9)拙稿・本誌第16号「ノルウェーの学校教育」 、

参照。

10)この点に関して、表IIIの大阪府の教職員定員

基準表及び次の大阪府羽曳野市立高鷲中学校の

実例と、本稿で述べたノルウェーの小、中学校

の生徒数・教員数とを比較されたい。

1997年度　大阪府羽曳野市立高鷲中学校

生徒数　468名

学級数14学級(通常学級12、障害児学級2)

教職員総数　33名(校長・教員29、他4)

内訳　校長1、教諭25(12学級定数20、

障害児学級担当2、進路加配l、ティーム

ティーチング加配1、生活指導1)、講師

2、養護教諭l、事務職員2(府定数1、

市単費負担1)、作業員2。

-1998年9月28白書
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表III 1998年度　中・中学校学級規模別教職貝定貝配分基準表(大阪府教育委貴会)

学校規模 �小　　学　　校 ����中　　学　　校 

(学級数) �校長・教員 �養護 �事務 �計 �校長・教員 �養護 �事務 �計 

l �4 �1 �1 �6 �5 �1 �1 �7 

2 �5 �1 �l �7 �7 �1 �1 �9 

3 �6 �1 �l �8 �9 �1 �1 �ll 

4 �7 �1 �l �9 �10 �l �1 �12 

5 �8 �1 �1 �10 �11 �l �1 �13 

6 �10 �l �1 �12 �13 �1 �l �15 

7 �11 �l �1 �13 �14 �1 �l �16 

8 �12 �1 �1 �14 �15 �1 �l �17 

9 �13 �l �1 �15 �17 �l �l �19 

10 �14 �l �1 �16 �18 �1 �1 �20 

11 �15 �l �1 �17 �19 �1 �1 �21 

12 �16 �l �1 �18 �21 �1 �l �23 

13 �17 �1 �1 �19 �22 �l �l �24 

14 �18 �1 �l �20 �23 �l �1 �25 

15 �19 �1 �1 �21 �25 �1 �l �27 

16 �20 �1 �1 �22 �26 �l �l �28 

17 �21 �1 �1 �23 �28 �1 �1 �30 

18 �22 �1 �l �24 �29 �1 �1 �31 

19 �24 �1 �1 �26 �31 �1 �1 �33 

20 �25 �1 �l �27 �32 �l �l �34 

21 �26 �l �l �28 �34 �l �2 �37 

22 �27 �l �l �29 �36 �1 �2 �39 

23 �28 �1 �1 �30 �37 �1 �2 �40 

24 �29 �1 �l �31 �38 �1 �2 �41 

25 �30 �1 �l �32 �40 �l �2 �43 

26 �31 �l �1 �33 �41 �l �2 �44 

27 �32 �1 �2 �35 �43 �l �2 �46 

28 �33 �l �2 �35 �44 �l �2 �47 

29 �34 �1 �2 �37 �46 �l �2 �49 

30 �35 �2 �2 �39 �47 �2 �2 �51 

31 �36 �2 �2 �40 �49 �2 �2 �53/ 

32 �37 �2 �2 �41 �50 �2 �2 �54 

33 �38 �2 �2 �42 �52 �2 �2 �56 

34 �39 �2 �2 �43 �53 �2 �2 �57 

35 �40 �2 �2 �44 �55 �2 �2 �59 

36 �42 �2 �2 �46 �56 �2 �2 �00 

37 �43 �2 �2 �47 �57 �2 �2 �61 

38 �44 �2 �2 �48 �58 �2 �2 �62 

39 �45 �2 �2 �49 �59 �2 �2 �63 

40 �46 �2 �2 �50 �61 �2 �2 �65 

*なお、 21学級以上の小・中学校にl名の大規模校加配。 30学級以上の小学校に1名、 30学級以上の中学校に複数

の生徒指導主事が配置されます。
*ただし、大規模枝加配は、大阪市を除きます。
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正　誤　表

2002.415　北川邦一

再番号は、く〉付きの通し頁。通常の行数計算には図表分を含まない。

頁・ �行 �誤(修正前) �正(修正後) �備考 

l �4 �期間内に �(削除) �重複の前出分 

4 �下5 �「福音主義ルーテル派」 �(削除) �下4行と重複 

5 �下12 �(少なくとも) �(削除) � 

5 �2 �(A) �(削除) � 

6 �3 �なってた �なった � 

6 �4 �、極右政党 �(削除) �3行目と重複 

6 �下4 �設けたれている �設けられている � 

7 �下13 �前記④、⑥ �く6〉頁に後記の � 

7 �下7 �の与える �を与える � 

8 �5 �教育課程領域 �教育科目領域 � 

8 �下12 �ラーグスティング �ラーグテイング � 

8 �下5 �ており、「実際の �ており、国王の「実際の �「国王の」　を挿入 

15 �16 �図2　コミューネの �図2　あるコムーネの �図の題名 

各出現 �箇所 �コミューネ �コムーネ �現地音に統一。15,16頁の 図19,へ22頁、など。 

16 �下5 �」 �(削除) � 

17 �3 �上記図l �前記図1 � 

18 �19 �(。)。 �o � 

18 �13 �めrppl狐 �めrp重an � 

18 �3 �基づいているfylkesmann �基づいている。fylkesmam �句点を挿入 

19 �3 �アスピョン �アスピョン �印字不良 

21 �図中 �県助役、副助役 �行政長、行政長 �訳語の統一 

22 �19 �合計1宣.000 �合計生徒教書l,000 � 

22 �下1l �fylkestinget �fylkesutvalget � 

22 �下6 �見られないず、 �見られず、 � 

22 �下6末 �位置づけられた。。 �位置づけられている。 � 

25 �中央下 �(県と行政長が分離) �県行政長 �Fylkesredmannの下左辺り 

24 �ll �発言権はある。決定権と �発言権はあるが決定権と � 

24 �下7 �utdannings �Utdanningsdi「ektqr � 

29 �18 �いる既述のように、 �いる。既述のように、 �句点を挿入 

107 �16 �Skolefri重dsordninga �Skolefritidsordninga � 

116 �9 �fag-OgSVeinepove �fis-OgSVeineprova � 

129 �下3 �めでeld重e一輪d �foreldrer各d � 

130 �ll �Styreforskole-n �Styreforskolen � 

133 �右15 �男女一方の性が �男女いずれの性も � 
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